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Ⅰ 調査要領 
１ 調査目的 

さいたま市における経済動向、企業経営動向を把握し、適切かつ効果的な施策を推進する基礎資

料とするとともに、市内企業の経営判断の一助とするため、調査を実施するもの。  

  

２ 調査方法  

■アンケート調査 …市内の 1,500事業所に対して調査票を郵送送付し、郵送又はオンラ  
インで回収 

■ヒアリング調査 … 上記対象企業の中から 14事業所（各業２社）を抽出し、電話に 

よるヒアリング調査を実施 

■主要経済指標の収集 …さいたま市、埼玉県等の主要経済指標を収集 

 

３ 調査内容  
アンケートの内容は、経営動向や景気見通しに関する【景況調査】と、地域経済における特別な問

題等となっている事柄等をテーマとする【特別調査】の２つに大きく分かれる。それぞれの調査の

内容は下表で示したとおりである。なお、ヒアリング調査は、主に景況感判断の背景・要因等を把握

することを目的として実施した。 

 

 【景況調査】  

■調査対象期間 

○実績判断 

 

 

［前 期］2023年 

［今 期］2023年 

１～３ 

４～６ 

月期 

月期（５月 15日時点） 

○見通し判断 ［来 期］2023年

［来々期］2023年 

７～９ 

10～12 

月期 

月期 

■調査項目 

①景況 ②在庫水準 ③資金繰り ④雇用人員 ⑤販売数量 ⑥販売単価 

⑦仕入価格（単価） ⑧売上高 ⑨経常利益 ⑩設備投資  

⑪景気判断の背景･要因 ⑫経営にマイナス面の影響が大きいと考えられる経済動向等 

 

【特別調査①】  

■テーマ 「新型コロナウイルス感染症の影響について」 

 

■調査項目  

・新型コロナウイルス感染症による売上高への影響ついて 

・ウィズコロナ・アフターコロナに対応するための取組について 

・今後、期待する公的支援策について 
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【特別調査②】 

■テーマ 「原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響について」 

 

■調査項目  

・原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響について 

・原材料・仕入価格の上昇分に対する販売価格への転嫁について 

・価格転嫁が難しい理由について 

・今後予定している対策について 

・期待する公的支援策について 

 

 

 【特別調査③】 

■テーマ 「賃上げの実施状況について」 

 

■調査項目  

・今年度の賃上げ実施状況について 

・賃上げを実施した（する）理由について 

・賃上げをしない（できない）理由について 

・期待する公的支援策について 

 

 

 【特別調査④】 

■テーマ 「人材確保策について」 

 

■調査項目  

・今年度の人材確保策について 

・採用について行っている対策について 

・期待する公的支援策について 

 

 

４ 調査実施期間  
■アンケート調査 … 2023年６月 22日（木）～ 2023年７月 12日（水） 

■ヒアリング調査 … 2023年７月 19日（水）～ 2023年７月 31日（月） 
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５ 回収状況  

業 種 送付事業所数 有効回答事業所数 回収率（％） 

建 設 業 214   98   44.2 

製 造 業 214   98   41.2 

卸 売 業 214   80   34.7 

小 売 業 214   70   33.2 

飲 食 店 215   43   20.9 

不 動 産 業  215   66   36.8 

サービス業 214   89   39.7 

無回答  4 － 

計  1,500   548   36.5 

 

６ ＤＩについて  
ＤＩとは、Diffusion Indexの略で、景況等に対する判断において、「良い（増加）」と回答した割

合から「悪い（減少）」と判断した割合を引いた指数のこと。本調査では、５段階の評価に対し、そ

れぞれ以下の点数を与え、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて、ＤＩを算出している。ただ

し、「在庫水準」「雇用人員」「仕入価格（単価）」については、「過剰（上昇）」－１、「やや過剰（や

や上昇）」－0.5、「適正（不変）」０、「やや不足（やや下降）」＋0.5、「不足（下降）」＋１として、

ＤＩを算出する。  

  

評 価 

「良い」 

「増加」 

等 

「やや良い」 

「やや増加」 

等 

「普通」 

「不変」 

等 

「やや悪い」 

「やや減少」 

等 

「悪い」 

「減少」 

等 

点 数 ＋１ ＋0.5 ０ －0.5 －１ 

 

７ 報告書の見方  
①景況調査では、項目ごとにＤＩで集計した結果を掲載している。なお、前期＝2023 年１～３月、

今期＝2023年４～６月、来期＝2023年７～９月、来々期＝2023年10～12月としている。 

②各図表では、回答者数を「ｎ」として表示している。 

③集計は、小数点第２位を四捨五入しているため、数値の合計が 100％にならない場合がある。 

④特別調査の各図表において、回答者数「ｎ」が 10に満たない(ｎ≦９)分類が多数であった図表で

は、集計単位を回答数としている場合がある。 

⑤特別調査の各図表において、回答数が「０」であった項目・分類については、表示を省略している

場合がある。 

  ⑥自由記述の回答内容について、個人情報を含む内容やわかりにくい表現などについては、加筆・

訂正している部分がある。 
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Ⅱ 調査結果の概要 
１ 調査結果のまとめ 
 

～さいたま市内の景況は、緩やかに持ち直してきており、 
先行きも、堅調に推移する見方が多い～  

さいたま市内の景況は、実績については、今期（2023年４～６月期）のＤＩがマイナス 16.5ポ

イントとなり、前期（2023年１～３月期）に比べ 2.6ポイント下降したが、前年同期（2022年４

～６月期）のマイナス 18.4 ポイントに比べ、1.9 ポイント改善している結果となった。業種別に

みると、ＤＩは引き続きすべての業種でマイナスとなり、前期と比べて「飲食店」「不動産業」で

上昇し、それ以外の業種で下降した。 

先行きについては、来期（2023年７～９月期）はマイナス 17.5ポイントと 1.0ポイント悪化す

るものの、来々期（2023 年 10～12 月期）はマイナス 14.4 ポイントと 3.1 ポイント改善し、３期

ぶりに回復する見通しとなった。 

経営にマイナスの影響が大きいと考えられる経済動向等については、前回調査（2022年 12月調

査）と同様に、「原油・原材料価格の動向」が全体の５割近くを占め最も多く、次いで「電力価格

の動向」、「物価（インフレ・デフレ）の動向」、「個人消費の動向」が多くなっている。一方、「新

型コロナウイルス感染症」の割合は、前回調査から大きく減少した。 

コロナ禍後の取組についての課題は、「人手が足りない」が最も多く、全体の３割台半ばを超え、

以下「資金が不足している」「新たな取引先・仕入先を見つけられない」となっている。これに対

応して、企業が今後期待する公的支援策については、「固定費（人件費・地代家賃等）への補助」

「設備投資への支援」「融資の拡充」の割合が高く、問題意識がコロナへの対応から、物価上昇下

における収益確保、事業継続・拡大へ移っている。 

原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響についてみると、「現在、影響が出ている」と回

答した割合が６割台半ば近くと、前回調査に比べて 2.1ポイント下降している。業種別では、引き

続き、「飲食店」の８割強が「現在、影響が出ている」状況となっている。 

原材料・仕入価格上昇に対する販売価格への転嫁の状況をみると、販売価格に転嫁した割合は前

回調査に比べて 6.0ポイント上昇し、６割強に達している。そのうち、最も回答数の多い選択肢を

みると、前回調査は「２割以上５割未満転嫁できている」であったのに対し、今回調査では「５割

以上８割未満転嫁できている」の上方にシフトしており、全体としてみれば価格転嫁は進展してい

る結果となった。今後予定している対策をみると、「販売価格への転嫁」が４割台半ば超えとなっ

ており、以下「人件費以外の経費削減」「生産性向上」となっている。前回調査と同様に、販売価

格への転嫁に引き続き取り組みつつ、内部努力によって原材料・仕入価格の上昇を少しでも吸収し、

利益を確保しようとしている企業の姿がうかがえる。 

今年度の賃上げについてみると、「定期昇給を実施した」が最も多く４割台半ば近くとなって

いる一方で、賃上げを「特に実施していない」が３割弱ある。賃上げ幅は、「２％以上３％未満」

が最も多く、賃上げの理由は「従業員のモチベーション向上のため」が最多となっている。 

人材確保策についてみると、「中途採用をした」と回答する企業が最も多く５割弱となってい

る一方で、４割近くの企業が希望どおりの採用を「行えていない」状況にある。賃上げも含め企

業が労働力の確保に取り組んでいる姿がうかがえる。  
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２ 景況調査の概要 

 項 目 結 果 概 要  

景 況 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「悪い」が「良い」を上回り▲16.5となり、前期と比べて
2.6ポイント下降 

【先行き】 来期は▲17.5と下降するが、来々期は▲14.4と上昇する見通し 

在庫水準 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「過剰」が「不足」を上回り▲1.4となり、前期と比べて 1.2
ポイント上昇 

【先行き】 来期は 2.1、来々期は 2.2 と上昇する見通し 

資金繰り 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「悪い」が「良い」を上回り▲7.2となり、前期と比べて 1.2
ポイント下降 

【先行き】 来期は▲11.5、来々期は▲11.9と下降する見通し 

雇用人員 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「不足」が「過剰」を上回り 24.1となり、前期と比べて 0.7
ポイント上昇  

【先行き】 来期は 24.9、来々期は 25.8と上昇する見通し  

販売数量 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲11.9となり、前期と比べて
4.7ポイント下降 

【先行き】 来期は▲11.5、来々期は▲8.3と上昇する見通し 

販売単価 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「上昇」が「下降」を上回り 12.7となり、前期と比べて 0.1
ポイント下降  

【先行き】 来期は 9.3と下降するが、来々期は 11.2と上昇する見通し 

仕入価格 

（単価） 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「上昇」が「下降」を上回り▲43.8となり、前期と比べて
2.6ポイント上昇 

【先行き】 来期は▲40.9、来々期は▲40.4と上昇する見通し 

売上高 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲7.1となり、前期と比べて 3.8
ポイント下降  

【先行き】 来期は▲7.8と下降するが、来々期は▲4.7と上昇する見通し 

経常利益 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲13.8となり、前期と比べて
1.9ポイント下降 

【先行き】 来期は▲16.8と下降するが、来々期は▲13.4と上昇する見通し 

設備投資 

【 今 期 】 
今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲5.8となり、前期と比べて 
1.4ポイント下降 

【先行き】 来期は▲4.0、来々期は▲3.9と上昇する見通し 
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経営にマイナスの影響が大きいと考えられる経済動向等 

                     ～「原油・原材料価格の動向」が５割近く～ 

 

経営にマイナスの影響が大きいと考

えられる経済動向等をみると、「原油・原

材料価格の動向」が 48.7％と最も多く、

次いで「電力価格の動向」が 35.4％、「物

価（インフレ・デフレ）の動向」、「個人

消費の動向」がそれぞれ 31.4％となって

いる。 

「新型コロナウイルス感染症」は、前

回調査時（2022年 12月）の 36.8％から

17.7％と大きく減少した。 

「電力価格の動向」は、前々回調査時

（2022年６月）が 19.5％、前回調査時が

27.9％、今回調査では 35.4％と大きく増

加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■各項目のＤＩ値の推移 
  

項 目 

ＤＩ値 

実 績 見通し 

前 期 今 期 来 期 来々期 

１～３月期 ４～６月期 ７～９月期 10～12 月期 

景 況 ▲13.9 ▲16.5 ▲17.5 ▲14.4 

在 庫 水 準 ▲2.6 ▲1.4 2.1 2.2 

資 金 繰 り ▲6.0 ▲7.2 ▲11.5 ▲11.9 

雇 用 人 員 23.4 24.1 24.9 25.8 

販 売 数 量 ▲7.2 ▲11.9 ▲11.5 ▲8.3 

販 売 単 価 12.8 12.7 9.3 11.2 

仕入価格（単価） ▲46.4 ▲43.8 ▲40.9 ▲40.4 

売 上 高 ▲3.3 ▲7.1 ▲7.8 ▲4.7 

経 常 利 益 ▲11.9 ▲13.8 ▲16.8 ▲13.4 

設 備 投 資 ▲4.4 ▲5.8 ▲4.0 ▲3.9 

 

48.7

35.4

31.4

31.4

19.9

17.7

13.3

5.3

5.1

3.3

2.0

1.8

1.1

4.0

5.5

6.0

0 20 40 60

原油・原材料価格の動向

電力価格の動向

物価(         )の動向

個人消費の動向

人口減少・少子高齢化

新型コロナウイルス感染症

為替相場の動向

地政学リスク(ウクライナ情勢等)

気候変動

海外景気の下振れ

企業の生産拠点等の海外シフト

米中関係の悪化

株価の動向

アジア諸国との関係

その他

無回答

（％）

（n=548）
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■各項目の産業天気図 

項目別ＤＩ 

項  目 

2023 年 2023 年 

１～３月期 

前期 

４～６月期 

今期 

７～９月期 

来期 

10～12 月期 

来々期 

景  況  

      

▲ 13.9 ▲ 16.5 ▲ 17.5 ▲ 14.4 

在 庫 水 準        

▲ 2.6 ▲ 1.4 2.1 2.2 

資 金 繰 り          

▲ 6.0 ▲ 7.2 ▲ 11.5 ▲ 11.9 

雇 用 人 員         

23.4 24.1 24.9 25.8 

販 売 数 量         

▲ 7.2 ▲ 11.9 ▲ 11.5 ▲ 8.3 

販 売 単 価         

12.8 12.7 9.3 11.2 

仕 入 価 格 

（ 単 価 ）  

  
  

  
  

▲ 46.4 ▲ 43.8 ▲ 40.9 ▲ 40.4 

売 上 高          

▲ 3.3 ▲ 7.1 ▲ 7.8 ▲ 4.7 

経 常 利 益      

▲ 11.9 ▲ 13.8 ▲ 16.8 ▲ 13.4 

設 備 投 資      

▲ 4.4 ▲ 5.8 ▲ 4.0 ▲ 3.9 

  

ＤＩ   ▲30  ▲10  10  30  

      

記 号  
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■業種別の産業天気図（2023 年４～６月期）  

業種別・項目別ＤＩ  

業種 
建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食店 不動産業 サービス業 

項目 

景  況  

  
 

    

▲ 14.2 ▲ 22.4 ▲ 3.2 ▲ 26.4 ▲ 28.0 ▲ 11.1 ▲ 14.7 

在 庫 水 準  
  

  
 

 

4.8 ▲ 12.6 ▲11.3 0.0 4.1 20.0 3.0 

資 金 繰 り    
  

  

▲ 1.1 ▲ 4.1 4.4 ▲ 11.2 ▲ 38.8 ▲ 7.1 ▲ 9.8 

雇 用 人 員 

       

41.6 12.2 19.0 20.3 32.5 17.5 27.4 

販 売 数 量  
 

 
 

 
 

 

▲ 6.1 ▲ 26.8 5.3 ▲ 30.0 5.0 ▲ 10.2 ▲ 8.3 

販 売 単 価  
    

 
 

6.6 13.8 15.2 16.7 25.6 ▲2.0 13.0 

仕 入 価 格 

( 単 価 ) 

       

▲ 48.3 ▲ 43.2 ▲ 36.5 ▲ 47.1 ▲ 80.0 ▲ 20.0 ▲ 38.7 

売 上 高  
   

   

1.6 ▲24.0 11.9 ▲ 20.1 0.0 ▲ 4.8 ▲ 8.5 

経 常 利 益  
 

 
  

  

▲ 4.8 ▲ 24.0 0.6 ▲ 30.9 ▲ 25.0 ▲ 9.1 ▲ 9.2 

設 備 投 資  
 

 
  

  

▲ 8.4 ▲ 10.3     2.6 ▲ 12.7 ▲ 11.9 7.4 ▲ 7.3 

 

ＤＩ   ▲30  ▲10  ⚫ 10  30  

      

記 号   
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３ 特別調査の概要《新型コロナウイルス感染症の影響について》 

（１）新型コロナウイルス感染症による売上高への影響 

  ～「影響はない」が６割台半ば近く～ 

新型コロナウイルス感染症の売上高への影響についてみると、「影響はない」が 64.8％と最

も多く、「マイナスの影響が出ている」の 29.6％を大きく上回っている。また、「プラスの影響

が出ている」は 3.1％となっている。 

 

 

 

 

（２）売上高への影響の程度（前年同時期比） 

                      ～前年同期比「100以上」が５割台半ば～ 

売上高への影響の程度についてみると、前年同時期を 100とした場合の売上高は「101～109」

が 21.2％と最も多く、次いで「100（横ばい）」が 20.4％、「90～99」が 18.1％となっている。 

前年同期比が「100以上」の割合は 55.4％となっている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）ウィズコロナ・アフターコロナに対応するための取組を実施するにあたり、課

題となっていること 

～「人手が足りない」が３割台半ば超え～  

ウィズコロナ・アフターコロナに対応するための取組を実施するにあたり、課題となってい

ることをみると、「人手が足りない」が 36.1％と最も多く、次いで「資金が不足している」が

18.6％、「新たな取引先･仕入先を見つけられない」が 17.7％となっている。 

  

 

 

 

 

  

 

 

29.6 64.8
3.1

2.6

マイナスの影響が出ている 影響はない プラスの影響が出ている 無回答

(%)

(n=548)

6.2 16.4 18.1 20.4 21.2 7.8
3.1

2.9
3.8

0～69 70～89 90～99 100（横ばい） 101～109

110～119 120～129 130以上 無回答

（％）

（n=548）

36.1

18.6

17.7

13.0

13.0

12.0

7.5

2.1

1.8

10

8.2

21.5

0 10 20 30 40

人手が足りない

資金が不足している

新たな取引先 仕入先を見つけられない

新たな事業展開のノウハウがない

マーケティング能力が不足している

自社内の知識・技術力が不足している

補助金・支援策等の情報が得られない

経営相談先が見つからない

事業の譲渡先を見つけられない

社内の理解が得られない

その他

無回答

（％）

（n=548）
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（４）今後、期待する公的支援策について 

～「固定費(人件費・地代家賃等)への補助」が３割強～ 

事業者が、今後、期待する公的支援策についてみると、「固定費（人件費･地代家賃等）への

補助」が 32.1％と最も多く、次いで「設備投資への支援」が 24.1％、「融資の拡充」が 21.0％

となっている。 

前回調査時と比較すると、「設備投資への支援」が 5.1％、「融資の拡充」が 5.5％とそれぞれ

増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

32.1

24.1

21.0

20.3

17.5

15.3

13.1

10.0

8.2

3.6

4.4

18.2

0 10 20 30 40

固定費（人件費・地代家賃等）への補助

設備投資への支援

融資の拡充

採用・就職に関する支援

売上減少への補填

企業のDX(デジタルトランスフォーメーション)への支援

販路開拓への支援

企業の福利厚生事業への補助

公的支援策等の情報発信・企業への周知

専門家による経営相談

その他

無回答

（％）

（n=548）
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４ 特別調査の概要《原材料・仕入価格高騰による事業活動への

影響について》 

（１）原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響について 

  ～「現在、影響が出ている」が６割台半ば近く～ 

原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響についてみると、「現在、影響が出ている」が

63.0％と最も多く、「今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み」が 22.3％、「特

に影響は出ていない。今後も影響が出る見込みなし」は 9.5％となった。 

前回調査時と比較しても大きな変化は見られなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）原材料・仕入価格の上昇分に対する販売価格への転嫁について 

～２割未満転嫁からすべて転嫁できているの合計が６割強～ 

原材料・仕入価格の上昇分に対し、販売価格への転嫁は「転嫁できていない」が 26.5％と最

も多く、次いで「５割以上８割未満転嫁できている」が 16.8％、「８割以上 10割未満転嫁でき

ている」が 13.9％となった。「すべて転嫁できている」は、7.5％にとどまった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

（３）価格転嫁が難しい（できない）理由 

～「同業他社との競争が激しい」が６割近く～ 

価格転嫁が難しい（できない）理由についてみると、「同業他社との競争が激しい」が 58.6％

と最も多く、次いで「販売先への要請が困難」が 33.6％となった。 

 
 
 
 
 
 
 

  

63.0 22.3 9.5 5.3

現在、影響が出ている

今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み

特に影響は出ていない。今後も影響が出る見込みなし

無回答

(%)

(n=548)

26.5 11.7 11.5 16.8 13.9 7.5 5.3 6.9

転嫁できていない 2割未満転嫁できている

2割以上5割未満転嫁できている 5割以上8割未満転嫁できている

8割以上10割未満転嫁できている すべて転嫁できている

特に転嫁する必要なし 無回答

(%)

(n=548)

58.6

33.6

15.9

9.8

8.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

同業他社との競争が激しい

販売先への要請が困難

契約上の問題

その他

無回答
2023年前期

(n=440)

（％）
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（４）今後予定している対策について 

                      ～「販売価格への転嫁」が４割台半ば超え～ 

今後予定している対策についてみると、「販売価格への転嫁」が 46.7％と最も多く、次いで

「人件費以外の経費削減」、「生産性向上」がそれぞれ 25.5％と続いた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５）原材料・仕入れ価格の高騰に対し期待する公的支援策、販売価格への価格転嫁

が難しい場合に期待する公的支援策について 

～「原材料・仕入れ価格高騰に対する補助金」が４割台半ば超え～ 

事業者が、今後、期待する公的支援策についてみると、「原材料・仕入れ価格高騰に対する補

助金」が 47.1％と最も多く、次いで「燃料費に対する補助金」が 36.7％、「融資の拡充」が 16.1％、

「省エネ対策等の設備投資への支援」が 15.3％となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

47.1

36.7

16.1

15.3

11.3

10.6

8.2

6.2

2.9

2.4

1.5

4.7

19.0

0 10 20 30 40 50

原材料・仕入価格高騰に対する補助金

燃料費に対する補助金

融資の拡充

省エネ対策等の設備投資への支援

コロナ融資の返済猶予

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入れの指導

公的支援策等の情報発信・企業への周知

事業転換、新事業への参入支援

原価低減や取引先見直しの支援

価格交渉や下請法に関する講習会の実施

専門家による経営相談

その他

無回答

（％）

(n=548)

46.7

25.5

25.5

18.1

17.0

14.4

13.0

10.8

9.9

5.8

2.0

2.2

7.3

11.9

0 10 20 30 40 50

販売価格への転嫁

人件費以外の経費削減

生産性向上

仕入先の見直し

仕入先への値下げ交渉

省エネ対策

商品・サービス内容見直し

業務の転換（多角化）

販売先見直し

人件費削減

共同仕入れ

その他

特に対策していない

無回答

2023年前期

(n=548)

（％）
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５ 特別調査の概要《賃上げの実施状況について》 

（１）今年度賃上げの実施状況について 

  ～「ベースアップを実施した」が２割台半ば近く～ 

今年度の賃上げ状況についてみると、「定期昇給を実施した」が 43.2％と４割台半ば近くと

なった。一方、「特に実施していない」が 29.7％と３割弱をしめた。 

また、「ベースアップを実施した」が 24.1％、「賞与（一時金）の増額を実施した」が 18.8％、

「インフレ手当等の支給を実施した」が 6.2％となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「定期昇給を実施した」と回答した事業者のう

ち、「前年よりも増加」とした事業者は 43.0％

となり、「前年と同等」とした 41.4％をわずか

ではあるが上回った。 

 

 

 

（２）賃上げの実施程度（前年比）について 

  ～「２％以上３％未満」が２割台半ば～ 

賃上げの実施程度については、「２％以上３％未満」が 25.2％と最も多く、次いで「１％以上

２％未満」が 16.7％、「３％以上４％未満」が 13.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

43.2

24.1

18.8

6.2

3.5

29.7

4.7

0 10 20 30 40 50

定期昇給を実施した

ベースアップを実施した

賞与（一時金）の増額を実施した

インフレ手当等の支給を実施した

その他

特に実施していない

無回答

（％）

(n=548)

10.7 16.7 25.2 13.9 12.3 13.2 3.5

1.9

2.5

１％未満 １％以上２％未満 ２％以上３％未満
３％以上４％未満 ４％以上５％未満 ５％以上10％未満
10％以上 未定 無回答

(%)

(n=317)

41.4 43.0 15.6

前年と同等 前年よりも増加 無回答

(%)

(n=237)
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（３）賃上げを実施した（する）理由について 

  ～「従業員のモチベーション向上のため」が７割台半ば～ 

賃上げを実施した（する）理由については、「従業員のモチベーション向上のため」が

75.4％と最も多く、次いで「物価上昇への対応のため」が 45.8％、「従業員の定着率向上のた

め」が 42.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）賃上げをしない（できない）理由について 

  ～「業績が悪いため」が４割台半ば近く～ 

賃上げをしない（できない）理由については、「業績が悪いため」が 44.2％と最も多く、次

いで「先行きの不安感のため」が 33.1％、「原材料価格が高騰したため」が 25.8％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）賃上げを実施するために、期待する公的支援策について 

  ～「賃上げを行う企業への税控除」が４割台半ば～ 

賃上げを実施するために、期待する公的支援策については、「賃上げを行う企業への税控

除」、「賃上げを行う企業への補助」がそれぞれ 45.4％、42.2％で高い割合となっている。 

 

 

 

 

  

75.4

45.8

42.7

23.8

21.8

9.5

6.0

3.2

6.3

0 20 40 60 80

従業員のモチベーション向上のため

物価上昇への対応のため

従業員の定着率向上のため

人材確保（採用）のため

世間的な賃上げ動向に合わせるため

業績が好転（回復）したため

業界の給与水準に合わせるため

その他

無回答

（％）

(n=349)

44.2

33.1

25.8

23.9

23.3

5.5

4.9

4.3

7.4

11.0

0 10 20 30 40 50

業績が悪いため

先行きの不安感のため

原材料価格が高騰したため

電気、ガス代等が高騰したため

価格転嫁が不十分なため

元々賃金水準が高いため

設備投資を行ったため

従業員を増やしたため

その他

無回答

（％）

(n=163)

45.4

42.2

10.4

9.3

8.8

8.4

2.9

4.4

24.1

0 10 20 30 40 50

賃上げを行う企業への税控除

賃上げを行う企業への補助

融資の拡充

生産性向上に取り組むための補助

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入れの指導

公的支援策等の情報発信・企業への周知

生産性向上等の経営相談

その他

無回答

（％）

(n=548)
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６ 特別調査の概要《人材確保策について》 

（１）今年度の人材確保策について 

  ～「中途採用をした」が５割弱～ 

今年度の人材確保策については、「中途採用をした」が 49.2％と最も多く、次いで「パートタ

イム労働者を採用した」が 22.3％、「新卒採用をした」が 16.1％となっている。 

一方で「人員は足りており、採用予定はない」が 26.2％と２割台半ば超えとなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）採用の充足度について 

  ～「行えていない」が４割近く～ 

希望通りの採用が行えているかについては、「行えていない」が 38.7％と最も多く、次いで

「概ね行えている」が 18.4％、「行えている」が 9.9％となっている。 

「採用予定はない」が 23.7％と 2割台半ば近くをしめている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（３）採用について行っている対策について 

  ～「ハローワークへの求人掲載」が３割台半ば近く～ 

採用について行っている対策は、「ハローワークへの求人掲載」が 33.2％と最も多く、次いで

「求人会社の活用」が 26.8％、「民間就職情報サイトへの登録」が 20.8％となっている。 
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中途採用をした
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高年齢者の就業機会の確保により対応した

人員は足りており、採用予定はない

その他

無回答

（％）

(n=548)
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ＳＮＳ等での自社ＰＲの積極化
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企業説明会の回数増加

人事部門の拡充

その他

無回答

（％）

(n=548)
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（４）人材確保に対し、期待する公的支援策について 

  ～「採用活動に係る費用の支援」が２割台半ば越え～ 

人材確保に対し、期待する公的支援策は、「採用活動に係る費用の支援」が 26.6％と最も多

く、次いで「福利厚生への支援」が 14.8％、「市内企業の求人情報の発信」が 14.1％となって

いる。 
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採用活動に係る費用の支援

福利厚生への支援

市内企業の求人情報の発信

女性・高齢者・外国人・就職氷河期世代等の活用支援

市主催の会社説明会・面接会の実施

市内企業のＰＲ

公的支援策等の情報発信・企業への周知

人材確保に関するコンサルティング

採用活動に係るツール作成の支援

副業人材のマッチング支援

その他

無回答

（％）

(n=548)
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Ⅲ 景況調査 
１ 各項目の動向 

（１）景況 

① 全体  

今期のＤＩは「悪い」が「良い」を上回り▲16.5となり、前期と比べて 2.6ポイント下降した。前

年同期と比べると、前期、今期とも上昇した。先行きをみると、来期は▲17.5 と下降するが、来々期

は▲14.4と上昇する見通しである。 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合 

景況について、今期は「悪い」と「やや悪い」をあわせた《悪い》とみる事業所が４割強（41.0％）、

「普通」とみる事業所が４割弱（39.8％）、「良い」と「やや良い」をあわせた《良い》とみる事業所は

２割弱（19.2％）であった。前期と比べて《悪い》、「普通」が増加、《良い》は減少となった。 

先行きをみると、来期は《良い》、《悪い》が減少し、「普通」は増加、来々期は《良い》、「普通」が

増加し、《悪い》が減少となる見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩはすべての業種でマイナスであった。前期と比べて「飲食店」「不動産」で上昇し、そ

れ以外の業種で下降した。 

先行きをみると、来期は「建設業」「飲食店」「サービス業」で上昇し、それ以外の業種で下降する

見通しである。来々期はすべての業種で上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別 

今期のＤＩはすべての規模でマイナスであった。前期と比べて「50人以上」で上昇し、それ以外の

規模で下降した。  

先行きをみると、来期は「５人未満」「25～50人未満」の規模で上昇し、それ以外の規模で下降する

見通しである。来々期は「25～50人未満」の規模で下降し、それ以外の規模で上昇する見通しである。 
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23年

1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

５人未満 ▲ 54.7 ▲ 52.8 ▲ 56.2 ▲ 45.6 ▲ 29.0 ▲ 29.2 ▲ 36.0 ▲ 39.9 ▲ 31.7 ▲ 33.1 ▲ 28.1 ▲ 27.8
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10～25人未満 ▲ 20.4 ▲ 32.1 ▲ 23.8 ▲ 23.4 ▲ 13.3 ▲ 13.8 ▲ 21.9 ▲ 17.2 ▲ 5.8 ▲ 11.2 ▲ 12.0 ▲ 5.8

25～50人未満 ▲ 25.0 ▲ 13.6 ▲ 21.2 ▲ 19.7 ▲ 12.5 ▲ 13.4 ▲ 15.4 ▲ 5.1 ▲ 6.4 ▲ 15.0 ▲ 9.6 ▲ 11.0

50人以上 ▲ 6.6 ▲ 11.8 ▲ 22.1 ▲ 25.0 ▲ 7.9 ▲ 12.0 ▲ 7.1 ▲ 8.2 ▲ 2.8 ▲ 0.6 ▲ 8.1 ▲ 1.2

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0（良い）

（悪い）

（
Ｄ
Ｉ
の
推
移
）

21年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

22年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

23年

1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

建設業 ▲ 27.2 ▲ 34.1 ▲ 33.0 ▲ 35.1 ▲ 17.0 ▲ 19.8 ▲ 19.6 ▲ 20.9 ▲ 7.4 ▲ 14.2 ▲ 10.1 ▲ 7.4
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小売業 ▲ 32.5 ▲ 36.3 ▲ 16.3 ▲ 13.3 ▲ 22.8 ▲ 25.0 ▲ 31.3 ▲ 28.0 ▲ 17.9 ▲ 26.4 ▲ 29.0 ▲ 25.4

飲食店 ▲ 68.3 ▲ 64.1 ▲ 83.8 ▲ 71.2 ▲ 60.8 ▲ 38.5 ▲ 48.9 ▲ 48.9 ▲ 29.3 ▲ 28.0 ▲ 25.6 ▲ 20.7

不動産業 ▲ 36.6 ▲ 39.0 ▲ 21.6 ▲ 19.8 ▲ 2.9 ▲ 8.8 ▲ 21.4 ▲ 25.9 ▲ 15.1 ▲ 11.1 ▲ 18.3 ▲ 16.7
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（２）在庫水準 

① 全体 

今期のＤＩは「過剰」が「不足」を上回り▲1.4となり、前期と比べて 1.2ポイント上昇した。前

年同期と比べると前期、今期とも下降した。 

先行きをみると、来期は 2.1、来々期は 2.2と上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合 

在庫について、今期は「適正」とみる事業所が７割弱（69.0％）、「不足」と「やや不足」をあわせ

た《不足》とみる事業所が１割台半ば近く（13.6％）、「過剰」と「やや過剰」をあわせた《過剰》と

みる事業所が１割台半ば超え（17.3％）であった。前期と比べて「適正」、《過剰》が減少し、《不足》

が増加した。 

先行きをみると、来期は《過剰》が減少し、「適正」、《不足》が増加する見通しである。来々期は、

《過剰》、《不足》が減少し、「適正」が増加する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは、「製造業」「卸売業」でマイナス、「小売業」でゼロ、それ以外の業種でプラスであっ

た。前年同期と比べると「飲食店」で上昇したが、それ以外の業種で下降した。 

先行きをみると、来期は「不動産業」で下降、それ以外の業種で上昇の見通しである。来々期は、

「製造業」「卸売業」では上昇し、「建設業」で横這い、それ以外の業種では下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③ 規模別 

今期のＤＩは、「５人未満」の規模でプラス、「５〜10人未満」の規模でゼロ、それ以外の規模でマ

イナスであった。前期と比べて「25〜50人未満」の規模以外で上昇した。 

先行きをみると、来期はすべての規模で上昇する見通しである。来々期は「10〜25 人未満」「25〜

50 人未満」の規模で上昇し、「５人未満」「５〜10 人未満」の規模で横ばい、「50 人以上」の規模で下

降する見通しである。 
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製造業 ▲ 3.1 ▲ 3.1 ▲ 7.3 ▲ 9.3 ▲ 1.9 1.2 ▲ 6.5 ▲ 4.1 ▲ 12.6 ▲ 12.6 ▲ 8.8 ▲ 6.7

卸売業 1.3 11.1 ▲ 1.5 ▲ 6.1 ▲ 0.8 2.5 0.0 0.0 ▲ 16.0 ▲ 11.3 ▲ 8.0 ▲ 6.8

小売業 ▲ 3.8 1.3 2.3 ▲ 3.7 4.8 4.8 6.8 2.3 0.0 0.0 8.1 7.2
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（３）資金繰り 

① 全体  

今期のＤＩは「悪い」が「良い」を上回り▲7.2となり、前期と比べて 1.2ポイント下降した。前

年同期と比べると、5.1ポイント下降した。 

先行きをみると、来期は▲11.5、来々期は▲11.9と下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■事業所の割合   

資金繰りについて、今期は「普通」とみる事業所が５割台半ば（55.0％）となっている。「悪い」

と「やや悪い」をあわせた《悪い》とみる事業所が３割弱（29.0％）となっている。「良い」と「やや

良い」をあわせた《良い》とみる事業所は１割台半ば超え（16.0％）であった。前期と比べて《悪い》

が増加し、《良い》が横ばい、「普通」が減少した。 

先行きをみると、来期は《悪い》、「普通」が増加し、《良い》が減少する見通しである。来々期は

「普通」が増加し、《良い》、《悪い》が減少する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは、「卸売業」以外の業種でマイナスであった。前期と比べて「製造業」「不動産業」「サ

ービス業」で上昇し、それ以外の業種では下降した。前年同期と比べると、「卸売業」で上昇し、それ以

外の業種では下降した。 

先行きをみると、来期は「飲食店」で上昇、「製造業」で横ばい、それ以外の業種では下降する見

通しである。来々期は「小売業」「飲食店」で上昇、「建設業」「サービス業」で横ばい、それ以外の業

種で下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

今期のＤＩは、「５人未満」「５～10人未満」「10～25人未満」の規模でマイナスであった。前期と比

べて「50人以上」の規模で上昇し、それ以外の規模で下降した。 

先行きをみると、来期はすべての規模で下降する見通しである。来々期は「10～25人未満」の規模

で上昇、それ以外の規模で下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

22年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

23年

1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

建設業 ▲ 22.3 ▲ 28.4 ▲ 20.0 ▲ 24.4 4.8 5.4 ▲ 4.9 ▲ 6.7 ▲ 0.5 ▲ 1.1 ▲ 8.2 ▲ 8.2

製造業 ▲ 6.9 ▲ 14.9 ▲ 12.7 ▲ 14.7 1.2 ▲ 1.2 ▲ 10.3 ▲ 9.8 ▲ 5.7 ▲ 4.1 ▲ 4.1 ▲ 8.9

卸売業 ▲ 8.5 ▲ 10.0 0.0 ▲ 8.6 7.1 4.0 0.0 ▲ 6.3 6.3 4.4 ▲ 0.6 ▲ 1.9

小売業 ▲ 17.1 ▲ 15.4 ▲ 11.6 ▲ 10.5 ▲ 7.4 ▲ 4.8 ▲ 15.2 ▲ 11.8 ▲ 6.8 ▲ 11.2 ▲ 20.9 ▲ 17.2

飲食店 ▲ 41.9 ▲ 35.7 ▲ 38.2 ▲ 33.3 ▲ 29.6 ▲ 26.5 ▲ 41.7 ▲ 41.9 ▲ 32.1 ▲ 38.8 ▲ 37.5 ▲ 31.3

不動産業 ▲ 25.6 ▲ 24.4 ▲ 15.9 ▲ 12.5 5.5 3.9 ▲ 5.9 ▲ 9.6 ▲ 8.9 ▲ 7.1 ▲ 12.5 ▲ 14.9

サービス業 ▲ 18.8 ▲ 18.4 ▲ 28.4 ▲ 28.4 ▲ 1.3 ▲ 3.4 ▲ 7.0 ▲ 3.8 ▲ 10.0 ▲ 9.8 ▲ 12.2 ▲ 12.2
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（来期）

10～12月期

（来々期）

５人未満 ▲ 32.1 ▲ 33.8 ▲ 33.0 ▲ 32.7 ▲ 14.7 ▲ 15.2 ▲ 26.7 ▲ 30.2 ▲ 27.2 ▲ 27.3 ▲ 28.1 ▲ 28.4

5～10人未満 ▲ 11.4 ▲ 16.3 ▲ 12.2 ▲ 11.2 ▲ 2.9 ▲ 2.9 ▲ 11.0 ▲ 12.1 ▲ 1.5 ▲ 3.9 ▲ 9.7 ▲ 12.3

10～25人未満 ▲ 15.7 ▲ 14.2 ▲ 9.5 ▲ 12.9 ▲ 1.9 ▲ 2.8 ▲ 8.8 ▲ 8.2 ▲ 2.1 ▲ 5.5 ▲ 7.3 ▲ 5.1

25～50人未満 0.0 ▲ 7.9 ▲ 1.6 ▲ 4.7 3.8 4.6 2.9 8.0 8.8 6.6 0.0 ▲ 0.7
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（４）雇用人員 

① 全体  

今期のＤＩは「不足」が「過剰」を上回り 24.1 となり、前期と比べて 0.7 ポイント上昇した。前

年同期と比べて 2.3ポイント上昇した。 

先行きをみると、来期は 24.9、来々期は 25.8 と上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合  

雇用人員について、今期は「適正」とみる事業所が約５割（50.9％）、「不足」と「やや不足」をあ

わせた《不足》とみる事業所が４割台半ば近く（43.1％）、「過剰」と「やや過剰」をあわせた《過剰》

とみる事業所は１割未満（6.1％）となっている。前期と比べて《不足》が増加している。 

先行きをみると、来期は《過剰》が減少し、「適正」、《不足》が増加する見通しである。来々期

は《過剰》、「適正」が減少し、《不足》が増加する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは、すべての業種でプラスであった。前期と比べて「建設業」「サービス業」で下降し、

「飲食店」で横ばい、それ以外の業種で上昇した。 

先行きをみると、来期はすべての業種で上昇する見通しである。来々期は「サービス業」で下降

し、「飲食店」で横ばい、それ以外の業種で上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

今期のＤＩはすべての規模でプラスであった。前期と比べて「25～50 人未満」以外の規模で上昇し

た。 

先行きをみると、来期は「５人未満」「５～10人未満」「50人以上」の規模で上昇し、それ以外の規

模で下降する見通しである。来々期は「５人未満」「５～10人未満」「25～50人未満」の規模で上昇し、

それ以外の規模で下降する見通しである。 
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1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

建設業 29.3 26.1 31.5 31.5 34.9 33.1 32.6 36.8 44.7 41.6 41.9 43.6

製造業 11.8 9.2 14.7 14.0 19.1 19.8 15.7 16.9 10.7 12.2 13.9 14.9

卸売業 19.5 24.4 12.5 12.5 21.9 18.0 19.4 21.5 14.3 19.0 19.6 20.8

小売業 3.8 5.1 10.9 13.0 8.6 7.7 13.6 15.2 18.1 20.3 20.6 21.6

飲食店 17.9 12.2 8.8 18.2 11.5 21.9 29.8 31.4 32.5 32.5 33.7 33.7

不動産業 13.8 13.8 7.1 7.3 13.1 14.5 9.8 9.8 15.8 17.5 17.8 19.2

サービス業 17.9 18.5 26.6 31.1 28.8 32.5 34.0 34.0 28.3 27.4 28.6 28.0
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5～10人未満 1.1 1.2 5.1 8.3 23.6 26.4 18.7 20.3 19.8 20.1 21.9 25.9

10～25人未満 25.9 19.8 21.9 26.2 20.6 20.6 23.5 26.8 23.4 23.8 22.3 21.7

25～50人未満 35.7 35.7 30.3 28.8 27.5 26.5 29.4 32.4 31.6 30.4 30.1 32.6

50人以上 25.7 23.0 28.0 29.0 28.9 28.2 36.7 38.2 29.8 32.6 36.4 35.8
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（５）販売数量 

① 全体  

今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲11.9となり、前期と比べて 4.7ポイント下降した。前

年同期と比べて、前期、今期とも上昇した。 

先行きをみると、来期は▲11.5、来々期は▲8.3と上昇する見通しである。 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

■事業所の割合  

販売数量について、今期は「減少」と「やや減少」をあわせた《減少》とみる事業所が４割強（42.6％）

で、「不変」とみる事業所が３割近く（28.3％）、「増加」と「やや増加」をあわせた《増加》とみる事業

所が３割弱（29.1％）であった。前期と比べて《増加》、「不変」が減少して、《減少》が増加した。 

先行きをみると、来期は《増加》、《減少》が減少して、「不変」が増加する見通しである。来々

期は「不変」、《減少》が減少して、《増加》が増加する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは「卸売業」「飲食店」以外の業種でマイナスであった。前期と比べて「建設業」「製造

業」「小売業」「不動産業」「サービス業」で下降、それ以外の業種では上昇した。 

先行きをみると、来期は「建設業」「卸売」「飲食店」「不動産業」で下降し、それ以外の業種で上昇

する見通しである。来々期は「製造業」「卸売業」「飲食店」で上昇し、「建設業」で横ばい、それ以外

の業種で下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

今期のＤＩは、「５人未満」「５～10人未満」「10～25人未満」「25～50人未満」の規模でマイナス

であった。前期と比べて「５人未満」で上昇し、それ以外の規模で下降した。 

先行きをみると、来期は「５人未満」「10～25 人未満」「25～50 人未満」の規模で上昇し、「50

人以上」の規模で横ばい、「５～10 人未満」の規模で下降する見通しである。来々期は「５人未満」

の規模で下落し、それ以外の規模で上昇する見通しである。 
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22年
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23年

1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

建設業 ▲ 28.1 ▲ 38.3 ▲ 33.3 ▲ 36.4 ▲ 15.6 ▲ 25.8 ▲ 13.1 ▲ 9.0 ▲ 2.2 ▲ 6.1 ▲ 10.6 ▲ 10.6

製造業 ▲ 27.0 ▲ 21.6 ▲ 22.7 ▲ 13.0 ▲ 7.3 ▲ 9.4 ▲ 11.6 ▲ 7.1 ▲ 6.0 ▲ 26.8 ▲ 20.0 ▲ 13.8

卸売業 ▲ 8.3 ▲ 3.8 ▲ 23.5 ▲ 7.4 ▲ 11.9 ▲ 19.4 ▲ 5.6 ▲ 3.6 0.7 5.3 ▲ 3.2 9.6

小売業 ▲ 23.8 ▲ 20.0 ▲ 19.4 ▲ 19.4 ▲ 12.1 ▲ 12.1 ▲ 30.4 ▲ 20.5 ▲ 13.7 ▲ 30.0 ▲ 23.1 ▲ 23.2

飲食店 ▲ 59.5 ▲ 60.0 ▲ 78.8 ▲ 60.9 ▲ 38.5 ▲ 5.1 ▲ 31.3 ▲ 20.7 ▲ 13.4 5.0 ▲ 2.5 6.2

不動産業 ▲ 32.4 ▲ 27.9 ▲ 30.6 ▲ 26.7 3.1 ▲ 8.5 ▲ 17.1 ▲ 20.7 9.0 ▲ 10.2 ▲ 15.3 ▲ 16.7

サービス業 ▲ 46.7 ▲ 38.6 ▲ 35.2 ▲ 28.7 ▲ 14.0 ▲ 11.9 ▲ 23.2 ▲ 15.4 ▲ 5.5 ▲ 8.3 ▲ 2.8 ▲ 7.6
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５人未満 ▲ 53.4 ▲ 50.0 ▲ 50.5 ▲ 34.9 ▲ 23.3 ▲ 24.8 ▲ 27.7 ▲ 26.2 ▲ 22.0 ▲ 20.8 ▲ 19.5 ▲ 21.1
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10～25人未満 ▲ 15.6 ▲ 20.5 ▲ 29.1 ▲ 27.8 ▲ 8.5 ▲ 8.9 ▲ 22.0 ▲ 7.6 1.4 ▲ 5.9 0.0 1.9

25～50人未満 ▲ 20.6 ▲ 11.8 ▲ 16.7 ▲ 9.3 ▲ 7.5 ▲ 6.8 0.0 0.9 ▲ 1.7 ▲ 17.8 ▲ 10.3 ▲ 0.9
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（６）販売単価 

① 全体 

今期のＤＩは「上昇」が「下降」を上回り 12.7 となり、前期と比べて 0.1 ポイント下降した。前

年同期と比べて、前期、今期とも上昇した。 

先行きをみると、来期は 9.3と下降するが、来々期は 11.2と上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合  

販売単価について、今期は「不変」とみる事業所が５割弱（49.4％）、「下降」と「やや下降」をあ

わせた《下降》とみる事業所が１割台半ば近く（13.3％）、「上昇」と「やや上昇」をあわせた《上昇》

とみる事業所は３割台半ば超え（37.4％）であった。前期と比べて「不変」が減少し、《上昇》、《下

降》が増加した。 

先行きをみると、来期は《上昇》、《下降》が減少し、「不変」が増加する見通しである。来々期

は「不変」、《下降》が減少し、《上昇》が増加する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
11.9 10.3 10.6 8.7 5.0 3.8 5.2 5.0 4.0 3.8 3.6 3.4

15.2 14.8 16.1 16.4

10.8 12.0 9.1 9.7 8.4 9.5 9.5 9.3

58.0 57.8 58.9
56.4

57.1
50.3 51.2 48.9 51.7 49.4

56.9 54.4

13.4 14.8 13.0
16.4

21.2
25.7 29.5 31.7 29.8 32.4

24.7 27.4

1.5 2.3 1.4 2.1

5.9 8.1 5.0 4.8 6.1 5.0 5.3 5.5

0

50

100

21年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

22年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

23年

1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

(上昇) (やや上昇) (不変) (やや下降) (下降)

▲ 11.3

▲ 8.0
▲ 10.8

▲ 6.6

6.1

11.2
10.0 10.7

12.8 12.7

9.3
11.2

-20

-10

0

10

20

21年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

22年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

23年

1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

（上昇）

（下降）

（
Ｄ
Ｉ
の
推
移
）



 

- 28 -  

 

② 業種別 

今期のＤＩは「不動産業」以外の業種でプラスであった。前期と比べて「建設業」「卸売業」「小売

業」で下降し、それ以外の業種は上昇した。 

先行きをみると、来期は「小売業」で上昇し、それ以外の業種で下降する見通しである。来々期は

「建設業」「卸売業」「飲食店」「不動産業」「サービス業」で上昇し、それ以外の業種で下降する

見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別 

今期のＤＩはすべての規模でプラスであった。前期と比べて「25～50人未満」「50人以上」で下降

し、それ以外の規模で上昇した。 

先行きをみると、来期は「25～50 人未満」で上昇し、それ以外の規模で下降する見通しである。

来々期はすべての規模で上昇する見通しである。 
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（来々期）

建設業 ▲ 17.2 ▲ 15.0 ▲ 16.2 ▲ 18.2 0.0 5.3 7.1 7.1 14.0 6.6 5.9 8.1

製造業 ▲ 6.4 ▲ 5.1 ▲ 7.9 ▲ 4.5 12.2 15.2 16.5 16.3 10.6 13.8 9.0 8.0

卸売業 3.8 10.5 5.7 2.9 22.7 27.3 21.5 20.1 17.7 15.2 13.0 18.6

小売業 ▲ 8.8 ▲ 7.5 ▲ 4.9 3.1 5.3 9.1 11.6 12.5 23.9 16.7 19.9 17.6

飲食店 ▲ 20.0 ▲ 21.8 ▲ 30.3 ▲ 20.3 ▲ 11.0 10.0 ▲ 4.7 3.5 18.3 25.6 13.4 22.0

不動産業 ▲ 16.1 1.6 ▲ 11.7 ▲ 8.3 3.1 ▲ 4.2 4.7 3.5 ▲ 3.1 ▲ 2.0 ▲ 8.2 ▲ 6.1

サービス業 ▲ 16.0 ▲ 16.3 ▲ 14.4 ▲ 7.7 4.4 10.4 3.0 4.5 6.2 13.0 8.2 9.6
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（７）仕入価格（単価） 

① 全体  

今期のＤＩは「上昇」が「下降」を上回り▲43.8となり、前期と比べて 2.6ポイント上昇した。前

年同期と比べて、前期は下降したが、今期は上昇した。 

先行きをみると、来期は▲40.9、来々期は▲40.4と上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合  

仕入価格（単価）について、今期は「不変」とみる事業所が２割台半ば近く（24.1％）、「下降」と

「やや下降」をあわせた《下降》とみる事業所が１割未満（5.7％）、「上昇」と「やや上昇」をあわせ

た《上昇》とみる事業所が約７割（70.1％）であった。前期と比べて「不変」、《下降》が増加し、《上

昇》が減少した。 

先行きをみると、来期は《上昇》、《下降》が減少し、「不変」が増加する見通しである。来々期は

「不変」、《下降》は増加し、《上昇》は減少する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは、すべての業種でマイナスであった。前期と比べて「建設業」「製造業」「卸売業」「小

売業」「サービス業」で上昇し、それ以外の業種で下降した。 

先行きをみると、来期は「建設業」「製造業」「小売業」「飲食店」「サービス業」で上昇し、「卸売

業」で横ばい、「不動産業」で下降する見通しである。来々期は「製造業」「小売業」「不動産業」「サ

ービス業」で上昇し、それ以外の業種で下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

今期のＤＩは、すべての規模でマイナスであった。前期と比べて「５人未満」の規模で横ばい、そ

れ以外の規模で上昇した。 

先行きをみると、来期はすべての規模で上昇する見通しである。来々期は「５人未満」「５～10人

未満」「25～50人未満」で上昇し、それ以外の規模で下降する見通しである。 
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23年

1～3月期

（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

建設業 ▲ 22.4 ▲ 25.0 ▲ 35.0 ▲ 42.3 ▲ 48.7 ▲ 54.4 ▲ 49.4 ▲ 53.2 ▲ 51.7 ▲ 48.3 ▲ 43.1 ▲ 44.3

製造業 ▲ 27.0 ▲ 28.4 ▲ 42.2 ▲ 51.8 ▲ 47.0 ▲ 53.0 ▲ 58.0 ▲ 59.1 ▲ 49.5 ▲ 43.2 ▲ 36.8 ▲ 33.5

卸売業 ▲ 25.0 ▲ 26.3 ▲ 24.3 ▲ 30.0 ▲ 46.8 ▲ 55.5 ▲ 47.1 ▲ 52.8 ▲ 39.1 ▲ 36.5 ▲ 36.5 ▲ 37.0

小売業 ▲ 5.1 ▲ 5.1 ▲ 21.6 ▲ 28.0 ▲ 38.2 ▲ 46.3 ▲ 43.5 ▲ 46.4 ▲ 52.1 ▲ 47.1 ▲ 45.7 ▲ 44.9

飲食店 ▲ 11.3 ▲ 9.2 ▲ 8.6 ▲ 13.2 ▲ 42.2 ▲ 63.7 ▲ 65.9 ▲ 73.9 ▲ 74.4 ▲ 80.0 ▲ 72.0 ▲ 75.6

不動産業 ▲ 3.4 ▲ 15.5 ▲ 5.2 ▲ 7.1 ▲ 16.7 ▲ 20.0 ▲ 11.8 ▲ 14.9 ▲ 18.9 ▲ 20.0 ▲ 22.2 ▲ 21.1

サービス業 ▲ 1.1 ▲ 2.2 ▲ 12.0 ▲ 13.0 ▲ 30.7 ▲ 35.5 ▲ 32.1 ▲ 33.6 ▲ 39.2 ▲ 38.7 ▲ 37.2 ▲ 35.6
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５人未満 ▲ 8.1 ▲ 9.9 ▲ 17.0 ▲ 19.8 ▲ 28.7 ▲ 37.0 ▲ 40.1 ▲ 43.3 ▲ 39.6 ▲ 39.6 ▲ 37.0 ▲ 34.8

5～10人未満 ▲ 17.4 ▲ 23.8 ▲ 29.3 ▲ 33.7 ▲ 37.8 ▲ 52.4 ▲ 54.2 ▲ 57.6 ▲ 52.0 ▲ 51.5 ▲ 49.5 ▲ 49.0

10～25人未満 ▲ 21.6 ▲ 24.4 ▲ 29.5 ▲ 34.5 ▲ 40.8 ▲ 50.0 ▲ 43.3 ▲ 44.4 ▲ 46.4 ▲ 45.0 ▲ 43.6 ▲ 43.9

25～50人未満 ▲ 17.5 ▲ 15.0 ▲ 25.0 ▲ 35.5 ▲ 52.4 ▲ 58.1 ▲ 50.8 ▲ 54.0 ▲ 45.6 ▲ 36.8 ▲ 33.6 ▲ 32.1

50人以上 ▲ 16.7 ▲ 15.2 ▲ 22.3 ▲ 33.0 ▲ 47.3 ▲ 49.5 ▲ 45.1 ▲ 51.8 ▲ 51.3 ▲ 45.6 ▲ 38.7 ▲ 41.0

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0（下降）

（上昇）

（
Ｄ
Ｉ
の
推
移
）



 

- 31 -  

（８）売上高  
① 全体  

今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲7.1となり、前期と比べて 3.8ポイント下降した。前

年同期と比べて、前期、今期ともに上昇した。 

先行きをみると、来期は▲7.8と下降するが、来々期は▲4.7と上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合  

売上高について、今期は「減少」と「やや減少」をあわせた《減少》とみる事業所が４割弱（39.9％）、

「増加」と「やや増加」をあわせた《増加》とみる事業所が３割台半ば近く(33.7％）、「不変」とみる

事業所が２割台半ば超え(26.4％)であった。前期と比べて《減少》が増加し、《増加》、「不変」が減少

した。 

先行きをみると、来期は《増加》、《減少》が減少し、「不変」が増加する見通しである。来々期は

《増加》、「不変」が増加し、《減少》が減少する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは「製造業」「小売業」「不動産業」「サービス業」でマイナスであった。前期と比べて

「製造業」「小売業」「サービス業」で下降、それ以外の業種で上昇となった。 

先行きをみると、来期は「建設業」「卸売業」「不動産業」で下降し、それ以外の業種で上昇する見通し

である。来々期は「建設業」「製造業」「卸売業」「飲食店」で上昇し、それ以外の業種で下降する見通し

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

今期のＤＩは「50人以上」でプラス、それ以外の規模でマイナスであった。前期と比べて「５人未

満」で上昇、それ以外の規模で下降した。 

先行きをみると、来期は「５～10人未満」「25～50人未満」で下降し、それ以外の規模で上昇する見

通しである。来々期はすべての規模で上昇する見通しである。  
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（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

建設業 ▲ 35.1 ▲ 30.0 ▲ 28.7 ▲ 34.0 ▲ 18.9 ▲ 27.5 ▲ 11.2 ▲ 11.8 1.1 1.6 ▲ 11.8 ▲ 3.3

製造業 ▲ 21.8 ▲ 19.2 ▲ 15.3 ▲ 4.3 ▲ 4.9 ▲ 10.4 ▲ 5.1 2.3 ▲ 17.0 ▲ 24.2 ▲ 18.0 ▲ 12.1

卸売業 0.0 2.4 ▲ 21.4 ▲ 8.6 ▲ 8.6 ▲ 14.8 1.4 7.9 6.2 11.9 3.8 8.8

小売業 ▲ 37.8 ▲ 29.3 ▲ 17.3 ▲ 7.7 ▲ 12.9 ▲ 13.6 ▲ 19.3 ▲ 16.2 ▲ 1.5 ▲ 20.1 ▲ 14.0 ▲ 15.7

飲食店 ▲ 56.8 ▲ 59.8 ▲ 79.2 ▲ 57.1 ▲ 46.2 0.0 ▲ 36.7 ▲ 22.2 ▲ 2.6 0.0 4.1 13.2

不動産業 ▲ 40.5 ▲ 22.0 ▲ 28.7 ▲ 25.0 1.4 ▲ 12.3 ▲ 14.0 ▲ 19.3 ▲ 6.2 ▲ 4.8 ▲ 6.9 ▲ 11.3

サービス業 ▲ 41.4 ▲ 33.3 ▲ 36.8 ▲ 20.8 ▲ 7.6 ▲ 3.0 ▲ 19.0 ▲ 5.9 ▲ 1.1 ▲ 8.5 ▲ 4.5 ▲ 5.7
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５人未満 ▲ 57.3 ▲ 47.7 ▲ 50.3 ▲ 36.2 ▲ 27.0 ▲ 24.3 ▲ 27.5 ▲ 28.0 ▲ 22.4 ▲ 19.5 ▲ 18.1 ▲ 16.4
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（９）経常利益 

① 全体 

今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲13.8となり、前期と比べて 1.9ポイント下降した。前

年同期と比べて、前期、今期とも上昇した。 

先行きをみると、来期は▲16.8と下降するが、来々期は▲13.4と上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合  

経常利益について、今期は「減少」と「やや減少」をあわせた《減少》とみる事業所が４割台半ば近

く（44.3％）、「不変」とみる事業所が３割近く（28.0％）、「増加」と「やや増加」をあわせた《増加》

とみる事業所が２割台半ば超え（27.6％）であった。前期と比べて《減少》が増加し、《増加》が減少

した。 

先行きをみると、来期は《増加》、《減少》が減少し、「不変」が増加する見通しである。来々期は

《増加》、「不変」が増加し、《減少》が減少する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは、「卸売業」以外の業種でマイナスであった。前期と比べて「建設業」「製造業」「小

売業」で下降し、それ以外の業種で上昇した。 

先行きをみると、来期は「建設業」「卸売業」「飲食店」「不動産業」「サービス業」で下降し、それ

以外の業種で上昇する見通しである。来々期は「不動産業」以外の業種で上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

今期のＤＩは「50人以上」以外の規模でマイナスであった。前期と比べて「10～25人未満」「25～

50人未満」「50人以上」で下降し、それ以外の規模で上昇した。 

先行きをみると、来期は「10～25人未満」で上昇し、それ以外の規模で下降する見通しである。来々

期はすべての規模で上昇する見通しである。 
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22年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

23年
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（前期）

4～6月期

（今期）

7～9月期

（来期）

10～12月期

（来々期）

建設業 ▲ 34.0 ▲ 36.7 ▲ 34.0 ▲ 36.2 ▲ 22.2 ▲ 32.6 ▲ 21.7 ▲ 26.3 1.1 ▲ 4.8 ▲ 13.4 ▲ 7.0

製造業 ▲ 23.7 ▲ 30.8 ▲ 18.6 ▲ 12.9 ▲ 12.8 ▲ 14.2 ▲ 16.3 ▲ 11.6 ▲ 21.9 ▲ 24.0 ▲ 22.4 ▲ 19.3

卸売業 ▲ 11.9 ▲ 6.3 ▲ 31.4 ▲ 21.4 ▲ 13.3 ▲ 14.8 ▲ 18.8 ▲ 14.6 ▲ 3.1 0.6 ▲ 8.8 ▲ 6.3

小売業 ▲ 36.6 ▲ 39.0 ▲ 17.6 ▲ 32.4 ▲ 22.5 ▲ 21.0 ▲ 28.9 ▲ 25.7 ▲ 13.0 ▲ 30.9 ▲ 26.8 ▲ 20.6

飲食店 ▲ 61.6 ▲ 53.7 ▲ 76.4 ▲ 67.1 ▲ 56.6 ▲ 23.6 ▲ 48.9 ▲ 41.1 ▲ 34.5 ▲ 25.0 ▲ 26.7 ▲ 12.8

不動産業 ▲ 34.5 ▲ 25.6 ▲ 30.9 ▲ 26.1 ▲ 1.4 ▲ 8.7 ▲ 15.8 ▲ 19.3 ▲ 9.8 ▲ 9.1 ▲ 13.6 ▲ 19.7

サービス業 ▲ 41.9 ▲ 36.1 ▲ 38.6 ▲ 28.6 ▲ 15.1 ▲ 7.3 ▲ 23.8 ▲ 10.7 ▲ 12.8 ▲ 9.2 ▲ 11.8 ▲ 10.9
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（10）設備投資  
① 全体  

今期のＤＩは「減少」が「増加」を上回り▲5.8となり、前期と比べて 1.4ポイント下降した。

前年同期と比べて、前期は上昇し、今期は下降した。 

先行きをみると、来期は▲4.0、来々期は▲3.9と上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の割合  

設備投資について、今期は「不変」とみる事業所が７割近く（68.7％）、「減少」と「やや減少」をあ

わせた《減少》とみる事業所が１割台半ばを超え（16.9％）、「増加」と「やや増加」をあわせた《増加》

とみる事業所は１割台半ば近く（14.4％）であった。前期と比べて《減少》が増加し、《増加》、「不変」

が減少した。来期は「不変」が増加し、《増加》、《減少》が減少する見通しである。来々期は《減少》

が増加し、《増加》、「不変」が減少する見通しである。 
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② 業種別 

今期のＤＩは「卸売業」「不動産業」を除く業種でマイナスであった。前期と比べて「建設業」「製

造業」「小売業」「飲食店」「サービス業」で下降し、それ以外の業種で上昇した。 

先行きをみると、来期は「建設業」「製造業」「小売業」「不動産業」「サービス業」で上昇し、それ

以外の業種で下降する見通しである。来々期は「卸売業」「飲食店」で上昇し、「サービス業」で横ば

い、それ以外の業種で下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

今期のＤＩは「50人以上」以外の規模でマイナスであった。前期と比べて「５～10人未満」「25～

50人未満」で下降し、「10～25人未満」「50人以上」で横ばい、それ以外の規模で上昇した。 

先行きをみると、来期は「５～10人未満」の規模以外で上昇する見通しである。来々期は「５人未

満」「５～10人未満」で上昇し、それ以外の規模で下降する見通しである。 
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（11）景気判断の背景・要因 
【建設業】 
①実績 

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・材料費・人件費の価格高騰、材料不足による工期遅延。 

・受注が安定しない。 

◆「普通」と回答した事業者 

・売上は伸びているが、材料費等の高騰により、収益は伸びていない。 

・価格転嫁が出来ている。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・コロナで延期となっていた工事が受注できている。 

・公共工事が活発に発注されている。 

 

＜建設業における景気判断(実績)の背景・要因の具体的内容＞ 

 ※下記は、アンケートにおける景気判断の背景・要因の主な回答結果をまとめたものである。実績の景気判断は、ア

ンケートの「貴社(事業所)の景気」における「令和５年４～６月期」の判断、記号は、●悪い ▲やや悪い  □普通  

○やや良い ◎良い －未回答。「新型コロナウイルス感染症」は「コロナ」など略記。以下同様。 

 

 
景気判断(実績)の背景・要因（建設業）  

景気 

判断 

１ 現場が、材料の納期遅れ・現場進捗の遅れが多く本来の日程での工事ができず。 ● 

２ 仕入れ材料の価格が落ちつかない。 ● 

３ 原材料の高騰による材料価格上昇。 ▲ 

４ 仕入れの単価が高騰し仕事単価と合っていない。 ▲ 

５ 
土地価格の上昇、コロナ終息による住宅への関心の低下、電気料金・食料品等の値上

げ。 
▲ 

６ 工事の発注が複数社で重複し、安定的に受注ができない。 ▲ 

７ 仕事量が多いが人材の不足により受注が困難な状況。 □ 

８ 
コロナ禍ではステイホーム需要に恵まれ、売上増。現在はやや低下気味であるがプラス

マイナスゼロと考え取組んでいる。 
□ 

９ 
売上を伸ばしたが材料等の高騰の影響により思うほど利益の増加には繋がらなかった。

特に民間の仕事になると発注側の材料高騰に理解が少ない。 
□ 

10 収益がコロナ禍以前の頃に回復してきた。 □ 

11 取引先が価格転嫁に対応してくれたため。 □ 

13 
材料値上がりや、毎年継続していた工事案件が少なくなったり、現場自体がなくなって

しまったりで非常に悪かった。 
□ 

13 コロナで延期になっていた工事の受注が一度に多く実施されたことが背景。 〇 

14 新たな営業所を設立して新規顧客が増えたため。 〇 

15 民間工事は停滞しているが、公共工事が活発に発注されており景気をささえている。 ◎ 

［実績の概要］ 
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②見通し  

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・物価上昇（材料費高騰）の影響が続く。 

・住宅取得意欲の低下。 

◆「普通」と回答した事業者 

・原材料価格の高騰に対し、販売価格に転嫁していく方針。 

・原材料価格高騰やコロナにより延期となっていた工事の再開を見込む。 

・物価上昇により先行きが見通せない。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・インバウンドを含む観光需要増加に関連した受注増加が見込まれる。 

 

＜建設業における景気判断(見通し)の背景・要因の具体的内容＞ 

 ※下記は、アンケートにおける景気判断の背景・要因の主な回答結果をまとめたものである。実績の景気判断は、

アンケートの「貴社(事業所)の景気」における「令和５年 10～12 月期」の判断、記号は、●悪い ▲やや悪い   

□普通  ○やや良い ◎良い －未回答。「新型コロナウイルス感染症」は「コロナ」と略記。以下同様。 

 

 

   景気判断(見通し)の背景・要因（建設業）  
景気

判断 

１ 物価上昇が止まらずメンテナンス系は少なくなりそうな見通し。 ● 

２ 住宅取得意欲の低下。 ▲ 

３ 完工時期に偏りがあり、完工高の無い期間は利益計上も無い。 ▲ 

４ 見積案件が減少してはいるが、利益率の増加でカバー可能と考える。 ▲ 

５ 
今後も原材料費や燃料が高騰されることが想定されるためだが、販売価格変更により対

応していく。 
□ 

６ 物価上昇の影響であまり見通しがつかない所があるのでなんとも言えない。 □ 

７ 
目先の利益をとれば経費削減だが、将来を見通し人材育成に経費をかけている。来期以

降に花が咲く。 
□ 

８ 
民間建築事業の受注は苦戦しているものの、土木事業は手持ち工事が十分あるため、新

年度もある程度の利益は担保されている。 
□ 

９ 材料価格の落ち着きを期待。 □ 

10 
原材料の高騰による不安要因とコロナで延期になっていた受注の実施が平常に戻ってく

ると予測しているため。 
□ 

11 新規顧客が増えることが見込まれるため。 ◯ 

12 
顧客の事業に於いてインバウンド需要を含めた旅行需要の増加に伴う収益向上が見込ま

れるため。 
◯ 

13 夏季、年末と空調工事が再度増えるため、年末にかけて緩やかに回復する見通し。 ◯ 

14 問い合わせ物件が少ないため。 ◎ 

15 人材不足に対し、協力業者を開拓しており、受注増加を図る。 ◎ 

  

［見通しの概要］ 



 

- 39 -  

 

＜建設業におけるヒアリング調査結果＞  

 ※下記はさいたま市内の事業者に対する電話ヒアリング調査の結果をまとめたものである。 

景気判断は、アンケートの「貴社(事業所)の景気」で、実績は「令和５年４～６月期」の判断、見通しは「令和５年 10

～12 月期」の判断。記号は、●悪い ▲やや悪い □普通 ○やや良い ◎良い。「新型コロナウイルス感染症」は

「コロナ」と略記。以下同様。 

 

 

◇管工事業（実績●、見通し▲） 

・ビルやマンションなどの給排水設備工事などを中心に手掛けており、県内を主なテリトリーと

している。 

・最近の業況は、新型コロナウイルスの影響はほとんど受けておらず、売上は前年同時期に比べ

て１割程度増加しているものの、仕入れ価格が上がっているため、利益は減少している。 

・先行きについては、仕入れ価格がどこまで上昇するのか、物価上昇が続いている中で、工事の

発注が今度どの程度伸びていくかが見えてこない。 

・仕入れ価格高騰の影響は大きく、販売価格への転嫁は一部にとどまっている。価格競争が厳し

く、思うように価格を上げられない。 

・賃上げについては、厳しい経営状態ではあるが、物価高の中、社員の生活も考慮し、可能な限

り賃上げを行った。 

・人材確保については、足りていない状況が続いている。募集はしているが応募は少ない。 

 

 

◇工務店（実績◎、見通し◎) 

・一般住宅、共同住宅、事務所、各種施設等幅広い分野で建設工事を設計施工している。 

・最近の業況は、公共工事が受注できており民間工事の低迷をカバーしている。今後の見通しも

この傾向が続くと思われる。 

・原材料仕入価格高騰に対しては、ある程度価格転嫁はできているが、販売先への要請は難し

い。原材料の高騰が続くようだと、設備投資の見直しや住宅購入の先送りなど影響が出てく

る。 

・業績が好転したこと。また、従業員の日ごろの頑張りに応えるため、定着率向上を含め、賃上

げを行った。 

・人材確保策については、慢性的な人手不足であり、初任給の見直しや学校訪問、ホームページ

を刷新するなどの対策は行っているが、解消されず。 
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【製造業】 
①実績 

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・材料費、運送費の高騰による利益減少。 

・材料費高騰による買い控えや価格競争による受注減少。 

・人手不足による影響。 

◆「普通」と回答した事業者 

・物価高、エネルギー価格上昇によるコスト増加。 

・価格転嫁が進んできている。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・インバウンド需要による打ち上げ回復。 

・半導体関連の受注増加。 

 

 

＜製造業における景気判断(実績)の背景・要因の具体的内容＞ 
 

  
 景気判断(実績)の背景・要因（製造業）  

景気 

判断 

１ 人員不足により受注ができず売上減少。 ● 

２ 資材の高騰による建設案件の中止・延期で仕事量減。 ● 

３ 
材料値上げが原因による買い控え、他社へ乗換え、および材料分の値上げに合わない値

引きが入るためなかなか厳しい状況が続いている。 
● 

４ リモートワークの定着化等オフォス環境の変化に伴い、取扱い製品の受注減。 ● 

５ 仕事量はあるが価格への転嫁が難しい。 ▲ 

６ 国内での客先販売不振。 ▲ 

７ 材料費の上昇、さらなる運送費の上昇により利益が減少。 ▲ 

８ 自動車向け製品の流通在庫から受注回復が遅れるため。 ▲ 

９ 
部材の高騰・長納期化が原価に響いた部分もあったが、何とか価格転嫁はできているた

め。 
□ 

10 物価やエネルギー価格の上昇によりコスト削減が難しい。 □ 

11 産業機器関連の商品は、通常レベルの取引があり比較的安定している。 □ 

12 
仕入価格の上昇が続いているが、価格転嫁が進んでいるので、それほど経営に影響はな

い。 
□ 

13 
昨年 10月頃より、インバウンドによる売り上げが回復してきており、それに伴い全体

の売り上げも増加しているため。 
◯ 

14 半導体不足の影響による前倒し受注あり。 ◯ 

15 販売単価が高騰しているため。 ◎ 

 

  

［実績の概要］ 
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②見通し  
  

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・設備投資の先送り。 

・原材料、エネルギー価格高騰による、収益への影響。 

◆「普通」と回答した事業者 

・材料費、運送費高騰による価格転嫁が進んでいない。 

・中国の景気動向による影響。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・インバウンド需要回復による関連業界への受注増加。 

・価格転嫁が進み、売り上げ回復を見込む。 

 

 

＜製造業における景気判断(見通し)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

   景気判断(見通し)の背景・要因（製造業）  
景気

判断 

1 設備投資の先送り、中国経済の減速、材料急騰。 ● 

2 自動車（新車）の開発が極端に少なくなるため。 ● 

3 流通緩和による受注競争の激化。 ▲ 

4 
業界自体が目先の利益を求め、特に商品のものづくりに対しこだわりがない。突発的

な受注が多く、年間の受注量も予測できない。見通しは立たない。 
▲ 

5 
以前に比べて長納期部品は減ってきたが、部品１つ納期が遅くなれば製品化できない

ため出荷できない。 
▲ 

6 世界における電子部品在庫が減少し、通常に戻るのは令和５年 11月ぐらいと予想。 ▲ 

7 電気料金の高騰により、多大な影響。 ▲ 

8 新規受注額は前年比較で減少継続となっており、来年度以降の見通しは厳しい。 ▲ 

9 本業とは別の要因（円安）で潤っている他、海外への投資回収が進む見込。 □ 

10 
材料費や運送費の上昇に伴い、販売価格を値上げしなければならないが、価格交渉が

進まず、売上が上昇しても利益は伸び悩むのではないか。 
□ 

11 
エネルギー源の多角化や調達先の多様化などを進めていくが、令和５年４月薬価改定

により薬価が引き下げられたため好業績は望めない。 
□ 

12 中国の景気動向の影響を受ける商品があるので、動向を注視している。 □ 

13 
コロナ禍明けインバウンドが戻り観光業界が復活してきている。本来の旅館ホテル業

界に向けた受注が増えていく見通し。 
◯ 

14 
４～６月に価格改定が完了し、売上が戻ってきた。半導体不足がユーザーの生産に影

響しているが徐々に受注は回復する。 
◯ 

15 お得意先からの受注残が多くあり、生産も安定しているかと思われる。 ◎ 

  

［見通しの概要］ 
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＜製造業におけるヒアリング調査結果＞  

◇プラスチック製品製造（実績▲、見通し▲） 

・2023年前半は、原材料価格の高騰の影響を受け、受注がやや減少している上に、利幅も縮小し

ている。今後も見通しについても、今のところ新規の受注予定もなく現状と変わらない。 

・新型コロナの影響は、今はほとんど見られない。 

・原材料仕入価格高騰の影響は大きく、売上、利益に影響を及ぼしている。販売価格を引き上げ

ているものの、100％の引き上げは難しい。他社へ流れてしまう不安もある。 

・賃上げについては、最近の物価上昇に配慮し、物価上昇分とはいかないが増額した。 

・人材確保策については、いろいろ対策を講じているが、なかなか集まらない。中途採用を何と

かできた。 

 

 

◇情報通信機器製造（実績▲、見通し□） 

・業況は、資材高騰と、納期遅延により、減収減益。見通しについては、当面の受注は安定して

おり、資材価格高騰の影響はあるものの、納期遅延については徐々に解消されてくると思われ

ることから、売上はやや回復すると予想。 

・新型コロナの影響は、ほとんどないが、コロナが終息したわけではないので、社員の感染につ

いては、注意している。 

・資材の高騰に対しての価格転嫁については、半分以上は出来ていると思う。製造業なので、電

力を多く使用するため、電力価格の高騰は、利益に直結している。他社との価格競争もあり難

しい。 

・賃上げについては、社員の士気向上や生活を考えて実施。 

・採用については、今年度中途採用を実施し、ほぼ予定通りに出来ているものの、人手不足と言

われている中で、人材の確保については、常に課題としている。 
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【卸売業】  
①実績  

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・円安による仕入価格上昇。 

・商品価格上昇による消費者の購買意欲の低下。 

◆「普通」と回答した事業者 

・価格転嫁が進んできている。 

・同業他社との価格競争が激しくなっている。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・コロナ５類移行による観光、外食需要等の増加。 

・価格転嫁が順調。 

 

 

＜卸売業における景気判断(実績)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

  
 景気判断(実績)の背景・要因（卸売業） 

景気 

判断 

1 

円安の影響と中国への入国が厳しい状態が続いているので、新商品発掘や中国の工場

とのコミュニケーションが取り辛い。国内の消費も伸び悩んでいる関係で輸入を抑え

ている。 

● 

2 
報道等により、商品価格の上昇が著しいと感じているエンドユーザーが多く、買い控

えがおきているように思う。 

▲ 

3 得意先の経費削減による受注減。 ▲ 

4 仕入単価の上昇分が販売単価に転嫁できない。 ▲ 

5 アジア向け（中国）輸出が振るわず前年、前々年度と比較して下降している。 ▲ 

6 
小売店の PB強化や在庫圧縮の影響で商品導入のハードルが上がり売上を維持するの

が苦しくなっている。 
▲ 

7 仕入価格の契約を見直すことができ、仕入価格の上昇分を吸収できる構造になった。 □ 

8 取引先の実績や同業他社との過当競争が激しく利益が出しにくい状況である。 □ 

9 季節要因以外にあまり変動がないが、コロナ前には戻っていないと思われる。 □ 

10 食材価格が上昇したが、上昇を受入れる環境（雰囲気）になったため。 □ 

11 景気がかなり回復してきが、コロナ前の 80～90％程度にとどまる。 ◯ 

12 仕入価格が下降傾向にあり、その分利益率の改善となった。 ◯ 

13 前年よりやや良い。飲食業が普通営業に戻ったためだと思う。 ◯ 

14 今年度から投入した新商品の売上が伸びている。 ◯ 

15 
景気回復、外食需要増加により売上増加。また仕入価格増加分は、販売価格へすぐ転

嫁できている。 
◎ 

  

［実績の概要］ 
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②見通し  

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・円安による仕入価格の高止まり。 

・販売先の経費削減による受注減。 

◆「普通」と回答した事業者 

・価格転嫁については、一部で遅れが出ているが、概ね出来ている。 

・物価高騰による買い控えが懸念される。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・コロナ５類移行による外食需要の増加。 

・景気回復に伴い、仕入価格の更なる高騰と人手不足への懸念。 

 

 

＜卸売業における景気判断(見通し)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

  
 景気判断(見通し)の背景・要因（卸売業）  

景気 

判断 

1 得意先の経費削減による受注減がしばらく続く見込み。 ● 

2 設備にかける資金が不足しそう。 ▲ 

3 今後も円安で推移して影響を受ける。 ▲ 

4 引き続き値上げ傾向なので、低価格帯へ移行する可能性がある。 ▲ 

5 価格転嫁の遅れ。 □ 

6 株価、円安ほか経済情勢が不透明。 □ 

7 値上げが概ね一順したため普通とした。 □ 

8 
燃料費、水道光熱費等の上昇及び人件費等の増加に伴い数年は、厳しい状況が続く可

能性がある。 
□ 

9 
コストは全般に上がっているが、ある程度の値上げも実施しているので例年通りの状

況を見込む。 
□ 

10 商品の値上げに対し消費が伴うか見通せないため。 □ 

11 
物価高騰により消費者の買い控えもあり、今後は付加価値の高い商品の輸入を心がけ

ると共に既存の取引先とは、薄利で対応していくしかない。 
□ 

12 原料価格、情勢、為替が落ち着けば徐々に仕入れも下がる見通し。 □ 

13 飲食店に人が入るようになったため、酒類の需要が増加。 ○ 

14 
コロナが急速に増えるなどの事態が起きなければ、回復傾向はこのまま続いていくと

思う。可処分所得を減らす政策が続けば買い控えも増えていくかと思う。 
○ 

15 
仕入れ価格が下降傾向にあるので、無理な価格で販売しない限り、利益は取れると予

想。 
○ 

    

  

［見通しの概要］ 



 

- 45 -  

 

＜卸売業におけるヒアリング調査結果＞  
 

◇電気・精密機器仕入販売（実績●、見通し□） 

・主に海外から製品・部品を仕入れ企業や個人に卸売・販売をしている。 

・業況は、円安の影響を受けていることと、海外、特に中国からの仕入れがなかなかスムーズに行

えていないことで、売上が減少している。今後の見通しについては、物価高騰による消費マイン

ドの低下が懸念され、付加価値の高い商品を仕入れていく。 

・仕入価格上昇に対し、販売価格への転嫁は、ほとんど出来ていない。同業他社との価格競争が激

しく、販売価格によっては、他社に乗り換えられてしまう。 

・賃上げについては、社員の離職を防ぐ意味でも行っている。業況は厳しいが、予定通りの採用が

出来ていない中で、定着率を上げていきたい。 

 

 

◇食品卸売業（実績□、見通し□） 

・学校給食、病院や介護施設、外食関連を中心に食品を販売している。 

・食品の仕入価格が上昇しているが、徐々に販売価格に転嫁できる環境になってきたため、売上、

利益は回復してきている。今後についても、物価上昇は気になるところではあるが、このまま推

移していくと見ている。 

・新型コロナの影響は感じられない。売上げも前年比増加している。 

・関連コロナの影響は残っているものの、売上は前年に比べやや増加している。 

・賃上げについては、業績が回復してきていることもあり、定期昇給、ベースアップを実施したほ

か、賞与、手当の見直しを行った。物価高に対応し、従業員のモチベーション向上を図った。 
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【小売業】  
①実績  

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者  

・物価高騰による消費者の購買意欲の低下。 

・コロナ５類移行により、外出の機会が増えたことにより、売上が減少した。 

・仕入れ価格上昇分を販売価格に転嫁しづらい。 

◆「普通」と回答した事業者 

・販売価格引上げによる販売数量の伸び悩み。 

・コスト増加分を効率改善で対応。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・販売数量が好転してきている。 

 

＜小売業における景気判断(実績)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

  

 景気判断(実績)の背景・要因（小売業）  

景

気

判

断 

1 
輸入品が予想以上に高騰し利益を圧迫している。販売価格を上げたためお客の購買意欲

が落ち売り上げ減少と負の連鎖を描いている。 
● 

2 
賃上げアップが求められているが、更に上乗せして値上げをしない限りベースアップ分

の利益をとれない。 
● 

3 売上ダウン、人件費高騰、夏季賞与カット。 ● 

4 物価の高騰により買い控えがある。 ● 

5 コロナ前の実績の７割ぐらいの回復、物価高、商品価格の上昇。 ● 

6 仕入単価の増加により販売価格の上昇。 ▲ 

7 仕入れが上昇傾向にあるが、販売価格に転嫁しづらいため。 ▲ 

8 お客の数が少ない。大手スーパーに流れている。 ▲ 

9 
景気は上向きだが在庫（新車）がなく全体的に良くない。コロナで商品（生産）が入ら

ず確保する他在庫が過剰ぎみ。 
□ 

10 計画通り、コスト増を効率改善でしのいでいる。 □ 

11 仕入高のため販売数量が伸びない。 □ 

12 
値上げ実施をしたが、販売数量と販売単価が上手く行き始めたのが今年の４月からだっ

た。値上げを我慢していた期間の欠損分は回収できない。 
□ 

13 自動車工場の生産に影響を受けるものの、新車種等の受注は堅調。 □ 

14 コロナ禍の影響減少にともない、顧客接点が増加したことにより上向く。 ○ 

15 コロナ前の水準に同等かやや上回ってきている。 ○ 

  

［実績の概要］ 
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②見通し 
 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・仕入価格上昇するも、価格転嫁が出来ていない。 

・物価上昇による買い控えの影響。 

◆「普通」と回答した事業者 

・仕入価格、人件費、電気代等増加による影響。 

・在庫確保するため資金繰りに苦慮。 

・販売単価、客数の増加。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・イベントなどの回復。 

 

 

＜小売業における景気判断(見通し)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

 
  景気判断(見通し)の背景・要因（小売業）  

景気 

判断 

1 仕入れが上昇傾向にあるが、販売価格に転嫁しづらいため。 ● 

2 石油業界自体が先の見通しが立たない業種になってきているため。 ● 

3 物価上昇による買い控え。 ● 

4 客足の減少。大手スーパー等に人が流れている。 ▲ 

5 コロナ明け消費者は外で買い物するため、通販の利用は減少。 ▲ 

6 診療報酬減少や仕入価格上昇による大幅な利益減少。 ▲ 

7 小売り売価値上げに伴う売上げがどう変化するか課題。 □ 

8 大手の値段にはついていけない商品が多く、商売の先行きが見えない。 □ 

9 在庫確保するため資金繰りが苦しい。景気は不変。 □ 

10 仕入、雇用、電気代等の増加。 □ 

11 円安、物価高騰、経済の動向を注視する必要があり予断を許さない状況である。 □ 

12 工場生産に影響を受けるが、新モデルの車種等もあり受注は堅調。 □ 

13 計画通り、コスト増を効率改善でしのいでいる。 □ 

14 
７月から単価も上がり、客数も増えているため、前年よりも売上増加が見込めるた

め。 
□ 

15 イベントなどの催し物が回復してきており、売上増加が期待できる。 ○ 

  

［見通しの概要］ 
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＜小売業におけるヒアリング調査結果＞  
 

◇衣料品販売業（実績●、見通し●） 

・業況は、コロナ禍前の７割ぐらいまで回復してきた。５類に移行後外出機会が増えたことによ

り、衣料品の売上も戻ってきた。今後の見通しについては、引き続き売上の回復を期待する

が、まだ仕入価格の上昇が続いており、物価高が続くことで、買い控え等消費の冷え込みが懸

念される。 

・例年であれば、９月ぐらいから秋冬物が売れ出す傾向にあったが、近年の気温変化（上昇）に

より、季節商品の入替時期が難しくなっている。四季を感じられなくなってしまうのでは。 

・仕入価格高騰の影響につては、ほぼ販売価格に転嫁できている。 

 

 

◇ガス、機械工具等販売（実績□、見通し□） 

・昨年までは、原油・原材料価格の高騰や円安の影響もあり、利益率が低下していたが、今年に

入り、仕入れ価格も落ち着いてきた。価格転嫁も出来ており、利益率が改善してきている。 

・新型コロナの影響は、特にみられない。売り上げについては、前年同時期より増加している。 

・賃上げについては、業績がやや回復してきたこともあり、また、物価高騰に対応すべく、ベー

スアップを実施。 

・人材確保については、中途採用を行い、ほぼ予定通りとなっている。 
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【飲食店】  
①実績 

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者

・仕入価格、人件費、光熱費の増加。 

・依然として、客足が戻らない。 

・販売価格に転嫁できていない。 

◆「普通」と回答した事業者 

・深刻な人手不足。 

・客足、売上の回復。 

◆「やや良い」と回答した事業者 

・５類移行に伴う客足の増加。 

 

 

＜飲食店における景気判断(実績)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

 
 景気判断(実績)の背景・要因（飲食店）  

景気 

判断 

1 仕入価格・人件費・電気代すべて上昇。客数は伸びない。単価も上げられない。 ● 

2 原価（仕込、電気代等）の上昇に売価の値上が追いついていない。 ● 

3 
コロナ禍で外食する人、機会が減少していると感じる。夜も営業を続けているが全く

売上がない状況が続いている。 
● 

4 何をやっても客がこない。家飲み中心になってしまった。 ● 

5 
コロナ禍により、生活様式が変わり、いままでのような営業形態では難しくなってい

ると考える。居酒屋を１店舗閉鎖、今後も検討中。 
▲ 

6 
レストランでは、２名～３名が多くなっており、更に土、日の家族の利用多く、平日

の会社員同士の利用が極端に少なくなった。 
▲ 

7 仕入価格上昇、募集費用上昇（雇用）。 ▲ 

8 あらゆる物が値上げで商品に転嫁できない。 ▲ 

9 テレワーク、会社の飲み会なし。 ▲ 

10 人手不足が深刻。人件費と電気料金と消費税が負担である。 □ 

11 
今年に入り売上げは６～７割戻ってきているが、仕入れ価格、その他の経費の上昇で

なんの利益も出ない。 
□ 

12 昨年のコロナ禍に比べたら客足が増えてきたので。 □ 

13 
新型コロナウイルスが落ち着いていることとコロナ禍での行動制限が解除されたこと

で直近は売上および利益ともに回復傾向にある。 
□ 

14 コロナが５類に移行後、客数・売上げともやや上昇している。 ○ 

15 
コロナが５類になり客足が戻って来た、その一方で仕入れ単価は上昇、家賃や電気、

ガスなど値上がりで固定費も上昇し、やむなく値上げに踏み切った状態。 
◎ 

  

［実績の概要］ 
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②見通し    

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・物価高、外食控えが続く。 

・物価高騰に対する価格転嫁ができない。 

◆「普通」と回答した事業者 

・人手不足。 

・仕入価格の上昇。 

・アフターコロナを見据えた経営の改善。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・売り上げが回復・安定してくる。 

  

 

＜飲食店における景気判断(見通し)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

 
 景気判断(見通し)の背景・要因（飲食店）  

景気 

判断 

1 今後も原価の上昇が見込まれるので見通しは悪い。 ● 

2 仕入れ高・物価高、お客様の外食控えなどが店の売上げに多いに影響している。 ● 

3 あらゆる物が値上げで商品に転嫁できない。 ▲ 

4 
販売コストの負担が、より一層重くなり、飲食店はいずれ休業に追い込まれる。現在

の株式バブルがはじければ、悪くなる速度が早まるのではないか。 
▲ 

5 今後も動向は変わらないと思う。 ▲ 

6 テレワーク、会社の飲み会なし。 ▲ 

7 
このままだとよくなる見通しがない。今後の生活様式に合わせた業態への転換が必要

かと思う。 
▲ 

8 人材が足りなくて不安。 □ 

9 仕入価格の上昇。 □ 

10 
更なる仕入れ原価高騰なら、暫くは価格据え置きせざるを得ないので、見通しは暗

い。 

□ 

11 今後は、アフターコロナを見据えた経営の改善が必要と感じている。 □ 

12 別事業を開始し、売上・利益が下がった分を補填できる見通し。 □ 

13 売上が安定してきている。 ○ 

14 ５類移行以後、今年いっぱいは昨年よりも上昇すると思う。 ○ 

15 今後の客数は不透明。客単価は上がるので利益を確保したいと考えている。 ◎ 

  

［見通しの概要］ 
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＜飲食店におけるヒアリング調査結果＞  
 

◇居酒屋（実績●、見通し▲） 

・５月に新型コロナが５類移行となったものの、客足は伸びていない。昨年と比較しても売上

が増加していない。お店のある商店街もコロナ前に比べ人通りが減っている。常連客は戻っ

てきているが、一見客が来ない。 

・物価高の影響もあり、個人の外食機会が減っている。 

・材料の仕入価格ももちろん上がっており、料理の値段を上げてはいるが、すべてではない。

あまり上げてしまうと来店客数に影響が出てきそう。 

・基本的には、家族経営なので、賃上げや、人材確保策にはあまり関係がない。 

・今後もっと外食需要が増えることを望む。 

 

 

◇洋食店（実績●、見通し●） 

・依然として外食をする人が増えてこない。昼の営業は、多少入るようになったが、夜の営業

については、来店客がほとんどない。新型コロナが収束して、これからという時に、食材の

仕入価格や電力価格が高騰し、さらに物価高騰により外食を控えるなど、飲食店にとって

は、厳しい状況が続いていると思う。お店の存続にまで影響が出ている。 

・仕入先や、サービス内容、人件費など見直しながらやっていく。 
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【不動産業】  
①実績  

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・仕入価格高騰により、物件の確保が困難。 

・在庫物件の販売不振。 

・消費者の購買意識の低下。 

◆「普通」と回答した事業者 

・空室の減少。 

・業績は回復傾向にあるものの、コロナ前には至らない。 

・予定通りの契約更新。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・物件販売が好調。 

 

 

＜不動産業における景気判断(実績)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

 
 景気判断(実績)の背景・要因（不動産業）  

景気 

判断 

1 需要が減少しているのに、仕入価格は高騰しており事業が成立しない。 ● 

2 
１～６月までの集客力の減少、が売上減少につながる。従来通りの集客方法は難しい

状況。 
● 

3 在庫の販売の不振、空き室が埋まらない。 ▲ 

4 景気に不安材料が多く、不動産購入をためらうお客様が多い。 ▲ 

5 
周辺エリア全体の集客力の低迷、モビリティに関する行動変容、競合の増加等によ

り、事業の基礎的条件が悪化している。 
▲ 

6 
業績は、コロナ禍における昨年の減収分は回復したもののコロナ禍以前の令和元年前の

業績までは復調できていない。 

□ 

7 主に、不動産賃貸のため今のところ前年度と変わらない。 □ 

8 経営、売上げ状況がほとんど変わらないから。 □ 

9 
コロナの影響が減り客足が例年並みに。営業人員が充足していたため、サービスの向

上ができた。 

□ 

10 家賃滞納や減額請求等が一切ない。 □ 

11 所有する貸店舗の契約が見込みどおりに更新されたから。 □ 

12 コロナ明けで部屋探し等が増えた。 □ 

13 空室がなくなり収入増。 □ 

14 物件販売が好調。 ○ 

15 新築一戸建ての仲介以外の中古物件の取り扱いで凌いだ感じ。 ○ 

  

［実績の概要］ 
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②見通し  

  

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・仕入見通しの悪化。 

・不動産価格の上昇による顧客の購買意欲の低下。 

◆「普通」と回答した事業者 

・物件仕入れが困難。 

・仕入価格上昇による利益の低下。 

・景気回復基調にあり、契約の解約減。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・エンドユーザーの高い購買意欲。 

 

 

＜不動産業における景気判断(見通し)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

 
 景気判断(見通し)の背景・要因（不動産業）  

景気 

判断 

1 人員削減しつつ、人に依存しない仕組みの売上構築を早急に変換し改善予定。 ● 

2 仕入の見通しの悪化。 ● 

3 不動産の高値安定が９月頃まで続き、しばらくは不動産取引は低迷すると思われる。 ▲ 

4 インボイス開始後の見通しが付きづらい。 ▲ 

5 空室予定となる物件があり、収入減となる見込み。 ▲ 

6 
顧客の購入意欲が以前のコロナの頃より鈍っている気がする。物件価格が高くなり、

様子を見ていると思われる。 
▲ 

7 数年後には契約更新の問題を抱えている。 □ 

8 物件仕入が難しい。価格が上がり、物件数も少ない。 □ 

9 仕入価格の上昇の影響で売上増が利益増と連動しにくい。 □ 

10 経営、売上げ状況がほとんど変わらないから。 □ 

11 景気も回復基調にあり契約の解約不安は少ない。 □ 

12 値上げのお願いをしている最中のため見通しは立たない。 □ 

13 コロナ、天災がなければ安定成長の見通し。 □ 

14 自分で勉強している客の動きが良くなってきている。 ○ 

15 
地価高騰及び業者の高買いによって相場が高止まりエンドユーザーの購買意欲も高

い。 
○ 

 

  

［見通しの概要］ 
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＜不動産業におけるヒアリング調査結果＞  
 

◇不動産販売・仲介業（実績◎、見通し▲） 

・４～６月期の売上は、物件の引き渡しが多くあり増加したものの、利益については、物件を高

値で仕入れたこともあり、計画を下回る結果となった。昨年から続く物件不足や価格高騰の影

響で、在庫不足解消が課題である。今後についても、販売価格高騰による住宅購入に慎重な姿

勢が出ているため、見通しは良くないと思う。 

・新型コロナの影響は見られない。 

・賃上げについては、ベースアップを実施。社員の物価上昇に対する負担を考慮した。 

 

 

◇不動産賃貸業（実績□、見通し▲） 

・新型コロナの影響で、低迷していた賃貸物件の問い合わせ等が、年明けからやや多くなってき

た。繁忙期の３～４月については、退去、入居の件数がコロナ前に戻った感じ。今後の見通し

については、コロナ明け活発になった物件探しが、落ち着いてくる見込み。 

・賃貸物件の家賃相場は上昇しているものの、近隣の同条件の物件との比較もあり、賃料につい

ては、上げづらい面もある。 

・賃上げについては、物価上昇に対し、従業員のモチベーション向上のため、定期昇給を実施。 
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【サービス業】  
①実績 

 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・資金繰りの悪化。 

・人員不足のため売上が伸びない。 

・物価高騰による来店客減少。 

◆「普通」と回答した事業者 

・人材不足による業績低迷。 

・５類移行により客足戻るも、コロナ前には届かない。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・全国旅行支援等による観光客の増加。 

 

 

＜サービス業における景気判断(実績)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

 
 景気判断(実績)の背景・要因（不動産業）  

景気 

判断 

1 資金繰りの悪化が続いており、それが売上に直結している。 ● 

2 物価上昇にともない客の財布がかたくなっている。 ● 

3 中小企業（特に小規模企業）の業績が伸びず、設備投資が厳しい。 ● 

4 仕入単価の上昇、電気・水道料金等の値上りで利益がへっている。 ▲ 

5 人員不足のため売上が増加しない。 ▲ 

6 美容技術者不足で目処立たず。 ▲ 

7 物価高騰で来店客減少。 ▲ 

8 入札現場が安泰ならば数字の変動はない。 □ 

9 人材不足による業績の低迷。 □ 

10 
人材派遣業を営んでおり、求職者獲得が困難な状況もあり、急激な伸長は難しいと判

断。 
□ 

11 
新コロナが５類となった事で来場者数が戻りつつある。売上も３年前には届かないが

戻りつつある。 
□ 

12 
不足していた人材も、確保することが出来た。仕事はあるので、人材の確保が大事な

時である。 
□ 

13 コロナ禍が明け、徐々に回復傾向にある。 □ 

14 新規事業所の開設により、上昇傾向と思われる。 ○ 

15 全国旅行支援による観光客の増加。 ○ 

 

  

［実績の概要］ 
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②見通し  
 

◆「悪い」「やや悪い」と回答した事業者 

・物価上昇により、消費が伸びない。 

・人件費、燃料費等高騰による影響。 

◆「普通」と回答した事業者 

・営業人員の不足。 

・人件費等上昇するも、直ちに販売価格に転嫁出来ない。 

・インボイス制度開始によるシステムの入れ替えに期待。 

◆「良い」「やや良い」と回答した事業者 

・コロナ５類移行に伴う観光客・イベント増加。 

 

 

 

＜サービス業における景気判断(見通し)の背景・要因の具体的内容＞ 

 

 
 景気判断(実績)の背景・要因（見通し）  

景気 

判断 

1 物価上昇にともない客の財布がかたくなっている。 ● 

2 人件費、燃料費、その他経費の増加。 ● 

3 すべてが値上げで悪い状況が続く。 ▲ 

4 
殆ど変わらない状況が続き、先が見えない状況が続いている。売上・利益・資金繰り

的にも大幅な改善傾向が見られず、今後も厳しい状況が続くとみられる。 
▲ 

5 
海外からの宿泊者が少しずつ増えてはいるが、物価高騰の影響もあるのか客足が伸び

ない。 
▲ 

6 営業社員の不足もあり、業績の拡大に見通しが立っていない。 □ 

7 年齢的な問題か人員が集まらない。きびしい。 □ 

8 すぐに価格改定も期待出来ず人件費の上昇等が利益マイナスの見込み。 □ 

9 
６月より貸会議室の利用料金を値上げしたため、増収見込みではあるものの、利用率

はコロナ前の水準には戻っていないため。 
□ 

10 回復傾向にはあるものの、依然予断を許さないため、引き続き状況を要注視。 □ 

11 
外注費の値上がりが利益率を下げる要因となっているが値上げをするまでもなく営業

が出来る状況にある。 
□ 

12 下半期まで予定が埋まっており好調。 □ 

13 
インボイスも始まるため、今まで動かなかった企業のシステム入替が少し見込めそ

う。 
□ 

14 
マンション建設及びリノベーションが増加による受注が見込まれるが、人件費、原材

料費の高騰の影響によっては見通しが悪くなる可能性あり。 
◯ 

15 コロナ５類移行に伴う観光客・イベント増加。 ◯ 
  

［見通しの概要］ 
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＜サービス業におけるヒアリング調査結果＞  
 

  
◇建物管理・衛生管理業（実績□、見通し□） 

・管理業務につき、契約が更新されれば売上に大きな変動はない。また、新規契約を獲得する

ために、営業活動を継続している。 

・新型コロナの影響は、現在のマイナスの影響が続いている。具体的には、社員の感染による

人員不足、取引先へ出入り制限など。 

・仕入価格高騰による影響は、現状あまり影響は出ていないが、今後更なる物価上昇が見込ま

れるので影響は出ると思う。取引先との契約の関係もあり、価格転嫁の要請は難しいと思う

が、粘り強く交渉していく。 

・賃上げについて、社員の士気向上、物価上昇に対応するため、ベースアップを実施。 

・人材確保については、中途採用、高年齢者の採用を行った。求人広告やハローワーク、企業

説明会等の対応は行っているが、計画通りの人員を確保できていない。 

 

 

◇自動車整備業（実績○、見通し□） 

・業況は、車両の点検修理の依頼が増加しており、売上は増加傾向にあるが、部品等の仕入れ

価格および電力価格の上昇により、利益率は低下している。今後の見通しについては物価高

の影響があると思うが、どの程度影響が出るかはわからない。 

・少子高齢化の中で、若者の車離れ、高齢者の免許の返戻など自動車業界には今以上に厳しく

なると思う。 

・新型コロナの影響はなし。 

・今年度の賃上げについては、定期昇給を前年より増額した。これは、社員のモチベーション

を上げるのと同時に、人手不足の中で退職者を出さないための対応として実施。 

・採用については、ハローワークなどを使って常時募集をかけているが、なかなか応募がない

状況。 
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（12）経営にマイナスの影響が大きいと考えられる経済動向等 
① 全体 

経営にマイナスの影響が大きいと考えられる経済動向等をみると、「原油・原材料価格の動向」

（48.7％）が最も多く、次いで「電力価格の動向」（35.4％）、「物価（インフレ・デフレ）の動向」

（31.4％）の順となっている。 

過去の調査結果と比べると、「電力価格の動向」が 2021年前期の調査から、毎回大きく増加してい

る。「物価（インフレ・デフレ）の動向」は、前回調査（2022 年後期）より、2.3 ポイント減少した

ものの、高い割合となっている。 

「新型コロナウイルス感染症」については、前回調査から大きく減少し、17.7％となっている。 
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気候変動

海外景気の下振れ

企業の生産拠点等の

海外シフト

米中関係の悪化

株価の動向

アジア諸国との関係

その他

無回答

2023年 前期(n=548)

2022年 後期(n=516)

2022年 前期(n=518)

2021年 後期(n=350)

2021年 前期(n=329)

（％）
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② 業種別 
業種別にみると、「建設業」「製造業」「卸売業」「飲食店」「サービス業」で「原油･原材料価格の動

向」が最も多くなっている（「飲食店」は「電力価格の動向」、「サービス業」は「人口減少・少子高齢

化」も同率で最も多い）。「小売業」は「個人消費の動向」が最も多くなっている。 

前回調査との大きく増加した項目は、「電力価格の動向」で「卸売業」「小売業」「飲食店」「不動産

業」の 4業種、「原油・原材料価格の動向」で「飲食店」がそれぞれ 10ポイント以上増加した。 

一方大きく減少した項目は、「新型コロナウイルス感染症」で、「製造業」以外の６業種、「物価（イ

ンフレ・デフレ）の動向」、「人口減少・少子高齢化」で「飲食店」がそれぞれ 10 ポイント以上減少

となった。 

 

 建設業 製造業 卸売業 小売業 
 ■2023 年前期(n=98) ■2023 年前期(n=89) ■2023 年前期(n=80) ■2023 年前期(n=70) 

 ■2022 年後期(n=95) ■2022 年後期(n=89) ■2022 年後期(n=74) ■2022 年後期(n=71) 

  

 

   
原油・原材料価格の動向 

電力価格の動向 

物価(ｲﾝﾌﾚ･ﾃﾞﾌﾚ)の動向 

個人消費の動向 

人口減少・少子高齢化 

新型コロナウイルス感染症 

為替相場の動向 

地政学リスク(ｳｸﾗｲﾅ情勢等) 

気候変動 

海外景気の下振れ 

企業の生産拠点等の海外シフト 

米中関係の悪化 

株価の動向 

アジア諸国との関係 

その他 

無回答 

 

 飲食店 不動産業 サービス業 
 ■2023 年前期(n=43) ■2023 年前期(n=66) ■2023 年前期(n=89) 

 ■2022 年後期(n=45) ■2022 年後期(n=57) ■2022 年後期(n=85) 

    
原油・原材料価格の動向 

電力価格の動向 

物価(ｲﾝﾌﾚ･ﾃﾞﾌﾚ)の動向 

個人消費の動向 

人口減少・少子高齢化 

新型コロナウイルス感染症 

為替相場の動向 

地政学リスク(ｳｸﾗｲﾅ情勢等) 

気候変動 

海外景気の下振れ 

企業の生産拠点等の海外シフト 

米中関係の悪化 

株価の動向 

アジア諸国との関係 

その他 

無回答 
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③ 規模別  
規模別にみると、すべての区分で「原油･原材料価格の動向」が最も多い割合となっている。 

前回調査から大きく増加した項目は、「電力価格の動向」で「５～10 人未満」、「個人消費の動向」

で「50人以上」の区分でそれぞれ 10ポイント以上増加した。 

一方大きく減少した項目は、「新型コロナウイルス感染症」で、すべての区分で 10ポイント以上減

少した。また、「物価（インフレ・デフレ）の動向」で「５～10人未満」の区分、「人口減少・少子高

齢化」「為替相場の動向」で「25～50人未満」の区分がそれぞれ 10ポイント以上減少した。 

 

 

 
 25～50 人未満 50 人以上 

 ■2023 年前期(n=70) ■2023 年前期(n=95) 

 ■2022 年後期(n=69) ■2022 年後期(n=94) 

   
原油・原材料価格の動向 

電力価格の動向 

物価(ｲﾝﾌﾚ･ﾃﾞﾌﾚ)の動向 

個人消費の動向 

人口減少・少子高齢化 

新型コロナウイルス感染症 

為替相場の動向 

地政学リスク(ｳｸﾗｲﾅ情勢等) 

気候変動 

海外景気の下振れ 

企業の生産拠点等の海外シフト 

米中関係の悪化 

株価の動向 

アジア諸国との関係 

その他 

無回答 

  

 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 
 ■2023 年前期(n=152) ■2023 年前期(n=109) ■2023 年前期(n=125) 

 ■2022 年後期(n=161) ■2022 年後期(n=94) ■2022 年後期(n=98) 

    
原油・原材料価格の動向 

電力価格の動向 

物価(ｲﾝﾌﾚ･ﾃﾞﾌﾚ)の動向 

個人消費の動向 

人口減少・少子高齢化 

新型コロナウイルス感染症 

為替相場の動向 

地政学リスク(ｳｸﾗｲﾅ情勢等) 

気候変動 

海外景気の下振れ 

企業の生産拠点等の海外シフト 

米中関係の悪化 

株価の動向 

アジア諸国との関係 

その他 

無回答 
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＜各項目の選定理由＞  

経営にマイナス面の影響が大きいと考えられる経済動向等について、項目ごとにその主な選定理由

を業種別に列挙した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．株価の動向

建設業 ・ 原材料の高騰。

卸売業 ・ 前任者が買った時高い値であったが、コロナ等で著しく値下がりした。

・ 輸入主体のため、原価UP。

不動産業 ・ 会社で保有する投資信託等に影響。

２. 為替相場の動向

建設業 ・ 原価上昇。

・ 特に木材は輸入材のため、円安基調で仕入価格が高騰している。

製造業 ・ 海外から原材料を調達しているため、仕入価格が変動する。

・ 円安進行による仕入れ価格の変動。

・ 一部海外から原材料を調達しているため仕入価格が変動する可能性がある。

・ 商社経由で海外から部材を調達することがあり、価格が変動する。

・ 急に注文が増えたり止まったりする。

・ 仕入原料のメインが輸入品だから。

・ 海外製品を輸入しているため、仕入価格が変動する。

・ 円安による輸入時の金額高騰。

・ 仕入先である材料メーカーの原材料が高騰し、その影響を受ける。

・ 商品仕入れの80％は輸入しているため。

卸売業 ・ 円安による輸入商品が上がっているが販売価格に転嫁することが厳しい。

・ 海外から原料を調達しているため、仕入れ価格が変動する。

・ 主に水産物を扱っているが輸入品が多いため仕入価格が上昇気味。

・ 食品の輸入の依存が高いため。

・ 海外（主に中国）からの輸入品のウエイトが大きいため。

・ 円安のため、海外工場での設備投資が伸びない。

・ 輸入材を扱うため、仕入れ価格に反映される。

・ 販売単価の上昇。

・ 輸入商品を扱っているので円安の影響大。

・ 海外生産で仕入れがドル建てなので極端な円安が続くと厳しい。

・ 仕入メーカーが海外のため。

・ 輸入原材料の上昇がコストアップにつながる。

・ 輸入品のコスト（UP・DOWN）、国内工場の原料コスト。

・ 中国からのドル建ての輸入が多いため。

・ 中国からの輸入製品が多い。

・ 輸入品が多いため、為替の影響は大きい。
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２. 為替相場の動向（続き）

小売業 ・ 商品の価格に直接反映するから。

・ 販売商店が100％輸入のため、円安になると仕入れが値上がる。

・ 小売価格を決めるファクターの一つ。

・ 輸入材料も多いため、仕入れ価格が大きく変動、上昇する。

・ 仕入を円建でしているため円安は困る。

・ 輸入製が８割。

・ 原油は輸入品であり、円安は売上原価増加につながる。

飲食店 ・ 輸入食材の高騰。

不動産業 ・ 物価が上昇しているため、仕入価格が変動する。

サービス業 ・ 円安による諸物価の高騰。

・ スマホパーツを中国から仕入れているため。

・ 節約を考える人はクリーニングに出さないので。

３. 物価(         )の動向

建設業 ・ 客の購買意欲の減少。

・ 仕入が上がり商品価格が上昇。

・ インフレなのに景気が良いとは決して言えない状況での原材料上昇。

・ 木材高騰、半導体の不足のため仕入れ価格変動と納期が希望に添えない。

・ 資材建材等、原材料仕入れ価格が変動する。建売住宅などエンドユーザーの

不動産購買意欲が低下する。

・ 物価が落ちつかないと仕事の発注が少ない。

・ 物価高による経費の増加。

・ 利益に影響。

・ 工事の需給減。

・ 消費者の実質賃金低下による悪影響。

・ 物価上昇により、工事原価が高止まりしている。

・ 物価高に伴う買い替え。

・ 原材料の価格は上がっていくが、価格転嫁が容易にできないため。

製造業 ・ 原材料費のアップが直接ひびいている

・ 部品不足による客先への納期が読めない。また、完成品が遅れるため、資金

繰り負担が発生。

・ 物価の高騰で仕入価格も高騰している。

・ 物価上昇に伴い購買意欲の低下。

・ インフレにより消費行動の変化。

・ 業者によっては海外から材料を仕入れているため、価格変動している。

・ 原材料の高騰で、製品単価も値上がりし、仕入単価は上がるが、販売価格が

上がらない現象で大変仕事的に厳しい状況である。
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３. 物価(         )の動向（続き）

製造業 ・ 物価の高騰で経費の増加。

・ 建設需要の減少。

・ ガソリン価格、材料価格他全てのインフレ要因がコストUPとなる。

・ 材料費や販売価格に影響するため。

・ 従業員の給与負担増。

卸売業 ・ 工場が購入する材料・工具・油等の仕入価格が上昇したため、仕入価格が上

昇した。

・ 部品や人件費高騰により購買意識が低くなっている。

・ 仕入価格が変動する。

・ 物の値段が上がると購買意欲がさがる。

・ インフレで消費が鈍れば売上が落ちるから。

・ 販売価格に直結するため。

・ 建設需要の減少。

・ 得意先と年間の単価契約を結ぶため、物価が上がってしまうと年度の後半

は、ものすごく薄利又は、赤字での販売になる事がある。

・ 物価上昇により消費者の購買意欲が減退するため。

・ 賃金上昇以上の物価上昇による消費者離れ。

小売業 ・ 物価の動向によって顧客の消費に変化があらわれる。

・ 値上げが多い。

・ 物価の動向での個人消費が大きく左右されるので。

・ 食の上昇で衣料品の購入をひかえる。

・ 患者数減少。

・ 部材の価格が上がったまま下がらない。

・ 物価高騰による買い控え。

・ コロナの影響で３年のブランクのため、繊維工場が人手不足に。

・ 仕入価格の上昇。

・ 小売価格を決めるファクターの一つ。

・ 物価高いので商品数が少ない。

・ ストインフレによる仕入価格の上昇のため、定番食品の売上低下。

・ 物価高は価格転嫁が必要になったり、売上総利益の減少につながる。

・ 品物単価が上り数量が減る。

飲食店 ・ 毎月何かしら値上げがあるが、その度に販売価格を変えるわけにはいかない

ので、原価率がどんどん上がってきてしまっている。

・ 物価上昇。

・ 外国産の牛肉価格が上昇している。

・ 仕入れ価格の高騰、品切れ。

・ 仕入と経費の上昇。
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３. 物価(         )の動向（続き）

飲食店 ・ 外食が減る要因。

・ 物価の高騰により外食を控えてしまったから。

不動産業 ・ 建材や人件費が高騰している。

・ 修繕費の増加。

・ 住宅ローンの申込額に慎重な人が多い。

・ 諸物価が上がった割には給与は増えていない。

・ 工事等の原材料が高騰すると、仕入れ価格が変動する。

・ 価格上昇につき購入出来ない顧客増。

・ 物価高になり土地も建物も手の届かない高額化になっている。

・ 借主がインフレの影響を受け経営に行き詰まり、賃貸借契約を見直すかもし

れないから。

・ 銀行融資を受けており、金利上昇により返済額が変動するため。

・ 物価高だが、所得上昇につながらない。

・ 顧客の購入意欲に直結しています。

・ 物価動向の見極めが難しい。

・  土地の仕入価格が上がっているため。

・ 物価上昇による売上停滞。

・ 店舗の売上に影響。

・ 物価の高騰による原価上昇。

・ 仕入価格の上昇が利益に影響。

サービス業 ・ 給料が上がらず物価が高騰している。

・ 仕入原価の上昇。

・ 売上原価に直結する。

・ 物価上昇しても人件費が上がっていない。

・ 資材費（段ボール他）の高騰。

・ 物価および水道・光熱費の上昇による必要経費の増加。

・ あまり大きく変化すると販売に影響が出る。

・ 物価高騰で来店客減少。

・ 物価高の影響で個人消費抑制が続くのではと危惧している。

・ クリーニングは必要不可欠なサービスではないが調整がされやすい。

・ 物価高騰により、教育費の削減が懸念される。

建設業 ・ 客の購買意欲の減少。

・ 新築工事の予定がリフォーム工事になり、リフォーム工事の物件が一部分の

改修等に変更になった。

・ 建売住宅など不動産購買意欲が低下する事により、仕入れ量に影響する。

・ 利益に影響。

・ マンション等の買い控えリスク。
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４. 個人消費の動向

建設業 ・ 弊社は100%個人消費で成り立っているため。

・ 個人の消費が落ち込むと鉄道を利用した移動（不要不急の旅行需要など）の

減少傾向が見込まれ顧客の収益とキャッシュフローに影響がでる。

・ マーケット規模の縮小につながる。

・ 土地所有者の戸建て住宅建築への動機付け。

製造業 ・ 最終的にモノづくりが減少する恐れがあるため。

・ 自社製品が一般向けの製品のため。

・ 個人消費の方向性が変化してきている。

・ 製品が個人購入中心のため、消費者動向に左右される面が大きい。

・ 賃上げと税・社会保障負担のバランス。

・ 末端消費が冷え込むと我々原料メーカーの売上も減る。

・ 趣向品のため、ニーズに合う商品を供給出来るか不透明な部分がある。

・ 投資意欲減。

・ 価格に載せられない。

・ 個人消費が悪いから受注がこない。

・ 個人消費が落ち込むと売行きに影響する。

・ 冷蔵庫等の購入（売上）が減少傾向、生産調整あり。

卸売業 ・ 飲食店の開店が激減し、飲食業界に関わる取引先の売上が見込めない。

・ 生活必需品や消耗品ではないため買い控えが起こる。

・ 販売数が減少する。

・ 得意先は飲食店等、末端に販売している。個人消費と連動するため。

・ 個人消費が拡大しなければ、販売数量が伸びない。

・ 値上げによる個人消費の冷えこみ。

・ 個人消費の財布が固い。

・ 得意先の売上減少による受注減少。

・ パーソナルユース（個人使用）商品を多く扱うため。

・ 個人消費の動向により、卸売先の小売業の発注数に影響があるため。

・ 個人消費が良くないと野菜等の食料品が売れない。

・ 生活費がアップすると買い控えが増えるため。

・ 主に墓石の販売だが、高価なため、買い控えの影響が出る。

・ 不景気になると支出を抑えるため。

・ 価格を下げた商品に移行している。

・ 低価格志向が業績に影響する要因として大きい。

・ 外食需要に影響する。

・ 売上の7割が卸先の小売店に依存しているため、小売店の売上に左右される。

・ 個人消費に依存する業種のため、消費動向で顧客の売り上げが左右される。

・ コロナ後のお金の流れが変わった。
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４. 個人消費の動向（続き）

小売業 ・ 物価の動向によって顧客の消費に変化があらわれる。

・ 景気が悪いと買う気にならない。

・ 外食産業に携わるので、個人の消費動向は常に注視。

・ 衣食住以外のものにお金をあまりかけなくなったと思うため。

・ 小売業であるため、又世の中の雰囲気に左右されるため。

・ インフレと電気ガス上昇で消費をひかえる。

・ 買い控え。

・ コロナ終息で外出する人が増えるため。

・ 安価な物に流れる。

・ 大手スーパーに客の足がむいている。

・ 不景気による顧客の来店頻度の低下。

・ 集会合がコロナで減少し消費のマインドが消えてしまった。

・ 個人の客が多いため、影響が大きい。

・ 個人向消費材の販売のため。

・ BtoCの仕事が多いため。

・ 景況観に影響される事が大きく、またアフターコロナ後による生活変化等消

費者の動向によりマイナス影響がでる。

・ 自動車利用の動向。

・ 自販機売価値上げに伴う消費動向。

・ 食品スーパーで購入するボリュームが影響。

・ 個人消費が下がると車両購入意欲も下がるため。

・ 家庭内で車にかける費用の減少。

飲食店 ・ 外食の機会が少なくなっている。

・ 飲食業は個人消費で一番先に削られる。

・ 物価高、インフレ等、不安の多い世の中で委縮している感。

・ レジャー費用とのバランス。

・ 個人消費は昔から一番影響を受ける。

・ 個人の消費が減り売上が減少。

・ コロナ禍による個人の生活様式が変わった。

・ 集客に影響がある。

・ ファミリー向けの業態のため外食にお金を回す余裕が必要。

・ 今の若い人は表に出て食事が少ない。

・ 物価の高騰により外食を控えてしまったから。

・ 葬儀の料理にお金を使わなくなっている。

不動産業 ・ インフレにつき、購買行動が自粛している。

・ 飲食店のテナント様への影響懸念。

・ 消費がなければ経済活動も終る。
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４. 個人消費の動向（続き）

不動産業 ・ 賃金のアップの伸びが弱いため。

・ オフィス（事務所）の統廃合によるテナントの減少。

・ 不動産価格上昇により、消費を控えている。

・ レジャーに向かっているため、不動産後回し。

・ 生活品目の高騰による購買意欲の低下。

・ 物価高により収入に余裕がなく家を持つ夢より不安が大きい傾向。

・ 顧客数に直結するため。

・ 個人、法人の新規動向が鈍化している。

・ 物価上昇による売上停滞。

・ 財布のヒモがきつくなれば新たな部屋探しとならない。

・ 不動産購入意欲、より高い賃貸物件の需要の悪化懸念。

・ BtoCのため、個人消費が大きく影響する。

・ 不動産の購入意欲への影響。

・ 悪化すると人の動きが少なくなり駐車台数が減。

・ 将来不安が払拭できないと購入層が増えない。

・ 家賃負担増。

サービス業 ・ 行政の変化、成人の減少。

・ １ヶ月に必要な費用の上昇。

・ 物価高騰による消費減速。

・ 個人消費の増減によって仕事量も変動する。

・ 飲食店に左右される。

・ 物流商品（書籍・雑誌）の購買状況の変化。

・ 物価上昇に伴い、建設費も上昇している。案件が動き出すには、資金の確保

がしっかりしている所でないと動き出さない。

・ 不動産の顧客は中国に見込んでいるため。

・ 遊興費への支出が過多になると影響が出るかもしれない。

・ 不要不急のサービス業であり個人消費の動向に敏感である。

・ 電力消費が増えれば他業種の参入も増える。

・ 物価高の影響で個人消費抑制が続くのではと危惧している。

・ 物価ばかり上昇し、個人消費が伸びないと経済が回らず、賃金も上昇傾向に

成らない。

５. 原油・原材料価格の動向

建設業 ・ 石油製品、鉄の値上り30%。

・ 客の購買意欲の減少。

・ 取引企業の減益のため、価格を値上げ出来ない。

・ 客先の設備投資が減少。
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５. 原油・原材料価格の動向（続き）

建設業 ・ 原材料費の価格高騰。

・ 木材高騰、半導体の不足のため仕入れ価格変動と納期が希望に添えない。

・ 原材料価格の上昇を売上に転嫁できない。

・ 建築資材等の価格変動。

・ 建材の仕入価格の変動の影響。

・ 燃料を多く使用するため、経費の増大。資材・建材等、仕入価格が変動す

る。

・ 物価が落ちつかないと利益が読めない。

・ 建設機械用の重油、ガソリンの高騰。

・ 材料やガソリン代が高騰しているにもかかわらず、元請からその費用がなか

なかもらえない。上がっても僅か。

・ 燃料を多く使うので原価が高くなる。

・ 車輛の軽油高いため。

・ 前月に見積もった材料が今月には、値上がりしているなど、直接仕入れにか

かわる。

・ 燃料費が上昇し続けている。

・ 利益に影響。

・ 石油関連資材の高騰。

・ 原材料価格の上昇が、時間差で工業製品価格の上昇につながり、長期間工事

原価の上昇が続く。

・ 原油・原材料価格の動向による材料の値段が上がる傾向にある。

・ 工事の妨げになる。

・ 原油価格はほとんどの原材料価格に影響するため。

・ 全ての原価、固定費に影響している。

・ 建築材料が入ってこない。

・ 原材料価格が上がり続けているため。

・ 原材料価格が上がると粗利が悪くなるため。

・ 材料の高騰が続き、人件費に大きく関わってきている。

・ 原油・原材料価格上昇に伴う物価高のため。

・ 資機材の高騰。

・ 原価値上りによる利益率低下。

・ ガソリンの値上で苦しくなる。

・ 材料価格が上がると、建築売上に影響する。

製造業 ・ プラスチック成型品の価格。

・ 油高騰のため（機械油）。

・ 石油製品からの材料の多いため、原材料費のアップが直接ひびいている。

・ 国内外から部材の調達及び加工依頼を行うため。
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５. 原油・原材料価格の動向（続き）

製造業 ・ 運賃上昇（コストUP）。

・ 仕入れ価格の高騰につながっている。

・ 原材料費をはじめ製造にかかわる副資材費などの価格が高騰すると、その上

昇したコストにより利益が減少する恐れがある。

・ 原料が石油由来のため(プラスチック)。

・ 材料の高騰による設備投資の先送り（国内）。

・ 原材料費の高騰により料金の価格転嫁をしているが、転嫁前よりも受注が少

なくなった。

・ 原材料価格の動向が、営業利益に反映されるため。

・ 原料がプラスチックペレットのため、影響を受けやすい。

・ 材料費高騰したらマイナス。全ての顧客が単価上げをしてくれるわけではな

い。

・ 受注量にも影響している。

・ 原油高騰により全ての材料が10％～20％位値上げのため、仕入価格が安定し

ない。

・ 仕入れ価格高騰分を製品転嫁ができてない。

・ 原材料費が高騰するため、利益率が下がる

・ 電力の費用の増加。

・ 原材料(樹脂材料)が原油価格高騰のため、仕入価格が高騰している。価格転

嫁が難しい商品もある。

・ 仕入が相場と連動している。

・ メーカーのため材料価格が高騰している。

・ 小麦粉・卵・乳製品等原材料が継続的に値上りしている。

・ 原材料価格の上昇分をすべて販売価格に転嫁することは困難。

・ 配達等に使用する燃料の高騰。

・ 原材料の価格上昇と価格への転嫁が追いつかない。

製造業 ・ 輸入時のサーチャージ等の上乗せ。

・ 仕入価格の上昇が直接経営に影響を与える。

・ 仕入れ価格が上昇し、売上高への価格転嫁遅れ気味。

・ 製造に幅広く使用する原材料・包装材料の上昇は製造コスト増につながる。

・ 輸入の際の海上運賃、国内の運送費に影響するため。

卸売業 ・ 輸入費用が上がる。

・ 運送問題等により運搬価格の変動。

・ 得意先の売上減少による受注減少。

・ 原材料価格の高騰のため、仕入価格が上昇している。

・ 原材料価格の上昇は仕入れ価格に直結するから。

・ 販売部品のコストアップ、他社に切替えられる可能性あり。
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５. 原油・原材料価格の動向（続き）

卸売業 ・ 販売価格に直結するため。

・ 輸入原材料の上昇がコストアップにつながる。

・ 原材料価格の上昇。

・ 仕入単価への価格転嫁。

・ 輸送費や運賃等の経費に影響するため。

・ 一般管理費の圧迫。

・ 燃料を卸販売しているため原油価格により仕入価格と販売価格が連動する。

・ 仕入、販売価格が高くなり、売れ行きが悪くなる。

・ 原料炭・鉄鋼石の値上りで、鋼材の単価が上がる。

・ 仕入値上げ。

・ 商品仕入れに関わってくる。

・ 客先の利益が減り、設備投資意欲に欠ける。

小売業 ・ 商品の原材料が石油なので幾度と仕入価格高騰している。

・ 中間卸なので、原材料の増加は原価に影響を与えるため。

・ 相対的（インフレ）利益減少。

・ 商品の価格に直接反映するから。

・ 円安等により原油価格の値上がり。

・ 小売価格を決めるファクターの一つ。

・ 消耗品資材価格の増加。

・ 電気、油を沢山使うので。

・ 配送コスト。

・ 原油価格の高騰により仕入れ価格上昇　価格に影響を与える。

・ ガソリンスタンドが主業。

・ 工場の製造にLNGを使用。

・ 若者の減少と車ばなれのため。

・ 売上原価の増加につながり、利益率の減少を招くことになる。

飲食店 ・ 価格に転嫁出来ない。

・ 原材料価格（仕入価格の上昇がとまらないため）。

・ 物価の上昇提供商品単価が上がる。

・ 経費の増加が続く傾向。

・ 輸入品が多く、原価の上昇が著しい。

・ 仕入価格に反映される。

・ 物流コストの上昇。

・ 販売価格に転嫁できない。

・ とにかく全てものがドサクサで上っている。

・ 電力以外も全て様相し、まもなく倒産しそうだ。

・ 原価の上昇。
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５. 原油・原材料価格の動向（続き）

不動産業 ・ 建築資材の高騰はまだ続くと思います。

・ 諸物価高騰により、不動産購入を諦める人が多い。

・ 建築資材、土地価格の高騰。

・ マンションを新築する際の建築費が増加するため。

・ 建築費のコストアップによる実需が伸び悩み。

・ 電器・光熱費の高騰。

サービス業 ・ 作業車両が多いため。

・ 原材料を海外から調達しており、仕入価格が変動する。

・ 契約金への価格転嫁が発生。

・ 石油、灯油の値上がり。

・ 光熱費の上昇。

・ 取引先大手クライアントの業務に影響大。弊社売上原価にも影響あり。

・ ガソリンを使用するため。

・ やはり仕入の値段が上がると利益が減る。

・ 消耗品の仕入れ原価が高騰する中、売上げに転嫁できない。

・ 車輛を使うため。

・ 通所サービスで送迎にかかる燃料費の高騰。

・ 燃料費・包装資材の経費率が高い。

・ 原油高騰による経費増大。

・ 重機・トラックでガソリンを使用するため。

６. 電力価格の動向

建設業 ・ 取引企業の減益のため、価格を値上げ出来ない。

・ 客先の設備投資が減少。

・ 電力の値上げ幅。

・ 工場での部材の加工に係るものも価格に影響するため。

・ 電力を多く使用・利用するため。

・ 材料価格の高騰。

・ 全ての原価、固定費に影響している。

・ ６月より約60%値上りするため。

・ 工場稼働の電気代。

・ 消費マインドが下がる。

・ 建築現場は電気を利用する事が多いのでいろんな意味で影響する。

製造業 ・ 製造原価が上がる要因になる。

・ 設備投資意欲減る恐れがある。

・ 運賃上昇（コストUP）。

・ 電気代が去年の倍になっているため。
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６. 電力価格の動向（続き）

製造業 ・ 工場内の機械全て電動で電力を多く使う。

・ 原価上昇による減収。

・ 製造業は電力ありき。

・ 企業コスト増大。

・ アルミサッシは、非常に電力が必要である。

・ 電力高騰分を製品転嫁ができてない。

・ 電気料金が上がると、色々な物も値上がりする。

・ 工作機械の台数が多く、使用電力料金の値上げ。

・ 工場の動力が電気のため、電気代の上昇は切実である。

・ 想定を超える水準が今後も継続する見込。

・ 電力は価格転嫁するも計算手法を持ってない。

・ 電力が高いので利益が少ない。

・ 電気料が１年で30％上がっており、経営に直結する。

・ 高圧電力を多く使用するため影響大。

・ 電力は節電に気をつけ電力量は下がっていますが、電気料金は上がっていて

費用がかかっています（増加）。

・ 工場で使用する光熱費は費用をおさえることが難しいため。

・ 社内動力がほぼ電力のため、電力量値上がりの影響を受けた。

・ 工場は水道高熱費だけで昨年比10百万円以上負担増。

卸売業 ・ 製品納入工場が電力を多く使用するため。

・ 販売部品のコストアップ、他社に切替えられる可能性あり。

・ 電力高騰で使用を控えるため、需要減。

・ 得意先が、電気料金の支払いの確保のために当社の分野での商品等の購入を

控える傾向にある。

・ 電力料金値上げによる経費の増大。

・ 超低温冷凍庫を保有しているため、電力を多く使用する。

・ 電気使用料が多大な事業のため影響は大きい。

・ リサイクル工場、生コン工場、採石工場と電力を多く使用する。

・ 仕入価格に影響。

・ 外注先の加工費が、この１年間で２度値上がりした。

・ 客先の利益が減り、設備投資意欲に欠ける。

小売業 ・ 電力の値上げも物価全体の底上げになってしまうので注視。

・ 会社の財務が悪くなる。

・ 光熱費の高騰により経費の削減に限界がある。

・ 器材が電気を使う物が多いため。

・ 電気料金の価格上昇は利益に直結　節電効果もあり使用量は前年を下回るが

価格は上昇。
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６. 電力価格の動向（続き）

小売業 ・ 工場の製造で電力は重要。

・ 使用割合が多く、コストにしめる割合が大きい。

飲食店 ・ 電気、ガス料金の値上げが尋常ではなく固定費が上昇。

・ 数年前よりも極端に上昇し、コストをアップさせている。

・ 電力値上げで、経費が上がる。

・ 販売価格に転嫁できない。

・ 電気料金、ガス、水道等はかなり使うため、値上げは厳しい。

・ 節電をしている。

・ 全ての費用に上昇転嫁され売上回復も焼け石に水の状況。

不動産業 ・ 電気料金の値上げにより負担が心配。

・ 電気料金の値上げ。

・ 固定費の増加。

・ 会社全体への影響。

・ 電力価格高騰による電気料の増加。

・ 電力価格上昇による利益低減。

・ 電気代等光熱費の上昇による利益低減。

・ マンションの電気代高騰。

・ 経済動向にマイナス。

・ 実質賃金の上昇が必要である。

・ 電器・光熱費の高騰。

サービス業 ・ 電気料金の値上げ。

・ 施設運営を受注している施設の電気料金の増加。

・ 仕入原価の上昇。

・ 物価上昇に伴い、建設費も上昇している。電気代もしかりで、工場の電気代

がばかにならないため、案件の動き出しに影響する。

・ 価格の値上げに天井が見えない。

・ 動力等を使用する。

・ 工場・店舗共に電力がだいぶ上がるため。

・ 電力の価格が上がり続けると手数料に影響する

・ 直接消費はもちろん、間接的にも仕入れに影響する。

・ 電力の高騰で負担が大きい。宿泊業のため、節電も難しい。

・ エアコン等電力を多く使用するため。

・ 電力料金高騰により、利益が圧縮される。

・ 電力高騰による経費増大。

・ 工場・事務所で電気を使用するため。
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７. 企業の生産拠点等の海外シフト

建設業 ・ 国内設備投資が進まない。

製造業 ・ 人件費や外注費（コストUP）。

・ 海外へ移行。

・ 大手メーカ等の生産拠点が海外の場合、部品等が長納期になっており、納品

の見通しの立たないものが多々ある。

・ 受注量減少。

・ 主品目がコスト安い中国等に流れている。

卸売業 ・ 仕入れ価格の上昇。

・ 客先のほとんどが工場のため、客が減少するため。

不動産業 ・ 国内生産が少ないためによる日本人の労働環境が良くない。

サービス業 ・ 製造派遣を多くやっているため。

８. 海外景気の下振れ

建設業 ・ 国内景気に大きく影響する。

製造業 ・ 海外の顧客向けの販売比率が高いため。

・ 消費者の購買威力の低下。

・ 景気の悪化が懸念されるため。

・ 中国向け輸出の減少。

・ お得意先が輸出メインのため。

・ 輸出企業向け製品が多いため。

卸売業 ・ 中国の工場を見ていても世界中からの発注が減り雇用も難しくなっている

が、商品代を下げる訳には行かず負の連鎖が起こっているように感じる。

・ 海外景気が良くないため、弊社が取扱っている工作機械の需要が伸びない。

・ 北米・中国・欧州の景気で日本が左右される。

・ 客先の利益が減り、設備投資意欲に欠ける。

不動産業 ・ 日本経済は海外とつながっているため。

９. アジア諸国との関係 

卸売業 ・ 特に中国の景気が悪くなっているので心配である。

10. 米中関係の悪化   

建設業 ・ 半導体をはじめ海外からの輸入にたよる品は、輸送に影響が出ると物流や物

価に影響するため。

製造業 ・ 中国向け製品の比率が高いため。

・ 景気の悪化が懸念されるため。

・ 2つの大国の関係は国だけの話ではなくサプライヤーチェーンの不安定化。

・ 半導体関連企業への影響。

・ 中国からの輸入商材が停滞した。
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10. 米中関係の悪化（続き）

卸売業 ・ 渡航制限による販売力低下を招いている。

小売業 ・ 輸出入があるので気になる。

11. 地政学リスク(ウクライナ情勢等)  

建設業 ・ 半導体不足による品物不足。

・ ロシアとウクライナの戦争が長引いているので物流が滞って材料費が高騰す

るため。

・ 半導体をはじめ海外からの輸入にたよる品は、輸送に影響が出ると物流や物

価に影響するため。

・ 輸入材料の価格が上がり続けているため。

・ 商品の遅延。

製造業 ・ 国際情勢の不安感から消費意欲が減少する恐れがある。

・ 輸入品が滞ることがいろいろ影響する。

・ 品薄に繋がる。

・ 製品販売先の70％が海外のため。

卸売業 ・ ロジスティクスの不安。

・ 水産物が入荷しなくなる。

・ 間接的なコスト増。

小売業 ・ 原油の仕入れ等の世界情勢の変化。

・ 輸入品の適正価格。

飲食店 ・ 仕込に影響。

・ 原価の上昇。

不動産業 ・ 物価の高騰による原価上昇。

サービス業 ・ 人材ビジネスにとって不利な法改正。

12. 新型コロナウイルス感染症

建設業 ・ ３年間、工事金額の減少50%以下に落ちる。

・ 点検数の減に影響している。

・ 状況により仕事を断ることがある。又は断られる。

・ 従業員等の欠員。

・ 第２類相当だと鉄道を利用した移動（不要不急の旅行需要など）が減少し顧

客の収益とキャッシュフローに影響がでる。

・ 感染症対策に伴う費用支出増。

・ 工事のキャンセルや遅延。

製造業 ・ コロナで経済ストップの延長がまだ続行していると思われる。

・ 感染症拡大に伴う人流の減少。

・ 飲食店の仕事が戻らない。
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８．海外景気の下振れ（続き）

小売業
・ 海外取引があるため、海外の景気が悪くなると受注が減り、弊社の利益に直

結する。

・ 仕入に影響する。

不動産業 ・ 海外の景気の下振れが日本にも波及する。

・ 日本経済の体質的弱点。

９．アジア諸国との関係

卸売業 ・ アジア向け輸出製品に採用されているため。

小売業 ・ 中国からの輸出が不安定。

・ 海外製器のため、入荷のタイミング。

・ 洋ランの苗は１００％台湾から輸入しているため、中国台湾問題を含め国際

情勢の安定が望ましい。

不動産業 ・ 中国客の激減。

10．米中の貿易摩擦

建設業
・ 米中の良好な関係が安定経済につながる。インド・パキスタン・インドネシ

ア成長期待される。

製造業 ・ 中国向け商品の輸出減少。

・ 半導体不足による部材の長納期化。

・ 材料が入らなくなる恐れがある。

不動産業 ・ 輸入物資の不足、遅延。

サービス業 ・ 半導体の影響など。

11．地政学リスク（ウクライナ情勢等）

建設業 ・ ロシアとウクライナの戦争が長引くことにより、ロシア領空飛行禁止など物

流が滞ることが影響する材料不足。

・ 原材料が入りにくくなると、材料費値上げが考えられるため。

・ 原油や穀物などの様々な資源の高騰。

・ 資材調達への影響。

製造業 ・ 材料入手が困難になる恐れがあるため。

・ 機器部品調達の遅れ。

・ 中国からの輸入部材の入手が難しくなる。

・ ロシア向けの出荷が全くなくなった。

・ 地政学リスクの拡散。

12. 新型コロナウイルス感染症（続き）

製造業 ・ 部品・材料の入りが悪い。

・ 営業活動不足。

・ 入荷量に影響。

・ 国内・海外の製造拠点のロックダウン等。

卸売業 ・ 生産や物流に影響が出る。

・ コロナになると末端個人消費が落ち込む。

・ 営業活動に自粛。

・ コロナ感染防止の規制。

・ 観光地がメインの取引先なのでコロナによる行動制限が売上減に直結する。

・ 大会、イベント等中止。

・ コロナ自粛が再度行われると売上が下がる。

・ 対面商談の減少。

・ 人流の抑制の有無による外食産業需要の増減。

・ 飲食店の需要減少。

・ 売上の７割が卸先の小売店に依存しているため、小売店の売上に左右され

る。

・ ロックダウンによる生産遅延。

小売業 ・ 赤ちゃんにうつらないか心配で買物に来ない。

・ まだ感染が落ちついていないと思うため。

・ 仕入価増大。

・ コロナの影響で３年のブランクのため、繊維工場が人手不足に。

・ 仕入商品が入庫不足。

・ 外出に影響するため。

・ 設備投資の動向による。

・ イベントがなくなった。

・ 接客においてマイナスなため。

飲食店 ・ コロナウィルスの終わりが見えない。

・ 飲み会がない。

・ コロナ禍により委縮した行動がまだ続いている。

・ 新たなウイルスによる過剰な反応。

・ 飲食店利用機会の減少。

・ 客が依然の様に戻りきらない。

・ 再度新型コロナウイルス蔓延に伴う行動制限は売上減少につながる。

・ 未だ座席の回転率が下降。

・ 外食しない。

・ コロナを理由に葬儀をしない。

・ 人の流れが変わってしまった。
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12. 新型コロナウイルス感染症（続き）

不動産業 ・ 家賃の交渉。

・ 全国旅行支援による影響によるマイナス不動産後回し。

・ 感染症の流行期は明確に顧客数が減るため。

・ コロナの増減により世の中がまだ安定していない。

・ 会議の催し自体が減る。

・ コロナが多くなると人の動きが少なくなる→売上悪化。

・ 新規入居者の減。

・ テナントの減。

サービス業 ・ 売上が来場者数に依存するため。

・ 小さなお子様の保護者は気にされている方が多いため。

・ コロナウイルス感染症の拡大により、イベントなどが減少するため。

・ 美容技術者の減少。

・ まだまだコロナが多い。

・ 来店数の減少。

・ コロナ拡大の可能性が無いともいえないため。

・ コロナ禍で売上を伸ばしておりコロナ明けで売上が減少。

・  高齢化のため、契約が減少する。

・ 不要不急のサービス業であり人の動きに大きく左右される。

・ 経済が回らず、特に埼玉県の自動車関連の動きが鈍く、賃金上昇や人材確保

に苦難して居るので。

・ コロナにより得意先の出入り禁止、又、社員の欠勤。

13. 人口減少・少子高齢化

建設業 ・ 若手従業員を募集しても集まらない。

・ 労働者不足。

・ 高齢化により労働力不足する。

・ 人力仕事なので若者不足は厳しくなる。

・ 人口減少に伴い、建設業の技術者が減少し、人材不足による工期の遅れ。

・ 技術職人の減少。

・ 人材の高齢化　若手の不足で受注に影響するため。

・ 若手労働者の求人難。

・ 長期的に、社員数や協力会社作業員数の減少に影響している。

・ 常態化している人員不足の一因。

・ 資源としての人材確保に影響している。

・ 新卒、若手の採用が困難になっているため。

・ 人口減少（少子化）が非常に大きな要因になる。

・ 国内の部門は、国内の人口が減ることに対応できない。
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13. 人口減少・少子高齢化（続き）

製造業 ・ 国内消費が減少。

・ 個人消費が悪いから受注がこない。

・ 人材確保と技術継承は課題。

卸売業 ・ 出生数に比例して受注数が減少する。

・ 人員の確保が難しい。

・ 人口減少は、販売数量の減少につながる。

・ 学校給食の売上が大事だから。

・ 将来的に経済が縮小するため。

・ 消費行動減少。

・ 仕事で国家資格が必要とされるが、優秀な人材の採用が難しくなるため。

・ 人口減少＝食べる人の減少＝マーケット縮小。

・ 働き手を確保するための広告、人件費の高騰。

・ 人口が多くならないと住宅も増えない困る。

小売業 ・ 出産祝に贈る商品なので少子化は売数減になる。

・ 自然減が増大。

・ ターゲット市場の縮小。

・ 人口減少・少子高齢化は飲食総量の減少になるため。

・ 人口減による車両保有台数減が考えられるため。

不動産業 ・ 少子高齢化の進行により、需要拡大が見込め無い。

・ 会社を廃止する人が多くなった。

・ 将来が暗い。

・ 実質的に供給量より、購入人口の減少を強く感じている。

・ 人口減少は来店人数の減少に影響すると考える。

・ 人口が減れば、住む家・働く場所が人口減少に伴い減少するため。

・ 借り手がつかなくなる。

・ 供給過多になる。

・ 不動産の供給と需要のバランスが悪化傾向。

・ 将来的に人口減少＝取引件数の減少につながるため。

・ 世帯数減少子化は市場を徐々に圧迫していく。

・ 長期的に見て国内の消費が減少する。

サービス業 ・ 少子高齢化による墓地販売実績の見通しが厳しいため。

・ 幼児学童が対象の施設のため。

・ 来客数の減少。

・ 従業員の高齢化。

・ 労働人口減少に繋がる。

・ 若手社員の確保が困難。

・ 人員が確保できないと仕事が滞る。
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13. 人口減少・少子高齢化（続き）

サービス業 ・ 人口が増えないと、新しい建物ができ辛いし、働き手の確保が難しい。

・ 若者の車離れ、高齢による車離れ。

・ 絶対的顧客数の減少は影響が出る。

・ 労働力の減少、外国人労働者の日本離れ。

・ 働き手不足。

・ 免許取得年齢層の減少に歯止めがかからないこと、また本市の今後は人口減

少・少子高齢化に転じることが見込まれること。

・ 少子高齢化により市場規模が縮小し、同業他社との競争が激化している。

・ 労働人口の低下による人員不足。

・ この５年近く、更にコロナ禍以降は特に、人材の確保に困り、広告宣伝費等

の経費ばかりが増加している。

・ 収益３本柱のうち、入場料と商品販売は特に人口減少や少子高齢化の影響を

強く受けるため。

・ 人口減少すれば廃棄物も減少してくる。

14. 気候変動  

建設業 ・ 天候により工事自体ができなくなる、突然の豪雨等も完成の仕上がりに影響

し、やり直さなければならなくなることもある。

・ 気候変動による工期の延期・延長となりえる影響がある。

・ 天候不順による休工などの影響。

・ 熱中症対策等に経費が増大している　天候不順で出来高が不足する。

・ 作業環境の悪化。

製造業 ・ 食料原料に自然原料が多いため、気候に左右される。

卸売業 ・ 天候によって値段が大幅に変化する。

・ 扱い商品は天候に左右される。

・ 天候不順等による青果物の仕入への営業（品薄・値段高騰など）。

・ 天候不順による販売先の売れ行きが変動。

・ 食品生産量の減少、品質悪化。

小売業 ・ ９月などは暑くて秋物が売れないという影響がすでに出ている。

・ 商品売上げに気温が反映するから。

・ 毎日の仕込みの量に影響が出る。判断が難しい。

・ 魚介類の水揚げ量による。

飲食店 ・ 客数の減少。

不動産業 ・ 異常気象による施設への被害。

サービス業 ・ 消費が減少すると依頼が減少する。

・ 極端な気候変動による高齢者の体調管理。入院や外出控えに影響。

・ 経費が増加。
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15. その他

建設業 ・ 安値契約。

・ インボイスは人がはなれる。

・ 2014年、2019年の消費税増税で大打撃をうけた。

製造業 ・ 半導体不足による電子部品等の入荷遅れで、納期が後ろ倒しになっている。

・ 取引先が値上げに同意しない上、他の業者があるから無理に頑張らなくても

良いと言われた。

・ OEM先からの受注減。

卸売業 ・ 土木施工管理の有資格者が増えず、減っているので求人費用がかさむが人材

確保ができない。

小売業 ・ マスコミの誘導で景気を消す指向を感じます。

飲食店 ・ 消費税は、販売価格に転嫁できない。

・ 再開発でテナント店舗はより悩み苦しんでる。

不動産業 ・ 法律の改正に伴う経費の増加。

・ 親会社の意向（賃貸先が主に親会社であるため）。

・ 不動産売買業のため、仕入が重要なのに、ライバル会社が増え、殆どできて

いない。

・ 事務所の面積減。

サービス業 ・ 顧客の高齢化。

・ 技術職のなり手がいない。

・ 働き手不足。

・ 最低賃金の水準も1,000円を超える事が想定される。パート社員が多いサービ

ス業にとっては人件費の上昇分が大きく、価格への転嫁ができないとマイナ

スの影響が大きい。

・ 人材確保が難しく、逆にコストがかかってしまっている。

・ 人員不足のため、募集費等で利益をつぎ込む型。
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２ 業種別の動向  

（１）建設業 

今期のＤＩは、前期と比べて「在庫水準」「仕入価格」「売上高」は上昇したが、それ以外の項目は下降

した。 

先行きをみると、「景況」「雇用人員」は来期、来々期と続けて上昇する見通し、「在庫水準」は来

期上昇し、来々期は横ばいとなる見通し、「仕入価格」「設備投資」は、来期は上昇するが、来々期は

下降する見通し、「販売単価」「売上高」「経常利益」は、来期は下降するが、来々期は上昇する見通

し、「資金繰り」「販売数量」は、来期は下降するが、来々期は横ばいとなる見通しである。 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 今期 来期 来々期

2023年 2023年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

景 況 ▲ 7.4 ▲ 14.2 ▲ 10.1 ▲ 7.4

在 庫 水 準 1.6 4.8 6.3 6.3

資 金 繰 り ▲ 0.5 ▲ 1.1 ▲ 8.2 ▲ 8.2

雇 用 人 員 44.7 41.6 41.9 43.6

販 売 数 量 ▲ 2.2 ▲ 6.1 ▲ 10.6 ▲ 10.6

販 売 単 価 14.0 6.6 5.9 8.1

仕入価格（単価） ▲ 51.7 ▲ 48.3 ▲ 43.1 ▲ 44.3

売 上 高 1.1 1.6 ▲ 11.8 ▲ 3.3

経 常 利 益 1.1 ▲ 4.8 ▲ 13.4 ▲ 7.0

設 備 投 資 ▲ 4.0 ▲ 8.4 0.6 ▲ 2.2

実績 見通し
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（２）製造業 

今期のＤＩは、前期と比べて「資金繰り」「雇用人員」「販売単価」「仕入価格」が上昇したが、「在庫

水準」は横ばい、それ以外の項目は下降した。 

先行きをみると、「在庫水準」「雇用人員」「販売数量」「仕入価格」「売上高」「経常利益」は、来

期、来々期と続けて上昇する見通し、「設備投資」は、来期は上昇するが、来々期は下降する見通し、

「資金繰り」は、来期は横ばい、来々期は下降する見通し、「景況」は、来期は下降するが、来々期は

上昇する見通し、「販売単価」は来期、来々期と続けて下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 今期 来期 来々期

2023年 2023年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

景 況 ▲ 20.3 ▲ 22.4 ▲ 22.6 ▲ 20.5

在 庫 水 準 ▲ 12.6 ▲ 12.6 ▲ 8.8 ▲ 6.7

資 金 繰 り ▲ 5.7 ▲ 4.1 ▲ 4.1 ▲ 8.9

雇 用 人 員 10.7 12.2 13.9 14.9

販 売 数 量 ▲ 6.0 ▲ 26.8 ▲ 20.0 ▲ 13.8

販 売 単 価 10.6 13.8 9.0 8.0

仕入価格（単価） ▲ 49.5 ▲ 43.2 ▲ 36.8 ▲ 33.5

売 上 高 ▲ 17.0 ▲ 24.2 ▲ 18.0 ▲ 12.1

経 常 利 益 ▲ 21.9 ▲ 24.0 ▲ 22.4 ▲ 19.3

設 備 投 資 ▲ 5.4 ▲ 10.3 ▲ 4.9 ▲ 6.0

実績 見通し
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（３）卸売業 

今期のＤＩは、前期と比べて「在庫水準」「雇用人員」「販売数量」「仕入価格」「売上高」「経常利

益」「設備投資」は上昇したが、それ以外の項目は下降した。 

先行きをみると、「在庫水準」「雇用人員」は、来期、来々期と続けて上昇する見通し、「仕入価格」

は、来期は横ばい、来々期は下降する見通し、「景況」「販売数量」「販売単価」「売上高」「経常利益」

「設備投資」は、来期は下降するが、来々期は上昇する見通し、「資金繰り」は、来期、来々期と続

けて下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 今期 来期 来々期

2023年 2023年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

景 況 ▲ 1.9 ▲ 3.2 ▲ 9.6 ▲ 4.5

在 庫 水 準 ▲ 16.0 ▲ 11.3 ▲ 8.0 ▲ 6.8

資 金 繰 り 6.3 4.4 ▲ 0.6 ▲ 1.9

雇 用 人 員 14.3 19.0 19.6 20.8

販 売 数 量 0.7 5.3 ▲ 3.2 9.6

販 売 単 価 17.7 15.2 13.0 18.6

仕入価格（単価） ▲ 39.1 ▲ 36.5 ▲ 36.5 ▲ 37.0

売 上 高 6.2 11.9 3.8 8.8

経 常 利 益 ▲ 3.1 0.6 ▲ 8.8 ▲ 6.3

設 備 投 資 ▲ 3.3 2.6 ▲ 2.7 0.7

実績 見通し
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（４）小売業 

今期のＤＩは、前期と比べて「雇用人員」「仕入価格」は上昇したが、「在庫水準」は横ばい、それ

以外の項目は下降した。 

先行きをみると、「雇用人員」「仕入価格」「経常利益」は、来期、来々期と続けて上昇する見通し、

「在庫水準」「販売数量」「販売単価」「売上高」「設備投資」は、来期は上昇するが、来々期は下降す

る見通し、「景況」「資金繰り」は、来期は下降するが、来々期は上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 今期 来期 来々期

2023年 2023年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

景 況 ▲ 17.9 ▲ 26.4 ▲ 29.0 ▲ 25.4

在 庫 水 準 0.0 0.0 8.1 7.2

資 金 繰 り ▲ 6.8 ▲ 11.2 ▲ 20.9 ▲ 17.2

雇 用 人 員 18.1 20.3 20.6 21.6

販 売 数 量 ▲ 13.7 ▲ 30.0 ▲ 23.1 ▲ 23.2

販 売 単 価 23.9 16.7 19.9 17.6

仕入価格（単価） ▲ 52.1 ▲ 47.1 ▲ 45.7 ▲ 44.9

売 上 高 ▲ 1.5 ▲ 20.1 ▲ 14.0 ▲ 15.7

経 常 利 益 ▲ 13.0 ▲ 30.9 ▲ 26.8 ▲ 20.6

設 備 投 資 ▲ 10.3 ▲ 12.7 ▲ 11.9 ▲ 13.7

実績 見通し

▲ 80

▲ 60

▲ 40

▲ 20

0

20

40

景況

在庫水準

資金繰り

雇用人員

販売数量

販売単価

仕入価格（単価）

売上高

経常利益

設備投資

前期

今期

来期

来々期



 

- 85 -  

（５）飲食店 

今期のＤＩは、前期と比べて「景況」「在庫水準」「販売数量」「販売単価」「売上高」「経常利益」は

上昇したが、「雇用人員」は横ばい、それ以外の項目は下降した。 

先行きをみると、「景況」「資金繰り」「売上高」は、来期、来々期と続けて上昇する見通し、「雇用

人員」は来期上昇するが、来々期は横ばいとなる見通し、「在庫水準」「仕入価格」は、来期は上昇す

るが、来々期は下降する見通し、「販売数量」「販売単価」「経常利益」「設備投資」は、来期は下降す

るが、来々期は上昇する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 今期 来期 来々期

2023年 2023年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

景 況 ▲ 29.3 ▲ 28.0 ▲ 25.6 ▲ 20.7

在 庫 水 準 2.6 4.1 6.6 3.9

資 金 繰 り ▲ 32.1 ▲ 38.8 ▲ 37.5 ▲ 31.3

雇 用 人 員 32.5 32.5 33.7 33.7

販 売 数 量 ▲ 13.4 5.0 ▲ 2.5 6.2

販 売 単 価 18.3 25.6 13.4 22.0

仕入価格（単価） ▲ 74.4 ▲ 80.0 ▲ 72.0 ▲ 75.6

売 上 高 ▲ 2.6 0.0 4.1 13.2

経 常 利 益 ▲ 34.5 ▲ 25.0 ▲ 26.7 ▲ 12.8

設 備 投 資 ▲ 8.3 ▲ 11.9 ▲ 19.5 ▲ 13.4

実績 見通し
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（６）不動産業  

今期のＤＩは、前期と比べて「景況」「在庫水準」「資金繰り」「雇用人員」「販売単価」「売上高」

「経常利益」「設備投資」は上昇したが、それ以外の項目は下降した。 

先行きをみると、「雇用人員」は来期、来々期と続けて上昇する見通し、「設備投資」は、来期は上

昇するが、来々期は下降する見通し、「景況」「販売単価」「仕入価格」は、来期は下降するが、来々

期は上昇する見通し、「在庫水準」「資金繰り」「販売数量」「売上高」「経常利益」は、来期、来々期と

続けて下降する見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 今期 来期 来々期

2023年 2023年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

景 況 ▲ 15.1 ▲ 11.1 ▲ 18.3 ▲ 16.7

在 庫 水 準 18.7 20.0 18.7 17.5

資 金 繰 り ▲ 8.9 ▲ 7.1 ▲ 12.5 ▲ 14.9

雇 用 人 員 15.8 17.5 17.8 19.2

販 売 数 量 9.0 ▲ 10.2 ▲ 15.3 ▲ 16.7

販 売 単 価 ▲ 3.1 ▲ 2.0 ▲ 8.2 ▲ 6.1

仕入価格（単価） ▲ 18.9 ▲ 20.0 ▲ 22.2 ▲ 21.1

売 上 高 ▲ 6.2 ▲ 4.8 ▲ 6.9 ▲ 11.3

経 常 利 益 ▲ 9.8 ▲ 9.1 ▲ 13.6 ▲ 19.7

設 備 投 資 3.3 7.4 9.8 9.0

実績 見通し
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（７）サービス業 

今期のＤＩは、前期と比べて「資金繰り」「販売単価」「仕入価格」「経常利益」は上昇したが、

それ以外の項目は下降した。 

先行きをみると、「景況」「仕入価格」は来期、来々期と続けて上昇する見通し、「設備投資」は、

来期は上昇し、来々期は横ばいとなる見通し、「在庫水準」「雇用人員」「販売数量」「売上高」は、

来期は上昇するが、来々期は下降する見通し、「販売単価」「経常利益」は、来期は下降するが、来々

期は上昇する見通し、「資金繰り」は、来期は下降するが、来々期は横ばいとなる見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 今期 来期 来々期

2023年 2023年

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

景 況 ▲ 12.9 ▲ 14.7 ▲ 14.0 ▲ 11.6

在 庫 水 準 4.8 3.2 6.6 5.6

資 金 繰 り ▲ 10.0 ▲ 9.8 ▲ 12.2 ▲ 12.2

雇 用 人 員 28.3 27.4 28.6 28.0

販 売 数 量 ▲ 5.5 ▲ 8.3 ▲ 2.8 ▲ 7.6

販 売 単 価 6.2 13.0 8.2 9.6

仕入価格（単価） ▲ 39.2 ▲ 38.7 ▲ 37.2 ▲ 35.6

売 上 高 ▲ 1.1 ▲ 8.5 ▲ 4.5 ▲ 5.7

経 常 利 益 ▲ 12.8 ▲ 9.2 ▲ 11.8 ▲ 10.9

設 備 投 資 ▲ 3.7 ▲ 7.3 ▲ 5.5 ▲ 5.5

実績 見通し
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Ⅳ 特別調査 
新型コロナウイルス感染症の影響について 

（１）新型コロナウイルス感染症による売上高への影響 

 

① 全体 

新型コロナウイルス感染症の売上高への影響についてみると、「影響はない」（64.8％）が６割台半

ば近く、「マイナスの影響が出ている」（29.6％）が３割弱となっている。「プラスの影響が出ている」

は 3.1％となっている。 

2022年後期の調査と比較すると、「影響はない」が 21.8ポイント上昇していている。「マイナスの

影響が出ている」が 21.4ポイント、「プラスの影響が出ている」が 0.2ポイントとそれぞれ下降して

いる。 
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マイナスの影響が出ている 影響はない プラスの影響が出ている 無回答

(%)
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② 業種別  

業種別にみると、「マイナスの影響が出ている」は「飲食店」（62.8％）が最も多く、次いで「小

売業」（37.1％）「サービス業」（34.8％）「卸売業」（26.2％）の順となっている。 

「影響はない」は、「建設業」（75.5％）が最も多く、次いで「不動産業」（74.2％）「製造業」

（72.4％）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

規模別にみると、「マイナスの影響が出ている」は「５人未満」（40.1％）が最も多く、次いで「50

人以上」(26.7％)が多くなっている。 

「影響はない」は、「25～50 人未満」（71.4％）が最も多く、次いで「10～25 人未満」(70.4％)が

多くなっている。  

 

 

 

 

 

  

19.4

22.4

26.2

37.1

62.8

22.7

34.8

75.5

72.4

70.0

54.3

20.9

74.2

61.8

1.0

2.0

2.5

7.1

11.6

1.5

1.1

4.1

3.1

1.3

1.4

4.7

1.5

2.2

建 設 業(n=98)

製 造 業(n=98)

卸 売 業(n=80)

小 売 業(n=70)

飲 食 店(n=43)

不動産業 (n=66)

サービス業(n=89)

マイナスの影響が出ている 影響はない プラスの影響が出ている 無回答

(%)

40.1

25.7

24.0

25.7

26.7

53.3

67.9

70.4

71.4

67.8

2.6

3.7

3.2

1.4

4.4

3.9

2.8

2.4

1.4

1.1

5人未満 (n=152)

5～10人未満 (n=109)

10～25人未満 (n=125)

25～50人未満 (n=70)

50人以上 (n=90)

マイナスの影響が出ている 影響はない プラスの影響が出ている 無回答

(%)
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（２）売上高への影響の程度（前年同時期比） 
 

① 全体  

売上高への影響についてみると、前年同時期を「100」とした場合の直近の売上高は「101～109」

（21.2％）が最も多く、次いで「100（横ばい）」（20.4％）が多くなっている。 

前回調査と比べると「100以上」の割合が 51.1％から 55.4％と増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：過去調査】 

 

 

 

 

 

  

2.1

4.0

6.2

4.2

1.4

3.7

7.9

5.6

6.9

9.1

20.7

18.7

12.5

15.1

25.7

32.7

42.7

36.9

27.0

28.5

30.5

27.1

11.2

7.5

3.9

4.0

1.2

2.8

2022年前期

(n=518)

2021年後期

(n=350)

2021年前期

(n=214)

2020年後期

(n=214)

0～19 20～39 40～59 60～79 80～99 100以上 無回答

(%)

6.2

10.1

16.4

19.0

18.1

16.1

20.4

20.9

21.2

20.3

7.8

6.4

3.1

1.9

2.9

1.6

3.8

3.7

2023年前期

(n=548)

2022年後期

(n=516)

0～69 70～89 90～99 100（横ばい） 101～109 110～119 120～129 130以上 無回答

（％）
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② 業種別  

業種別にみると、100 未満（「0～69」「70～89」「90～99」の合計）は、「製造業」で 50.0％と最も

多く、次いで「サービス業」が 46.1％、「小売業」が 45.7％と続いている。一方、100超（「101～109」

「110～119」「120～129」「130以上」の合計）は、「飲食店」で 53.5％「卸売業」で 47.5％、「小売業」

で 40.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

規模別にみると、100 未満は、「５人未満」が最も多く 50.7％、次いで「10～25人未満」が 40.0％

と続いている。 

一方、100超は、「50 人以上」が 55.5％で最も多くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.1

2.0

3.8

10.0

9.3

13.6

3.4

14.3

23.5

13.8

20.0

11.6

9.1

16.9

14.3

24.5

16.2

15.7

11.6

13.6

25.8

28.6

19.4

16.2

11.4

7.0

30.3

22.5

18.4

14.3

28.7

28.6

20.9

18.2

21.3

7.1

6.1

11.2

7.1

18.6

7.6

3.4

2.0

3.1

6.3

1.4

4.7

4.5

1.1

3.1

3.1

1.3

2.9

9.3

0.0

3.4

6.1

4.1

2.5

2.9

7.0

3.0

2.2

建 設 業(n=98)

製 造 業(n=98)

卸 売 業(n=80)

小 売 業(n=70)

飲 食 店(n=43)

不動産業 (n=66)

サービス業(n=89)

0～69 70～89 90～99 100（横ばい） 101～109 110～119 120～129 130以上 無回答

(%)

13.2

6.4

3.2

2.9

1.1

18.4

22.9

14.4

12.9

10.0

19.1

9.2

22.4

22.9

17.8

20.4

24.8

22.4

20.0

13.3

14.5

20.2

17.6

21.4

37.8

5.3

9.2

6.4

8.6

12.2

3.9

1.8

4.0

0.0

4.4

0.7

3.7

4.8

5.7

1.1

4.6

1.8

4.8

5.7

2.2

5人未満 (n=152)

5～10人未満 (n=109)

10～25人未満 (n=125)

25～50人未満 (n=70)

50人以上 (n=90)

0～69 70～89 90～99 100（横ばい） 101～109 110～119 120～129 130以上 無回答

(%)
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（３）ウィズコロナ・アフターコロナに対応するための取組を実施するにあ

たり、課題となっていること 

 

① 全体 

ウィズコロナ・アフターコロナに対応するための取組を実施するにあたり、課題となっていること

は、「人手が足りない」（36.1％）が最も多く、次いで「資金が不足している」（18.6％）、「新たな取

引先・仕入先を見つけられない」（17.7％）の順で多くなっている。 

前回調査と比べると、課題の順位に変動はないが、「新たな取引先・仕入先を見つけられない」が

3.7ポイント上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

36.1

18.6

17.7

13.0

13.0

12.0

7.5

2.1

1.8

10

8.2

21.5

36.8

17.6

14.0

12.4

10.5

10.9

11.6

1.0

1.0

9.1

21.1

0 10 20 30 40

人手が足りない

資金が不足している

新たな取引先 仕入先を見つけられない

新たな事業展開のノウハウがない

マーケティング能力が不足している

自社内の知識・技術力が不足している

補助金・支援策等の情報が得られない

経営相談先が見つからない

事業の譲渡先を見つけられない

社内の理解が得られない

その他

無回答

2023年前期

(n=491)

2022年後期

(n=516)

（％）

「その他」の主な回答内容

自転車操業です

社内のDX強化

心のゆるみ

安定生産ができない

受注生産のため相手次第

お客様が離れるのが心配で商品の値上げが適正に行えない

行政や大学の支援が弱いと感じている

円安や行動制限など、外的要因による影響が大きい

ウィルスが無くなったわけではないので、感染対策への意識が希薄してしまい、

クラスター等が発生した際、商売が回らなくなることが想定される

会社清算の予定

小売業 外出への家族の理解

大宮駅西口再開発の事業はやめろ。40年以上の実績を無視している。

物件が決まらない

ネットに追いつけて行けない

対面交渉がまだやりにくい

コンサルタントの先生と銀行にアドバイスを頂いている

借金の返済ができない

トリック商法にブレーキがかからない

それほど深刻な課題はない

各業種共通 課題はない、特になし

卸売業

飲食店

不動産業

サービス業

建設業

製造業
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② 業種別  

業種別にみると、「人手が足りない」は「建設業」が 52.0％と最も多く、次いで「サービス業」（48.3％）

「飲食店」（34.9％）の順で多くなっている。「資金が不足している」は「飲食店」が 37.2％と最も多

く、次いで「製造業」（23.5％）「サービス業」(20.2％)の順で多くなっている。 

 

 建設業 製造業 卸売業 小売業 
 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     
人手が足りない 

資金が不足している 

新たな取引先･仕入先を見つけられない 

マーケティング能力が不足している 

新たな事業展開のノウハウがない 

自社内の知識・技術力が不足している 

補助金・支援策等の情報が得られない 

経営相談先が見つからない 

事業の譲渡先を見つけられない 

社内の理解が得られない 

その他 

無回答 

 

 飲食店 不動産業 サービス業 
 n=43) (n=70) (n=89) 

    
人手が足りない 

資金が不足している 

新たな取引先･仕入先を見つけられない 

マーケティング能力が不足している 

新たな事業展開のノウハウがない 

自社内の知識・技術力が不足している 

補助金・支援策等の情報が得られない 

経営相談先が見つからない 

事業の譲渡先を見つけられない 

社内の理解が得られない 

その他 

無回答 

 

  

52.0

12.2

12.2

7.1

7.1

11.2

3.1

2.0

0.0

3.1

7.1

25.5

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

25.5

23.5

31.6

17.3

17.3

16.3

6.1

0.0

3.1

1.0

7.1

19.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

31.3

13.8

26.2

16.2

16.2

7.5

7.5

0.0

2.5

0.0

11.2

15.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

34.3

20.0

12.9

11.4

11.4

10.0

14.3

4.3

1.4

1.4

10.0

18.6

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

34.9

37.2

9.3

7.0

7.0

4.7

23.3

7.0

0.0

2.3

4.7

16.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

19.7

12.1

12.1

18.2

18.2

21.2

1.5

1.5

4.5

1.5

10.6

33.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

48.3

20.2

12.4

11.2

11.2

10.1

5.6

2.2

1.1

2.2

6.7

21.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、「人手が足りない」は「50人以上」が(54.4％) と最も多く、次いで「25～50人

未満」（48.6％）「10～25人未満」（44.0％）が多くなっている。「資金が不足している」は、「５人未

満」（30.9％）が最も多く、次いで「10～25 人未満」(20.8％)「５～10 人未満」（13.8％）となって

いる。 

 

 

 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 
 (n=152) (n=109) (n=125) 

    
人手が足りない 

資金が不足している 

新たな取引先･仕入先を見つけられない 

マーケティング能力が不足している 

新たな事業展開のノウハウがない 

自社内の知識・技術力が不足している 

補助金・支援策等の情報が得られない 

経営相談先が見つからない 

事業の譲渡先を見つけられない 

社内の理解が得られない 

その他 

無回答 

 

 25～50 人未満 50 人以上 
 (n=70) (n=90) 

   
人手が足りない 

資金が不足している 

新たな取引先･仕入先を見つけられない 

マーケティング能力が不足している 

新たな事業展開のノウハウがない 

自社内の知識・技術力が不足している 

補助金・支援策等の情報が得られない 

経営相談先が見つからない 

事業の譲渡先を見つけられない 

社内の理解が得られない 

その他 

無回答 

 

 

  

12.5

30.9

23.7

15.1

17.1

9.9

12.5

3.9

4.6

0.7

9.2

23.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

35.8

13.8

20.2

12.8

12.8

12.8

9.2

0.9

0.9

2.8

8.3

19.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

44.0

20.8

12.0

12.0

10.4

14.4

4.8

0.8

0.0

2.4

5.6

24.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

48.6

5.7

20.0

11.4

11.4

12.9

5.7

2.9

0.0

1.4

8.6

20.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

54.4

11.1

10.0

12.2

11.1

11.1

2.2

1.1

2.2

1.1

10.0

20.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）
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（４）今後、期待する公的支援策について 
 

① 全体 

今後、期待する公的支援策としては、「固定費(人件費・地代家賃等)への補助」（32.1％）が最も多

く、次いで「設備投資への支援」（24.1％）「融資の拡充」（21.0％）「採用・就職に関する支援」（20.3％）

「売上減少への補填」（17.5％）、の順となっている。 

前回調査と比べると、「固定費(人件費・地代家賃等)への補助」「設備投資への支援」「融資の拡充」

「企業のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への支援」「販路開拓への支援」などの割合が

増加し、「公的支援策等の情報発信・企業への周知」などの割合が減少している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.1

24.1

21.0

20.3

17.5

15.3

13.1

10.0

8.2

3.6

4.4

18.2

29.8

19.0

15.5

20.3

17.6

12.4

12.8

10.1

13.2

3.9

6.8

16.9

0 10 20 30 40

固定費（人件費・地代家賃等）への補助

設備投資への支援

融資の拡充

採用・就職に関する支援

売上減少への補填

企業のDX(デジタルトランスフォーメーション)への支援

販路開拓への支援

企業の福利厚生事業への補助

公的支援策等の情報発信・企業への周知

専門家による経営相談

その他

無回答

2023年 前期(n=548)

2022年 後期(n=516)

（％）

「その他」の主な回答内容

建設業 税金緩和

製造業 減税

卸売業 市内企業のマッチング

薬価算定方式の抜本的改革

電力の補填

消費税の廃止

西口再開発をやめるか立ちのき代の増額を強く求める

不動産業 消費税減税など

回復を待つ

借金の返済で苦しい

各業種共通 特になし、不要

サービス業

飲食店

小売業
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② 業種別  

業種別にみると、「固定費(人件費・地代家賃等)への補助」が「卸売業」（36.3％）「小売業」（31.4％）「飲

食店」（48.8％）「サービス業」（33.7％）で最も多くなっている。建設業では「採用・就職に関する支援」

（32.7％）、製造業、不動産業では「設備投資への支援」（36.7％、22.7％）がそれぞれ多くなっている。 

 

 建設業 製造業 卸売業 小売業 
 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     
固定費（人件費・地代家賃等）への補助 

設備投資への支援 

融資の拡充 

採用・就職に関する支援 

売上減少への補填 

企業のＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)への支援 

販路開拓への支援 

企業の福利厚生事業への補助 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

専門家による経営相談    

その他 

無回答 

 

 
 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=70) (n=89) 

    
固定費（人件費・地代家賃等）への補助 

設備投資への支援 

融資の拡充 

採用・就職に関する支援 

売上減少への補填 

企業のＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)への支援 

販路開拓への支援 

企業の福利厚生事業への補助 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

専門家による経営相談    

その他 

無回答 
 

 

  

26.5

19.4

18.4

32.7

8.2

15.3

3.1

16.3

8.2

3.1

4.1

21.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

33.7

36.7

22.4

18.4

25.5

18.4

22.4

9.2

4.1

4.1

3.1

14.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

36.3

26.2

23.7

21.3

15.0

11.2

18.8

6.3

3.8

0.0

6.3

13.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

31.4

22.9

20.0

12.9

21.4

12.9

14.3

5.7

17.1

2.9

5.7

15.7

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

48.8

23.3

25.6

9.3

32.6

4.7

7.0

7.0

11.6

0.0

4.7

18.6

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

19.7

22.7

21.2

12.1

15.2

16.7

9.1

7.6

10.6

4.5

3.0

27.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

33.7

16.9

18.0

24.7

13.5

21.3

14.6

14.6

6.7

9.0

4.5

18.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、「固定費(人件費・地代家賃等)への補助」が「５～10人未満」（33.9％）、「10～25人未

満」（33.6％）、「25～50 人未満」（40.0％）で最も多くなっている。「５人未満」は「売上減少への補填」

（27.0％）、「50人以上」は「企業のＤＸ（デジタルトランスフォーメーションへの支援」(33.3％) がそれ

ぞれ多くなっている。 

 

 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 
 (n=161) (n=94) (n=98) 

    
固定費（人件費・地代家賃等）への補助 

設備投資への支援 

融資の拡充 

採用・就職に関する支援 

売上減少への補填 

企業のＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)への支援 

販路開拓への支援 

企業の福利厚生事業への補助 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

専門家による経営相談    

その他 

無回答 

 

 
 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=69) (n=94) 

   
固定費（人件費・地代家賃等）への補助 

設備投資への支援 

融資の拡充 

採用・就職に関する支援 

売上減少への補填 

企業のＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)への支援 

販路開拓への支援 

企業の福利厚生事業への補助 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

専門家による経営相談    

その他 

無回答 
 

 

  

25.0

19.7

22.4

6.6

27.0

5.3

13.2

3.3

11.8

3.3

4.6

25.7

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

33.9

27.5

25.7

13.8

14.7

11.9

14.7

13.8

9.2

4.6

5.5

18.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

33.6

19.2

18.4

28.0

16.8

16.0

11.2

12.0

8.0

3.2

4.0

19.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

40.0

32.9

18.6

31.4

14.3

18.6

14.3

12.9

2.9

4.3

0.0

14.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

32.2

27.8

17.8

31.1

8.9

33.3

13.3

12.2

5.6

3.3

6.7

7.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）
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Ⅴ 特別調査 
原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響について 

（１）原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響について 

 

① 全体 

原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響についてみると、「現在、影響が出ている」（63.0％）

が最も多く、次いで「今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み」（22.3％）が多くな

っている。「特に影響は出ていない。今後も影響が出る見込みなし」は１割弱（9.5％）。 

前回調査と比較すると、「現在、影響が出ている」と回答した企業の割合は 2.1 ポイント下降する

一方、「今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み」と回答した企業の割合は 0.8 ポイ

ント上昇した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

63.0

65.1

57.9

22.3

21.5

30.7

9.5

6.6

5.8

5.3

6.8

5.6

2023年前期

(n=548)

2022年後期

(n=516)

2022年前期

(n=518)

現在、影響が出ている

今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み

特に影響は出ていない。今後も影響が出る見込みなし

無回答

(%)



 

- 99 -  

② 業種別  

業種別にみると、「現在、影響が出ている」がすべての業種で最も多く、「飲食店」（81.4％）で

最も多く、次いで「製造業」（74.5％）「卸売業」（73.8％）が続いている。 

「今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み」は「サービス業」（31.5％）が最も多

く、次いで「小売業」（27.1％）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

規模別にみると、すべての規模で「現在、影響が出ている」が最も多く、「25～50人未満」（67.1％）

の規模で最も多く、次いで「５～10人未満」（67.0％）で多くなっている。 

「今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み」は「10～25人未満」（24.8％）が最も

多く、次いで「５人未満」（23.0％）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

69.4

74.5

73.8

57.1

81.4

42.4

44.9

21.4

18.4

20.0

27.1

9.3

21.2

31.5

6.1

4.1

6.3

12.9

7.0

18.2

14.6

3.1

3.1

0.0

2.9

2.3

18.2

9.0

建 設 業(n=98)

製 造 業(n=98)

卸 売 業(n=80)

小 売 業(n=70)

飲 食 店(n=43)

不動産業 (n=66)

サービス業(n=89)

現在、影響が出ている 今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み

特に影響は出ていない。今後も影響が出る見込みなし 無回答

(%)

57.9

67.0

60.8

67.1

66.7

23.0

20.2

24.8

20.0

21.1

12.5

8.3

11.2

7.1

5.6

6.6

4.6

3.2

5.7

6.7

5人未満 (n=152)

5～10人未満 (n=109)

10～25人未満(n=125)

25～50人未満(n=70)

50人以上 (n=90)

現在、影響が出ている 今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み

特に影響は出ていない。今後も影響が出る見込みなし 無回答

(%)
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（２）原材料・仕入価格の上昇分に対する販売価格への転嫁について 
 

① 全体 

原材料・仕入価格の上昇分に対する販売価格への転嫁についてみると「転嫁できていない」（26.5％）

が最も多く、次いで「５割以上８割未満転嫁できている」（16.8％）が多くなっている。 

「すべて転嫁できている」（7.5％）は１割未満。 

前回調査と比較すると、「転嫁できていない」は 2.0 ポイント減少する一方、販売価格に転嫁した

割合（「２割未満転嫁できている」～「すべて転嫁できている」）は 61.4％となり、6.0ポイント上昇

している。「すべて転嫁できている」は 1.4ポイント下降している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

26.5

28.5

31.9

11.7

11.4

9.8

11.5

12.6

12.5

16.8

12.0

8.9

13.9

10.5

8.3

7.5

8.9

7.9

5.3

6.0

12.7

6.9

10.1

7.9

2023年前期

(n=548)

2022年後期

(n=516)

2022年前期

(n=518)

転嫁できていない 2割未満転嫁できている

2割以上5割未満転嫁できている 5割以上8割未満転嫁できている

8割以上10割未満転嫁できている すべて転嫁できている

特に転嫁する必要なし 無回答

(%)
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② 業種別  

業種別にみると、「製造業」は「５割以上８割未満転嫁できている」（27.6％）、「卸売業」は「８割

以上 10割未満転嫁できている」（28.7％）が最も多いが、それ以外の業種は「転嫁できていない」が

最も多い。「転嫁できていない」では「飲食店」（44.2％）が最も多く、次いで「サービス業」（39.3％）

が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別  

規模別にみると、「50人以上」では「５割以上８割未満転嫁できている」（23.3％）が最も多いが、

その他の規模では「転嫁できていない」が最も多い。「転嫁できていない」は「５人未満」（35.5％）

の規模で最も多く、次いで「25～50人未満」（27.1％）が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.5

15.3

11.2

27.1

44.2

31.8

39.3

14.3

8.2

10.0

18.6

16.3

7.6

10.1

17.3

8.2

17.5

8.6

14.0

6.1

6.7

19.4

27.6

23.7

10.0

11.6

4.5

12.4

12.2

22.4

28.7

12.9

2.3

4.5

6.7

3.1

11.2

8.7

15.7

4.7

3.0

5.6

2.0

5.1

0.0

4.3

4.7

15.2

7.9

建 設 業(n=98)

製 造 業(n=98)

卸 売 業(n=80)

小 売 業(n=70)

飲 食 店(n=43)

不動産業 (n=66)

サービス業(n=89)

転嫁できていない 2割未満転嫁できている 2割以上5割未満転嫁できている

5割以上8割未満転嫁できている 8割以上10割未満転嫁できている すべて転嫁できている

特に転嫁する必要なし

(%)

35.5

21.1

26.4

27.1

16.7

10.5

9.2

12.0

11.4

16.7

9.2

14.7

12.0

14.3

8.9

11.8

19.3

16.0

15.7

23.3

11.2

16.5

12.0

18.6

14.4

5.3

8.3

8.8

7.1

8.9

7.9

4.6

4.0

2.9

5.6

5人未満 (n=152)

5～10人未満 (n=109)

10～25人未満(n=125)

25～50人未満(n=70)

50人以上 (n=90)

転嫁できていない 2割未満転嫁できている 2割以上5割未満転嫁できている

5割以上8割未満転嫁できている 8割以上10割未満転嫁できている すべて転嫁できている

特に転嫁する必要なし

(%)



 

- 102 -  

（３）価格転嫁が難しい（できない）理由 

 

① 全体 

価格転嫁が難しい（できない）理由についてみると、「同業他社との競争が激しい」（58.6％）が最

も多く、次いで「販売先への要請が困難」（33.6％）となっている。 

「その他」（9.8％）は、下記の内容になっている。 

前回調査との比較では、順位に変動はなく、回答割合も大きな変動はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

58.6

33.6

15.9

9.8

8.2

56.8

38.8

19.9

8.5

8.0

58.1

34.6

17.6

9.2

6.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

同業他社との競争が激しい

販売先への要請が困難

契約上の問題

その他

無回答

2023年前期(n=440)

2022年後期 (n=387)

2022年前期 (n=370)

（％）

「その他」の主な回答内容

値上げ競争の激化 関連会社との関係

官庁工事の値上の遅れ 時期・タイミング

民間で施主に要請が困難 相手先の企業体質が古すぎる

数字では、全てでないが、お互いに歩み寄りは

出来ていると思う

交渉が追い付かない

ほとんど価格転嫁出来ているが100%ではない 旧価格が安く、いきなり金額値上げしにくい

販売先が認めてくれない 価格交渉する営業の力量不足

製品アイテムが多すぎるため、原価分析に時間

がかかる

1年間に2回値上げ要請をした。1回目はすべて

転嫁出来たが2回目は一部転嫁しきれなかった

転嫁時期調整中 薬価改定により毎年仕切価が下がるため

価格の高騰 今後、転嫁を検討する

シェア拡大策 客先の経営状況が悪い

市場価格との適合 診療報酬のため

値引をさせられる 品が動いていない

値上げ対象商品が多すぎ 値段を上げると売れなくなる

販売価格を上げると売上減少する心配 客足が遠のいてしまう

値上げして売上が減少しそう 売れない

40年以上の商売で御得意様が8割を超えるので

心苦しい、当店の意に反する

容易に値上げが出来ない

需要が少ない、減ってきている 借地借家法

駐車料金は上げられない

個人客様向けなので難しい 顧客高齢化のため価格上昇難

消費者が料金の上昇に敏感 損保が認められない企業が多い

保険収入のため 洗濯に出す量が減る

製造業

サービス業

建設業

卸売業

小売業

飲食店

不動産業
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② 業種別  

業種別にみると、すべての業種において「同業他社との競争が激しい」が最も多い。「同業他社と

の競争が激しい」は「卸売業」（66.3％）が最も多く、次いで「小売業」（63.0％）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

58.0

56.3

66.3

63.0

52.6

44.4

52.2

36.4

47.5

25.3

22.2

34.2

25.0

31.3

33.0

8.8

10.8

3.7

2.6

19.4

20.9

9.1

10.0

4.8

11.1

15.8

8.3

11.9

3.4

6.3

2.4

13.0

10.5

13.9

13.4

0 10 20 30 40 50 60 70

建 設 業(n=88)

製 造 業(n=80)

卸 売 業(n=73)

小 売 業(n=54)

飲 食 店(n=38)

不動産業 (n=36)

サービス業(n=67)

同業他社との競争が激しい 販売先への要請が困難 契約上の問題 その他 無回答

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、すべての規模で「同業他社との競争が激しい」が最も多い。「同業他社との競争

が激しい」は「５～10 人未満」（65.9％）の規模で最も多く、次いで「25～50 人未満」（65.6％）が

多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

52.1

65.9

55.1

65.6

59.7

28.6

30.7

36.7

41.0

34.7

12.6

14.8

14.3

18.0

23.6

14.3

5.7

8.2

8.2

11.1

13.4

8.0

6.1

4.9

5.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

5人未満 (n=119)

5～10人未満 (n=88)

10～25人未満(n=98)

25～50人未満(n=61)

50人以上 (n=72)

同業他社との競争が激しい 販売先への要請が困難 契約上の問題 その他 無回答

（％）



 

- 105 -  

（４）今後予定している対策について 

 

① 全体 

今後予定している対策についてみると、「販売価格への転嫁」（46.7％）が最も多く、次いで「人件

費以外の経費削減」「生産性向上」（25.5％）が多くなっている。 

前回調査と比較すると、「販売価格への転嫁」と回答した企業の割合は 2.5ポイント、「人件費以外

の経費削減」は 0.7ポイント下降しているが、「生産性向上」は 3.2ポイント、「仕入先の見直し」は

2.0ポイント上昇している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.7

25.5

25.5

18.1

17.0

14.4

13.0

10.8

9.9

5.8

2.0

2.2

7.3

11.9

49.2

26.2

22.3

16.1

14.7

14.3

14.3

8.9

8.9

6.8

2.3

1.6

8.5

11.0 

0 10 20 30 40 50 60

販売価格への転嫁

人件費以外の経費削減

生産性向上

仕入先の見直し

仕入先への値下げ交渉

省エネ対策

商品・サービス内容見直し

業務の転換（多角化）

販売先見直し

人件費削減

共同仕入れ

その他

特に対策しいない

無回答

2023年前期(n=548)

2022年後期(n=516)

2022年前期(n=518)

（％）

「その他」の主な回答内容

建設業 業務の継続

製造業 製造設備増強

新製品開発

卸売業 予定なし

仕入れ方法の見直し

小売業 値下げ

飲食店 廃業を検討

全力でやってるけど全てむずかしい

不動産業 しばらく様子見

インボイス対策

サービス業 美容技術者の確保
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② 業種別  

業種別にみると、すべての業種において「販売価格への転嫁」が最も多い。「販売価格への転嫁」

は「飲食店」（62.8％）が最も多く、次いで「卸売業」（57.5％）「製造業」（52.0％）が多くなってい

る。 

 
 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     

販売価格への転嫁 

人件費以外の経費削減 

生産性向上 

仕入先の見直し 

仕入先への値下げ交渉 

省エネ対策 

商品・サービス内容見直し 

業務の転換（多角化） 

販売先見直し 

人件費削減 

共同仕入れ 

その他 

特に対策しいない 

無回答 

 

 
 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    

販売価格への転嫁 

人件費以外の経費削減 

生産性向上 

仕入先の見直し 

仕入先への値下げ交渉 

省エネ対策 

商品・サービス内容見直し 

業務の転換（多角化） 

販売先見直し 

人件費削減 

共同仕入れ 

その他 

特に対策しいない 

無回答 
 

 

 

 

 

 

 

  

44.9

27.6

25.5

20.4

33.7

9.2

4.1

5.1

12.2

3.1

3.1

1.0

8.2

8.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

52.0

26.5

51.0

19.4

17.3

17.3

12.2

8.2

8.2

5.1

0.0

3.1

3.1

7.1

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

57.5

30.0

21.3

31.3

22.5

11.2

12.5

20.0

17.5

6.3

0.0

2.5

3.8

3.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

48.6

30.0

22.9

12.9

10.0

12.9

28.6

17.1

5.7

12.9

4.3

1.4

1.4

12.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

62.8

20.9

9.3

25.6

11.6

23.3

23.3

2.3

2.3

4.7

4.7

4.7

7.0

9.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

25.8

7.6

12.1

6.1

7.6

9.1

7.6

13.6

7.6

4.5

1.5

3.0

16.7

30.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

40.4

30.3

21.3

10.1

7.9

21.3

11.2

9.0

11.2

5.6

2.2

1.1

11.2

14.6

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）
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③ 規模別 

規模別にみると、すべての規模で「販売価格への転嫁」が最も多い。「販売価格への転嫁」は「25

～50人未満」（54.3％）の規模で最も多く、次いで「５～10人未満」（51.4％）が多くなっている。 

 
 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 (n=152) (n=109) (n=125) 

    

販売価格への転嫁 

人件費以外の経費削減 

生産性向上 

仕入先の見直し 

仕入先への値下げ交渉 

省エネ対策 

商品・サービス内容見直し 

人件費削減 

業務の転換（多角化） 

販売先見直し 

共同仕入れ 

その他 

特に対策しいない 

無回答 

 

  
 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   

販売価格への転嫁 

人件費以外の経費削減 

生産性向上 

仕入先の見直し 

仕入先への値下げ交渉 

省エネ対策 

商品・サービス内容見直し 

人件費削減 

業務の転換（多角化） 

販売先見直し 

共同仕入れ 

その他 

特に対策しいない 

無回答 
 

 

 

 

 

 

  

38.2

16.4

7.2

13.8

10.5

9.9

14.5

12.5

8.6

3.3

0.7

3.9

12.5

17.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

51.4

22.0

21.1

20.2

22.9

10.1

11.9

11.0

16.5

5.5

1.8

0.9

3.7

11.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

50.0

25.5

28.6

10.2

16.3

8.2

18.4

5.1

8.2

8.2

1.0

2.0

4.1

12.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

54.3

34.3

38.6

31.4

27.1

21.4

12.9

8.6

11.4

8.6

1.4

0.0

2.9

4.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）

50.0

42.2

45.6

20.0

16.7

25.6

12.2

12.2

6.7

11.1

4.4

3.3

2.2

8.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（％）
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（５）原材料・仕入価格の高騰に対し期待する公的支援策、販売価格への価

格転嫁が難しい場合に期待する公的支援策について 
 

① 全体 

原材料・仕入価格の高騰に対し期待する公的支援策、販売価格への価格転嫁が難しい場合に期待す

る公的支援策についてみると、「原材料・仕入価格高騰に対する補助金」（47.1％）が最も多く、次い

で「燃料費に対する補助金」（36.7％）、「融資の拡充」（16.1％）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.1

36.7

16.1

15.3

11.3

10.6

8.2

6.2

2.9

2.4

1.5

4.7

19.0

0 10 20 30 40 50

原材料・仕入価格高騰に対する補助金

燃料費に対する補助金

融資の拡充

省エネ対策等の設備投資への支援

コロナ融資の返済猶予

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入れの指導

公的支援策等の情報発信・企業への周知

事業転換、新事業への参入支援

原価低減や取引先見直しの支援

価格交渉や下請法に関する講習会の実施

専門家による経営相談

その他

無回答

（％）

(n=548)

「その他」の主な回答内容

建設業 販売競争をしない

製造業 原価計算ソフト開発等に対する補助、助成金等

DX等企業がお金をかけて準備しなければならないことが多い。一度導入すれば毎月・毎年

経費はかかる。その上、給料上げることが補助金の条件だったりで中小企業は苦しい

円高への誘導政策

小売業 輸送費の負担が大きい。その1/2を支援してもらえたらありがたい

飲食店 このアンケートを記入していてもあまり期待できそうもない様な気がしてきた

減税→政府の無駄をなくす

インボイス対応について

借金の返済をしなければですが、売上でまかなえない

公的支援が使いやすいものにしてほしい

各業種共通 特になし

サービス業

飲食店

卸売業
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② 業種別  

業種別にみると、すべての業種において「原材料・仕入価格高騰に対する補助金」が最も多い。「原

材料・仕入価格高騰に対する補助金」は「飲食店」（65.1％）が最も多く、次いで「製造業」（56.1％）

「建設業」（55.1％）が多くなっている。 

 
 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     

原材料・仕入価格高騰に対する補助金 

燃料費に対する補助金 

融資の拡充 

省エネ対策等の設備投資への支援 

コロナ融資の返済猶予 

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入

れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

事業転換、新事業への参入支援 

原価低減や取引先見直しの支援 

価格交渉や下請法に関する講習会の実施 

専門家による経営相談 

その他 

無回答 

 

 
 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    

原材料・仕入価格高騰に対する補助金 

燃料費に対する補助金 

融資の拡充 

省エネ対策等の設備投資への支援 

コロナ融資の返済猶予 

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入

れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

事業転換、新事業への参入支援 

原価低減や取引先見直しの支援 

価格交渉や下請法に関する講習会の実施 

専門家による経営相談 

その他 

無回答 
 

 

 

 

 

 

 

  

55.1

35.7

16.3

10.2

10.2

21.4

7.1

4.1

3.1

3.1

0.0

2.0

18.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

56.1

52.0

15.3

22.4

13.3

15.3

3.1

6.1

1.0

6.1

4.1

4.1

11.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

52.5

36.3

18.8

18.8

8.7

11.2

5.0

6.3

5.0

2.5

0.0

7.5

8.7

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

40.0

27.1

11.4

14.3

8.6

5.7

12.9

8.6

4.3

1.4

1.4

5.7

21.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

65.1

51.2

18.6

23.3

23.3

0.0

14.0

2.3

2.3

0.0

0.0

2.3

18.6

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

19.7

15.2

18.2

6.1

10.6

4.5

6.1

12.1

4.5

0.0

0.0

9.1

40.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

40.4

36.0

15.7

14.6

10.1

6.7

13.5

4.5

1.1

1.1

3.4

3.4

19.1

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）
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③ 規模別 

規模別にみると、すべての規模で「原材料・仕入価格高騰に対する補助金」が最も多い。「原材料・

仕入価格高騰に対する補助金」は「50人以上」（57.8％）の規模で最も多く、次いで「５～10人未満」

（54.1％）が多くなっている。 

 
 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 (n=152) (n=109) (n=125) 

    

原材料・仕入価格高騰に対する補助金 

燃料費に対する補助金 

融資の拡充 

省エネ対策等の設備投資への支援 

コロナ融資の返済猶予 

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け

入れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

事業転換、新事業への参入支援 

原価低減や取引先見直しの支援 

価格交渉や下請法に関する講習会の実施 

専門家による経営相談 

その他 

無回答 

 

  
 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   

原材料・仕入価格高騰に対する補助金 

燃料費に対する補助金 

融資の拡充 

省エネ対策等の設備投資への支援 

コロナ融資の返済猶予 
販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け

入れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

事業転換、新事業への参入支援 

原価低減や取引先見直しの支援 

価格交渉や下請法に関する講習会の実施 

専門家による経営相談 

その他 

無回答 
 

 

 

 

 

 

  

57.8

50.0

12.2

30.0

5.6

14.4

7.8

1.1

2.2

1.1

0.0

4.4

12.2

0 50
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8

9
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（％）

48.6

38.6

12.9

15.7
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11.4

5.7
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4.3

12.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9
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12

13

（％）

47.2

38.4

16.0

12.8

10.4

11.2

10.4

5.6

1.6

0.8

2.4

4.0

16.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

54.1

34.9

21.1

16.5

16.5

10.1

6.4

5.5

3.7

3.7

0.9

4.6

19.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（％）

34.9

27.6

16.4

7.9

14.5

5.9

6.6

10.5

2.6

1.3

2.0

5.9

27.6

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11
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（％）
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Ⅵ 特別調査 
賃上げの実施状況について 

（１）今年度の賃上げ状況について 

 

① 全体 

今年度の賃上げ状況についてみると、「定期昇給を実施した」が 43.2％、「ベースアップを実施し

た」が 24.1％となっている。一方、「特に実施していない」は、29.7％となっている。 

また、「定期昇給を実施した」と回答した事業者のうち、「前年よりも増加」（43.0％）が、「前年と

同等」（41.4％）を上回っている。 

その他、「賞与（一時金）の増額を実施した」が 18.8％、「インフラ手当等の支給を実施した」が

6.2％となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

43.2

24.1

18.8

6.2

3.5

29.7

4.7

0 10 20 30 40 50

定期昇給を実施した

ベースアップを実施した

賞与（一時金）の増額を実施した

インフレ手当等の支給を実施した

その他

特に実施していない

無回答

（％）

(n=548)

41.4 43.0 15.6

前年と同等 前年よりも増加 無回答

(%)

(n=237)

「定期昇給を実施した」と回答し

た事業者について、前年との比較 

「その他」の主な回答内容

値上げは絶対無理

出来ない

スキルによって

単価アップを交渉しているが、それが無ければ大きなアップは難しい状況

役職持ち以外は定期昇給した

値上げできていません（今後もできない）

今年2年ぶりに昇給した

期末手当の支給

車通勤ガソリン代をアップさせた

不明

期末手当の支給検討

パートさんのみ賃金アップ

飲食店 パート時給アップ

不動産業 業績給を増やした

昇給を実施、定期では無い

最低賃金ベースで上げた

一部の従業員にベースアップをした

今後の課題としている

経営者の判断事項のため不明

製造業

卸売業

サービス業

建設業
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② 業種別  

業種別にみると、「建設業」（56.1％）、「製造業」（56.1％）、「卸売業」（46.3％）「小売業」（38.6％）

「サービス業」（38.2％）は「定期昇給を実施した」が最も多く、「飲食店」（41.9％）「不動産業」（47.0％）

は「特に実施していない」が最も多い。 

 
 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     

定期昇給を実施した 

ベースアップを実施した 

賞与（一時金）の増額を実施した 

インフレ手当等の支給を実施した 

その他 

特に実施していない 

無回答 

 

 
 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    

定期昇給を実施した 

ベースアップを実施した 

賞与（一時金）の増額を実施した 

インフレ手当等の支給を実施した 

その他 

特に実施していない 

無回答 

 

 

 

 

 

 

 

  

56.1

25.5

23.5

8.2

5.1

17.3

4.1

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

56.1

18.4

23.5

7.1

5.1

23.5

2.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

46.3

25.0

31.3

7.5

2.5

26.2

2.5

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

38.6

30.0

11.4

7.1

0.0

37.1

1.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

20.9

20.9

14.0

0.0

2.3

41.9

9.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

25.8

18.2

7.6

4.5

1.5

47.0

10.6

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

38.2

28.1

12.4

5.6

5.6

29.2

6.7

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）
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③ 規模別 

規模別にみると、「５人未満」規模では「特に実施していない」が最も多いが、その他の規模では

「定期昇給を実施した」が最も多い。「定期昇給を実施した」は「25～50人未満」（67.1％）の規模で

最も多く、次いで「50人以上」（66.7％）が多くなっている。 

 
 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 (n=152) (n=109) (n=125) 

    

定期昇給を実施した 

ベースアップを実施した 

賞与（一時金）の増額を実施した 

インフレ手当等の支給を実施した 

その他 

特に実施していない 

無回答 

 

  
 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   

定期昇給を実施した 

ベースアップを実施した 

賞与（一時金）の増額を実施した 

インフレ手当等の支給を実施した 

その他 

特に実施していない 

無回答 
 

 

 

 

 

  

13.2

13.2

5.9

3.3

2.6

57.9

11.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

37.6

26.6

26.6

7.3

0.0

28.4

1.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

53.6

24.8

20.8

4.0

6.4

20.0

2.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

67.1

27.1

24.3

8.6

5.7

14.3

2.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）

66.7

34.4

22.2

11.1

3.3

10.0

2.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

（％）
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（２）前年の平均支給額に対する賃上げの割合について 
 

① 全体 

賃上げの実施程度についてみると、「２％以上３％未満」（25.2％）が最も多く、次いで「１％以

上２％未満」（16.7％）、「３％以上４％未満」（13.9％）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

② 業種別  

業種別にみると、「２％以上３％未満」は「建設業」（30.4％）、「製造業」（37.5％）、「サービス業」

（28.0％）で最も多くなっている。「１％以上２％未満」は、「卸売業」（22.4％）「３％以上４％未満」

は「不動産業」（20.0％）、「５％以上 10％未満」は「飲食店」（35.3％）で最も多い。「小売業」は「１％

未満」「１％以上２％未満」「２％以上３％未満」（17.5％）が同じ割合で多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別 

規模別にみると、「５人未満」は「１％未満」が最も多いが、その他の規模では「２％以上３％未

満」が最も多くなっている。「２％以上３％未満」では、「25～50人未満」（33.3％）が最も多く、次

いで「10～25人未満」（25.9％）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

  

4.3

7.8

14.3

17.5

11.8

16.0

12.0

15.9

17.2

22.4

17.5

11.8

4.0

20.0

30.4

37.5

16.3

17.5

5.9

16.0

28.0

13.0

15.6

14.3

15.0

11.8

20.0

8.0

14.5

10.9

16.3

15.0

17.6

8.0

6.0

13.0

7.8

14.3

7.5

35.3

16.0

14.0

2.9

1.6

0.0

2.5

5.9

16.0

4.0

1.4

0.0

2.0

5.0

0.0

0.0

4.0

4.3

1.6

0.0

2.5

0.0

4.0

4.0

建 設 業(n=69)

製 造 業(n=64)

卸 売 業(n=49)

小 売 業(n=40)

飲 食 店(n=17)

不動産業 (n=25)

サービス業(n=50)

１％未満 １％以上２％未満 ２％以上３％未満 ３％以上４％未満 ４％以上５％未満

５％以上10％未満 10％以上 未定 無回答

(%)

26.3

3.2

10.6

5.6

13.2

13.2

21.0

10.6

14.8

23.7

15.8

22.6

25.9

33.3

25.0

7.9

11.3

21.2

11.1

13.2

13.2

17.7

10.6

16.7

6.6

15.8

21.0

11.8

9.3

9.2

5.3

0.0

4.7

7.4

1.3

0.0

1.6

2.4

0.0

3.9

2.6

1.6

2.4

1.9

3.9

5人未満 (n=38)

5～10人未満 (n=62)

10～25人未満(n=85)

25～50人未満(n=54)

50人以上 (n=76)

１％未満 １％以上２％未満 ２％以上３％未満 ３％以上４％未満 ４％以上５％未満

５％以上10％未満 10％以上 未定 無回答

(%)

10.7 16.7 25.2 13.9 12.3 13.2 3.5

1.9

2.5

１％未満 １％以上２％未満 ２％以上３％未満 ３％以上４％未満 ４％以上５％未満

５％以上10％未満 10％以上 未定 無回答

(%)

(n=317)
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（３）賃上げを実施した（する）理由について 
 

① 全体 

賃上げを実施した（する）理由についてみると、「従業員のモチベーション向上のため」（75.4％）

が最も多くなっており、次いで「物価上昇への対応のため」（45.8％）、「従業員の定着率向上のため」

（42.7％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定期昇給

若手社員の生活支援の意味合いが大きい

社内規程による

前年パート時給の増加を参考

業績連動型のため

例年通りではある

労使交渉の結果

コロナで上げられなかった

飲食店 埼玉県の指示に従った

更新のため

本部が対応した

製造業

卸売業

サービス業

建設業

75.4

45.8

42.7

23.8

21.8

9.5

6.0

3.2

6.3

0 20 40 60 80

従業員のモチベーション向上のため

物価上昇への対応のため

従業員の定着率向上のため

人材確保（採用）のため

世間的な賃上げ動向に合わせるため

業績が好転（回復）したため

業界の給与水準に合わせるため

その他

無回答

（％）

(n=349)
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② 業種別  

業種別にみると、すべての業種で「従業員のモチベーション向上のため」の割合が最も多くなって

いる。「従業員のモチベーション向上のため」は、「卸売業」（85.7％）が最も多く、次いで「建設業」

（78.7％）、「サービス業」（75.5％）となっている。 

 
 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     

従業員のモチベーション向上のため 

物価上昇への対応のため 

従業員の定着率向上のため 

人材確保（採用）のため 

世間的な賃上げ動向に合わせるため 

業績が好転（回復）したため 

業界の給与水準に合わせるため 

その他 

無回答 

 

 
 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    

従業員のモチベーション向上のため 

物価上昇への対応のため 

従業員の定着率向上のため 

人材確保（採用）のため 

世間的な賃上げ動向に合わせるため 

業績が好転（回復）したため 

業界の給与水準に合わせるため 

その他 

無回答 

 

 
  

78.7

44.0

49.3

29.3

24.0

6.7

1.3

2.7

8.0

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

73.6

50.0

36.1

15.3

27.8

12.5

5.6

4.2

5.6

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

85.7

53.6

48.2

19.6

21.4

16.1

5.4

5.4

0.0

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

74.4

37.2

39.5

20.9

16.3

9.3

9.3

0.0

7.0

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

60.0

45.0

45.0

35.0

30.0

5.0

25.0

5.0

10.0

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

63.0

59.3

33.3

18.5

14.8

3.7

0.0

0.0

7.4

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

75.5

34.0

41.5

34.0

17.0

7.5

7.5

3.8

7.5

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、すべての規模で「従業員のモチベーション向上のため」の割合が最も多くなって

いる。「従業員のモチベーション向上のため」は「25～50人未満」（87.7％）が最も多く、次いで「５

～10人未満（77.6％）が多くなっている。 

 
 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 (n=152) (n=109) (n=125) 

    

従業員のモチベーション向上のため 

物価上昇への対応のため 

従業員の定着率向上のため 

人材確保（採用）のため 

世間的な賃上げ動向に合わせるため 

業績が好転（回復）したため 

業界の給与水準に合わせるため 

その他 

無回答 

 

  
 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   

従業員のモチベーション向上のため 

物価上昇への対応のため 

従業員の定着率向上のため 

人材確保（採用）のため 

世間的な賃上げ動向に合わせるため 

業績が好転（回復）したため 

業界の給与水準に合わせるため 

その他 

無回答 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

64.4

46.7

20.0

2.2

11.1

6.7

0.0

6.7

4.4

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

77.6

42.1

35.5

9.2

23.7

6.6

2.6

1.3

6.6

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

74.7

44.0

40.7

20.9

20.9

11.0

7.7

2.2

6.6

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

87.7

56.1

50.9

31.6

19.3

8.8

5.3

1.8

1.8

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

71.8

43.6

59.0

48.7

29.5

12.8

11.5

5.1

9.0

0 50 100

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）
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（４）賃上げをしない（できない）理由について 
 

① 全体 

賃上げをしない（できない）理由については、「業績が悪いため」（44.2％）が最も多く、「先行き

の不安感のため」（33.1％）、「原材料価格が高騰したため」（25.8％）が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「その他」の主な回答内容

建設業 今後予定

製造業 ７月にする予定

卸売業 従業員はいない

飲食店 お客さんが来ないため、売り上げが上がらないから

パート時給平均額のため

在職者が役員のみ

不要

不動産業

44.2

33.1

25.8

23.9

23.3

5.5

4.9

4.3

7.4

11.0

0 10 20 30 40 50

業績が悪いため

先行きの不安感のため

原材料価格が高騰したため

電気、ガス代等が高騰したため

価格転嫁が不十分なため

元々賃金水準が高いため

設備投資を行ったため

従業員を増やしたため

その他

無回答

（％）

(n=163)
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② 業種別  

業種別にみると、製造業で「業績が悪いため」「先行きの不安感のため」「原材料価格が高騰したた

め」（47.8％）の３つが同率で、「飲食店」で「電気、ガス代等が高騰したため」（61.1％）が最も高く

なっているが、その他の業種では「業績が悪いため」の割合が最も高くなっている。「業績が悪いた

め」は「建設業」（58.8％）で最も高く、次いで「小売業」（53.8％）「卸売業」（52.4％）となってい

る。 

 
 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=17) (n=23) (n=21) (n=26) 

     

業績が悪いため 

先行きの不安感のため 

原材料価格が高騰したため 

電気、ガス代等が高騰したため 

価格転嫁が不十分なため 

元々賃金水準が高いため 

設備投資を行ったため 

従業員を増やしたため 

その他 

無回答 

 

 
 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=18) (n=31) (n=26) 

    

業績が悪いため 

先行きの不安感のため 

原材料価格が高騰したため 

電気、ガス代等が高騰したため 

価格転嫁が不十分なため 

元々賃金水準が高いため 

設備投資を行ったため 

従業員を増やしたため 

その他 

無回答 

 

 
  

42.3

26.9

30.8

26.9

26.9

0.0

7.7

0.0

3.8

11.5

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

32.3

29.0

3.2

6.5

3.2

9.7

3.2

0.0

19.4

16.1

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

27.8

38.9

50.0

61.1

55.6

5.6

22.2

11.1

5.6

27.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

53.8

30.8

19.2

15.4

23.1

7.7

0.0

0.0

3.8

11.5

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

52.4

38.1

14.3

14.3

9.5

0.0

0.0

9.5

4.8

4.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

47.8

47.8

47.8

43.5

30.4

4.3

4.3

8.7

4.3

0.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

58.8

23.5

23.5

11.8

29.4

11.8

0.0

5.9

5.9

5.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、「10～25人未満」で「先行きの不安感のため」（52.0％）が最も多くなっているが、

その他の規模では「業績が悪いため」が最も多くなっている。「業績が悪いため」は、「50 人以上」

（55.6％）の規模で最も多く、次いで「25～50人未満」（50.0％）の規模で多くなっている。 

 
 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 (n=152) (n=109) (n=125) 

    

業績が悪いため 

先行きの不安感のため 

原材料価格が高騰したため 

電気、ガス代等が高騰したため 

価格転嫁が不十分なため 

元々賃金水準が高いため 

設備投資を行ったため 

従業員を増やしたため 

その他 

無回答 

 

  
 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   

業績が悪いため 

先行きの不安感のため 

原材料価格が高騰したため 

電気、ガス代等が高騰したため 

価格転嫁が不十分なため 

元々賃金水準が高いため 

設備投資を行ったため 

従業員を増やしたため 

その他 

無回答 
 

 

  

55.6

22.2

33.3

33.3

11.1

11.1

0.0

0.0

11.1

0.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

50.0

40.0

30.0

30.0

30.0

0.0

10.0

0.0

10.0

0.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

44.0

52.0

36.0

36.0

40.0

4.0

0.0

12.0

0.0

4.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

38.7

16.1

25.8

12.9

22.6

6.5

3.2

6.5

3.2

12.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）

44.3

34.1

21.6

22.7

19.3

5.7

6.8

2.3

10.2

14.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）
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（５）賃上げを実施するために、期待する公的支援策について 
 

① 全体 

賃上げを実施するために、期待する公的支援策についてみると、「賃上げを行う企業への税控除」

（45.4％）が最も多く、次いで「賃上げを行う企業への補助」（42.2％）、「融資の拡充」（10.4％）と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「その他」の主な回答内容

公共工事などの発注労務単価が先ず大きく上らなければ末端の中小企業から人件費を上げ

るなんて出来ない。特に建設土木関連の労働者の単価は他業種に比べそもそも安い。人材

や企業の不足の時代であるため公共工事の積算単価が上がれば企業はそちらを優先する。

それにより民間工事の企業や労働者が減るため単価の上昇に向かう。公共工事も役所の監

督員も一緒になって仕事を進めやすく協力する必要がある。民間企業中小企業がどれだけ

頑張って利益を確保しているか？もっと理解する必要がある。工事に関わる企業全体の利

益が出ることで、所得や納税の拡大に繋がると考える

減税

元請け企業への在庫買取り指導と周知

社会保険料の値下げ

期待はない

卸売業 法人税率の引き下げ

税金の支払引下げ

簡単ではない

飲食店 消費税中止に

公的支援をすると財政赤字か増税になるので行うべきではない

減税

サービス業 売上の向上

各業種共通 特になし

製造業

小売業

不動産業

建設業

45.4

42.2

10.4

9.3

8.8

8.4

2.9

4.4

24.1

0 10 20 30 40 50

賃上げを行う企業への税控除

賃上げを行う企業への補助

融資の拡充

生産性向上に取り組むための補助

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入れの指導

公的支援策等の情報発信・企業への周知

生産性向上等の経営相談

その他

無回答

（％）

(n=548)
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② 業種別  

業種別にみると、「製造業」「サービス業」では「賃上げを行う企業への補助」が最も多く、その

他の業種では、「賃上げを行う企業への税控除」が最も多くなっている。「賃上げを行う企業への税

控除」は、「卸売業」（60.0％）で最も多く、次いで「建設業」（56.1％）「飲食店」（44.2％）となっ

ている。 

 

 

 

 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    

賃上げを行う企業への税控除 

賃上げを行う企業への補助 

融資の拡充 

生産性向上に取り組むための補助 

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受

け入れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

生産性向上等の経営相談 

その他 

無回答 

 

  

 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     

賃上げを行う企業への税控除 

賃上げを行う企業への補助 

融資の拡充 

生産性向上に取り組むための補助 

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け

入れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

生産性向上等の経営相談 

その他 

無回答 

42.7

43.8

9.0

6.7

6.7

10.1

2.2

2.2

22.5

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

27.3

18.2

13.6

13.6

3.0

13.6

4.5

4.5

36.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

44.2

41.9

11.6

4.7

0.0

7.0

2.3

2.3

30.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

45.9

48.0

9.2

17.3

12.2

2.0

3.1

5.1

19.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

56.1

44.9

11.2

9.2

14.3

7.1

4.1

4.1

21.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

34.3

32.9

11.4

10.0

5.7

15.7

4.3

7.1

27.1

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

60.0

58.7

8.7

1.3

12.5

6.3

0.0

5.0

17.5

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、全ての規模で「賃上げを行う企業への税控除」が最も多くなっている。「５人未

満」では「賃上げを行う企業への補助」も同率で最も多くなっている。「賃上げを行う企業への税控

除」は「10～25人未満」（55.2％）で最も多く、次いで「50人以上」（53.3％）が多くなっている。 

 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 (n=152) (n=109) (n=125) 

    

賃上げを行う企業への税控除 

賃上げを行う企業への補助 

融資の拡充 

生産性向上に取り組むための補助 

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入

れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

生産性向上等の経営相談 

その他 

無回答 

 

 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   

賃上げを行う企業への税控除 

賃上げを行う企業への補助 

融資の拡充 

生産性向上に取り組むための補助 

販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入

れの指導 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

生産性向上等の経営相談 

その他 

無回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.6

27.6

9.2

6.6

6.6

11.2

3.3

5.9

34.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

49.5

45.9

13.8

8.3

7.3

6.4

3.7

3.7

24.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

55.2

48.8

9.6

9.6

10.4

8.8

3.2

2.4

16.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

50.0

45.7

8.6

10.0

11.4

8.6

1.4

2.9

22.9

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）

53.3

50.0

11.1

14.4

10.0

5.6

2.2

6.7

16.7

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）
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Ⅶ 特別調査 
人材確保策について 

（１）今年度の人材確保策（予定を含む）について 

 

① 全体 

人材確保策（予定を含む）についてみると、「中途採用をした」（49.2％）が最も多く、次いで「パ

ートタイム労働者を採用した」（22.3％）、新卒採用した（16.1％）となっている。なお、事業者のう

ち２割台半ば超えは「人員は足りており、採用予定はない」（26.2％）と回答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.2

22.3

16.1

14.7

14.7

26.2

14.3

14.3

0 10 20 30 40 50 60

中途採用をした

パートタイム労働者を採用した

新卒採用をした

派遣（契約）社員を採用した

高年齢者の就業機会の確保により対応した

人員は足りており、採用予定はない

その他

無回答

（％）

(n=548)
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「その他」の主な回答内容

建設業 外国人実習生、技能実習生の確保

随時募集中、新卒求人中

予定はあり

これから考慮

募集をかけているが決定にいたっていない、募集しても集まらない

採用できていない

採用したいが応募も無ければ採用も出来ていない、10年採用が出来なければ

経営危機になると予想が出来る

不足しているが採用予定はない

人手は足りないが税金が高いため、逆に退職してもらった

製造業 在留外国人、ベトナム技能者採用、実習生の受け入れ

ハローワーク求人

新規採用予定

正社員募集中

外注先に依頼して対応

募集しているが（民間業者）応募が無いもしくは良い人が来ない

資金繰りが難しいため、採用出来ない

採用予定はない

卸売業 家族による手伝い

定年からの延長（嘱託）

知人より紹介

求人の募集中

欠員予定者がいるので採用を考えている

人材の確保は出来ていない

採用見送り

一人会社のため従業員はいない

小売業 募集しているが採用できなかった

人手を増やす余裕なし

息子に今の会社をやめて会社に入ってもらいたい

不動産業 若干不足だが、採用予定はない

採用予定なし

サービス業 本部が対応した

現在募集をかけている

人材が集まらない。求人しても応募がない。

１年から２年以内に採用予定

検討中

人員は不足しているが経費の都合上採用できない
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② 業種別  

業種別にみると、「製造業」「卸売業」「小売業」「不動産業」では「人員は足りており、採用予定

はない」、「建設業」「サービス業」では「中途採用をした」、「飲食店」では「パートタイム労働者を

採用した」が最も多くなっている。「中途採用をした」は「サービス業」（42.7％）が最も多くなっ

ている。 

 

 

 

 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    

中途採用をした 

パートタイム労働者を採用した 

新卒採用をした 

派遣（契約）社員を採用した 

高年齢者の就業機会の確保により対応した 

人員は足りており、採用予定はない 

その他 

無回答 

 

  

 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     

中途採用をした 

パートタイム労働者を採用した 

新卒採用をした 

派遣（契約）社員を採用した 

高年齢者の就業機会の確保により対応した 

人員は足りており、採用予定はない 

その他 

無回答 

41.8

8.2

24.5

7.1

8.2

15.3

15.3

9.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

32.7

17.3

17.3

7.1

3.1

39.8

11.2

2.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

32.5

15.0

16.2

5.0

3.8

40.0

10.0

6.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

25.7

27.1

15.7

7.1

7.1

32.9

7.1

11.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

20.9

46.5

2.3

0.0

4.7

32.6

0.0

7.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

22.7

10.6

3.0

4.5

4.5

53.0

4.5

13.6

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

42.7

31.5

18.0

13.5

6.7

25.8

7.9

6.7

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、「５人未満」「５～10人未満」は「人員は足りており、採用予定はない」、「10～

25人未満」「25～50人未満」「50人以上」では「中途採用をした」が最も多くなっている。「中途採

用をした」は「50人以上」（75.6％）が最も多くなっている。 

 

 5 人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 (n=152) (n=109) (n=125) 

    

中途採用をした 

パートタイム労働者を採用した 

新卒採用をした 

派遣（契約）社員を採用した 

高年齢者の就業機会の確保により対応した 

人員は足りており、採用予定はない 

その他 

無回答 

 

 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   

中途採用をした 

パートタイム労働者を採用した 

新卒採用をした 

派遣（契約）社員を採用した 

高年齢者の就業機会の確保により対応した 

人員は足りており、採用予定はない 

その他 

無回答 

 

 

 

 

  

3.9

6.6

0.7

1.3

1.3

63.2

8.6

15.8

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

15.6

15.6

2.8

1.8

4.6

40.4

15.6

9.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

36.8

23.2

10.4

7.2

4.8

22.4

11.2

4.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

61.4

24.3

30.0

5.7

8.6

14.3

5.7

1.4

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）

75.6

43.3

51.1

23.3

12.2

3.3

1.1

2.2

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

（％）
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（２）採用の充足度について 
 

① 全体 

採用の充足度についてみると、希望どおりの採用が「行えていない」（38.7％）が最も多くなって

いる。希望どおりの採用が「行えている」「概ね行えている」を合わせると、３割近く（28.3％）と

なっている。なお、「採用予定はない」は２割台半ば近く（23.7％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.9 18.4 38.7 23.7 0.7 8.6

行えている 概ね行えている 行えていない 採用予定はない その他 無回答

(%)

(n=548)

「その他」の主な回答内容

製造業 労働力に恵まれています

飲食店 家族経営なので
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② 業種別  

業種別にみると、希望どおりの採用が「行えていない」は、「建設業」（52.0％）、「卸売業」（37.5％）、

「小売業」（38.6％）、「飲食店」（34.9％）、「サービス業」（49.4％）で最も多くなっている。「製造業」

は規模どおりの採用が「概ね行えている」と「行えていない」（27.6％）が同じ割合となっている。

「不動産業」は、「採用予定はない」（37.9％）が最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③ 規模別  

規模別にみると、「５人未満」では「採用予定はない」が最も多くなっているが、その他の規模で

は希望どおりの採用が「行えていない」が最も多くなっている。希望どおりの採用が「行えていない」

は「50人以上」（54.4％）が最も大きく、次いで「25～50人未満」（45.7％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.1

13.3

5.0

8.6

16.3

9.1

12.4

21.4

27.6

17.5

15.7

14.0

9.1

18.0

52.0

27.6

37.5

38.6

34.9

22.7

49.4

13.3

26.5

30.0

27.1

25.6

37.9

13.5

0.0

1.0

0.0

1.4

2.3

0.0

1.1

7.1

4.1

10.0

8.6

7.0

21.2

5.6

建 設 業(n=98)

製 造 業(n=98)

卸 売 業(n=80)

小 売 業(n=70)

飲 食 店(n=43)

不動産業 (n=66)

サービス業(n=89)

行えている 概ね行えている 行えていない 採用予定はない その他 無回答

(%)

5.3

12.8

14.4

11.4

6.7

5.3

11.9

20.0

32.9

35.6

17.1

42.2

45.6

45.7

54.4

50.7

26.6

14.4

8.6

0.0

1.3

0.0

0.8

0.0

1.1

20.4

6.4

4.8

1.4

2.2

5人未満 (n=152)

5～10人未満 (n=109)

10～25人未満(n=125)

25～50人未満(n=70)

50人以上 (n=90)

行えている 概ね行えている 行えていない 採用予定はない その他 無回答

(%)
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（３）採用について行っている対策 
 

① 全体 

採用について行っている対策についてみると、「ハローワークへの求人掲載」（33.2％）が最も多

く、次いで「求人会社の活用」（26.8％）「民間就職情報サイトへの登録」（20.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

33.2

26.8

20.8

18.1

8.4

7.8

5.1

4.2

2.2

7.8

29.0

0 10 20 30 40

ハローワークへの求人掲載

求人会社の活用

民間就職情報サイトへの登録

初任給の引上げ

ＳＮＳ等での自社ＰＲの積極化

合同企業説明会への参加

教育機関との関係強化

企業説明会の回数増加

人事部門の拡充

その他

無回答

（％）

(n=548)

「その他」の主な回答内容

建設業 工業高校などに求人を出す

HP更新

これから考慮

同族会社

採用予定はない

製造業 さいたま市産業創造財団から採用体制の指導を受けている

人から人への紹介

１名採用したため、現在は採用活動を休止中

特になし

卸売業 ヘッドハンティング

知人・取引先からの紹介

特にしてない、特になし

小売業 店頭貼り出し

採用する必要がない

必要なし

特になし

飲食店 時給のアップ

知人の紹介

パートさんの友達関係より

資金不足のため、募集できず

採用は無し

特になし

不動産業 コネクションの利用

知り合いの紹介

採用募集して無い

サービス業 求人チラシの折り込み
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② 業種別  

業種別にみると、「ハローワークへの求人掲載」は、「建設業」（40.8％）、「製造業」（39.8％）、「小

売業」（28.6％）、「サービス業」（42.7％）で最も多くなっている。また、「卸売業」、「飲食店」は「ハ

ローワークへの求人掲載」と「求人会社の活用」が、それぞれ 31.3％、18.6％と同率で最も多くなっ

ている。「不動産業」は、「求人会社の活用」（21.2％）が最も多くなっている。 

 

 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     
ハローワークへの求人掲載 

求人会社の活用 

民間就職情報サイトへの登録 

初任給の引上げ 

ＳＮＳ等での自社ＰＲの積極化 

合同企業説明会への参加 

教育機関との関係強化 

企業説明会の回数増加 

人事部門の拡充 

その他 

無回答 

 

 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    
ハローワークへの求人掲載 

求人会社の活用 

民間就職情報サイトへの登録 

初任給の引上げ 

ＳＮＳ等での自社ＰＲの積極化 

合同企業説明会への参加 

教育機関との関係強化 

企業説明会の回数増加 

人事部門の拡充 

その他 

無回答 

 

  

40.8

31.6

24.5

29.6
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5.0

1.3

8.7

30.0

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

（％）

39.8

26.5
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7.1

24.5

0 50

1
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9
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（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、「50人以上」は、「求人会社の活用」（56.7％）が最も多くなっている。それ以外

の規模は「ハローワークへの求人掲載」が最も多くなっている。「ハローワークへの求人掲載」は「50

人以上」（50.0％）で最も多く、次いで「25～50 人未満」（47.1％）、「10～25人未満」（39.2％）とな

っている。 

 

 ５人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 n=152) (n=109) (n=125) 

    
ハローワークへの求人掲載 

求人会社の活用 

民間就職情報サイトへの登録 

初任給の引上げ 

ＳＮＳ等での自社ＰＲの積極化 

合同企業説明会への参加 

教育機関との関係強化 

企業説明会の回数増加 

人事部門の拡充 

その他 

無回答 

 

 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   
ハローワークへの求人掲載 

求人会社の活用 

民間就職情報サイトへの登録 

初任給の引上げ 

ＳＮＳ等での自社ＰＲの積極化 

合同企業説明会への参加 

教育機関との関係強化 

企業説明会の回数増加 

人事部門の拡充 

その他 

無回答 
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4.3

4.3
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（４）人材確保に対し、期待する公的支援策について 
 

① 全体 

人材確保に対し、期待する公的支援策については、「採用活動に係る費用の支援」（26.6％）と最も

多く、次いで「福利厚生への支援」（14.8％）市内企業の求人情報の発信（14.1％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「その他」の主な回答内容

建設業 学校訪問

人材を採用する予定がない

特になし

製造業 就業希望者等若年層への教育

特になし

卸売業 インフラ整備などで土木は重要。若い人達が興味を持つようにPRを

特になし

小売業 期待していない

大幅求人なし

不要

特になし

飲食店 求人広告費用の支援

無し

不動産業 資格試験の補助金

教育

不要です。ハローワークで十分

なし

サービス業 特になし

26.6

14.8

14.1

10.9

10.6

8.6

7.5

6.0

5.3

4.0

6.0

35.4

0 10 20 30 40

採用活動に係る費用の支援

福利厚生への支援

市内企業の求人情報の発信

女性・高齢者・外国人・就職氷河期世代等の活用支援

市主催の会社説明会・面接会の実施

市内企業のＰＲ

公的支援策等の情報発信・企業への周知

人材確保に関するコンサルティング

採用活動に係るツール作成の支援

副業人材のマッチング支援

その他

無回答

（％）

(n=548)
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② 業種別  

業種別にみると、「採用活動に係る費用の支援」は、すべての業種において最も多くなっている。

「採用活動に係る費用の支援」は「卸売業」（33.8％）で最も多くなっており、次いで「サービス業」

（30.3％）「建設業」（27.6％）となっている。 

 

 建設業 製造業 卸売業 小売業 

 (n=98) (n=98) (n=80) (n=70) 

     
採用活動に係る費用の支援 

福利厚生への支援 

市内企業の求人情報の発信 

女性・高齢者・外国人・就職氷河期世代

等の活用支援 

市主催の会社説明会・面接会の実施 

市内企業のＰＲ 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

人材確保に関するコンサルティング 

採用活動に係るツール作成の支援 

副業人材のマッチング支援 

その他 

無回答 

 

 飲食店 不動産業 サービス業 

 (n=43) (n=66) (n=89) 

    
採用活動に係る費用の支援 

福利厚生への支援 

市内企業の求人情報の発信 

女性・高齢者・外国人・就職氷河期世代

等の活用支援 

市主催の会社説明会・面接会の実施 

市内企業のＰＲ 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

人材確保に関するコンサルティング 

採用活動に係るツール作成の支援 

副業人材のマッチング支援 

その他 

無回答 
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6

7

8

9
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11
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18.6
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8.6

4.3

11.4
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11.4
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5
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8

9
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（％）

23.3

14.0

4.7

7.0

2.3

4.7

2.3

7.0
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4.7

4.7

41.9

0 50

1
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3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）

24.2

12.1

16.7

6.1

6.1

9.1

7.6

3.0

3.0
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7.6

45.5

0 50

1
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8

9
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11
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（％）

30.3

20.2

13.5

15.7
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10.1
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13.5

5.6

2.2

30.3

0 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（％）
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③ 規模別  

規模別にみると、すべての規模で「採用活動に係る費用の支援」が最も多くなっている。「採用活

動に係る費用の支援」は「50 人以上」（46.7％）で最も多く、次いで「25～50 人未満」（38.6％）の

割合が多くなっている。 

 

 ５人未満 ５～10人未満 10～25 人未満 

 n=152) (n=109) (n=125) 

    
採用活動に係る費用の支援 

福利厚生への支援 

市内企業の求人情報の発信 

女性・高齢者・外国人・就職氷河期世代等

の活用支援 

市主催の会社説明会・面接会の実施 

市内企業のＰＲ 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

人材確保に関するコンサルティング 

採用活動に係るツール作成の支援 

副業人材のマッチング支援 

その他 

無回答 

 

 25～50 人未満 50 人以上 

 (n=70) (n=90) 

   
採用活動に係る費用の支援 

福利厚生への支援 

市内企業の求人情報の発信 

女性・高齢者・外国人・就職氷河期世代等

の活用支援 

市主催の会社説明会・面接会の実施 

市内企業のＰＲ 

公的支援策等の情報発信・企業への周知 

人材確保に関するコンサルティング 

採用活動に係るツール作成の支援 

副業人材のマッチング支援 

その他 

無回答 
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（％）
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Ⅷ 主要経済指標 
 

１ 大型小売店舗販売額（前年同月比）  
（１）百貨店・スーパー計  

 

 

（２）百貨店  

 
 

（３）スーパー  

 
※既存店、資料：経済産業省「商業動態統計（月報）」    

▲ 1.6

2.2

▲ 4.9

0.8

2.7 2.5
1.6

4.9

0.8

2.5
1.3

▲ 0.1▲ 0.4

3.3
1.9 1.6

3.0 2.7 2.9

4.4 4.8

3.0

4.7
4.0

▲ 2.5

0.1 ▲ 3.4
0.8 0.8

▲ 0.3 ▲ 0.2

0.8
0.1 0.5

▲ 0.6

▲ 2.2
▲ 1.4

1.9

▲ 0.6 ▲ 0.6

2.5 2.5
3.4

2.3 2.0 1.9

4.7

3.5

-10

-5

0

5

10

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

21年 22年 23年

さいたま市 埼玉県(%)

▲ 4.4
2.3

▲ 17.1

▲ 1.8

4.6
7.7 7.2

20.2

▲ 0.2

5.9
3.3

9.0

1.8

8.7

17.7

9.4

4.0 2.7
▲ 0.3

9.2

16.3

4.2 3.6 3.3

▲ 7.7

▲ 2.8 ▲ 15.6 ▲ 3.5
▲ 0.9

6.0

4.3

12.4

▲ 3.1

2.8
1.3

5.0

1.6

6.4

13.2

5.7
4.0

0.4
▲ 2.1

5.6

12.8

1.6 0.8 1.6

-30

-20

-10

0

10

20

30

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

21年 22年 23年

さいたま市 埼玉県(%)

▲ 0.4

2.1

▲ 1.1

1.7 2.0

0.2
▲ 0.9

0.0
1.1 1.1 0.6

▲ 3.1
▲ 1.2

1.3

▲ 2.1
▲ 0.8

2.7 2.8

4.5

2.6
1.2

2.5

5.1
4.3

▲ 1.7

0.5

▲ 2.1

1.4 1.1

▲ 1.2 ▲ 0.9 ▲ 0.5

0.5 0.1

▲ 0.8

▲ 3.0

▲ 1.8

1.4

▲ 1.8
▲ 1.2

2.4 2.8

4.2

1.9
0.9

1.9

5.2

3.7

-10

-5

0

5

10

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

21年 22年 23年

さいたま市 埼玉県(%)



 

- 137 -  

２ 家計消費支出（二人以上世帯・前年同月比）  

 
資料：総務省統計局「家計調査報告（月次結果）」 

  

 

３ 新設住宅着工戸数（着工戸数・前年同月比） 
【さいたま市】  

 
 

【埼玉県】  

 

資料：国土交通省「建築着工統計調査（月報）」  
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４ 新車登録・届出台数（台数・前年同月比）  
【さいたま市】  

 

 

【埼玉県】  

 
資料：（一社）自販連 埼玉県支部「車種別・市郡別新車登録・届出状況（月次）」  

  

５ 消費者物価指数（前月比）  

 

資料：総務省統計局「消費者物価指数（月報）」  
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６ 鉱工業指数（前月比）  
（１）生産指数  

 
 

（２）出荷指数 

 

 

（３）在庫指数  

 

資料：経済産業省・埼玉県「鉱工業指数（月報）」  
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７ 企業倒産（負債金額・倒産件数） 
【さいたま市】  

 
 

 

【埼玉県】 

 
資料：（株）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況（月報）」  
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８ 有効求人倍率（前年同月比） 
【さいたま市】 

 
資料：厚生労働省埼玉労働局「求人・求職統計 公共職業安定所別職業紹介状況（新規学卒者を除きパートを含む）」 

                【さいたま市の有効求人倍率＝有効求人数（大宮所+浦和所）÷有効求職者数（大宮所+浦和所）】 

 （大宮所には、鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、蓮田市、伊奈町が含まれる。)  

【埼玉県】 

 

資料：厚生労働省埼玉労働局「求人・求職統計 【就業地別】新規求人倍率及び有効求人倍率の推移（季節調整値）」 

    

９ 貸出金残高（前年同月比） 

 
資料：日本銀行「預金・貸出関連統計 都道府県別預金・貸出金（月次）」  
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Ⅸ 調査票 

 

さいたま市地域経済動向調査  

（令和５年度・前期）  

  

アンケートご協力のお願い 

本調査は、市内事業所の皆様の景況感等をアンケートにより調査し、その結果を公表するこ

とで経営判断の参考資料にしていただくとともに、本市の施策を適切かつ効果的に推進する

ための基礎資料とすることを目的に実施しております。対象者につきましては、市内事業所

の皆様の中から、業種別に一定数を抽出しております。 

つきましては、ご多忙の折、大変恐縮ではございますが、本アンケートにご協力のほど、   

よろしくお願いいたします。 

令和５年６月 さいたま市長 清水 勇人 

【回方答法】 

➢ Ｗｅｂ回答： https://www.bugin-eri.co.jp/AN/sc05a.php 

・上記ＵＲＬ又はＱＲコードよりアクセスして下さい。 

アンケートフォーム画面に接続されます。 

・表示されたアンケートの設問に対し直接入力し、完了後送信をクリックしてください。 

➢ 郵送回答：同封の返信用封筒 (切手不要) 

・調査票に直接ご記入いただき、同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

【回答期限】 ご回答は、令和５年７月１２日（水）までにお願いいたします。 

【そ の 他】 

・業種により、あてはまらない設問があれば、お答えできる設問のみの回答で差し支えござい

ません。 

・調査につきましては、「株式会社ぶぎん地域経済研究所」に調査票の回収、集計、分析を委託

しています。委託業者には守秘義務が課せられています。 

・調査票は統計的に処理し、ご記入いただいた情報を調査の目的以外に使用、又は事業所名を公表す

ることはありません。 

今回の調査結果については、令和５年９月頃に、市のホームページ 

（ 事業者向けの情報＞環境・産業・企業立地＞産業支援＞計画・データ 

＞さいたま市地域経済動向調査の結果を公表します。 ） 

で公表する予定です。  
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最初に、貴社（事業所）の住所、社名、ご担当者名などをご記入ください。 

※普段お使いのゴム印等を押していただいて結構です。 

住   所    

 

ご担当者 

社   名    
部 課 名   

役 職  

代表者名   
お 名 前   

電話番号  

 ＊ご記入された個人情報については、本調査以外には一切使用いたしません。  
 
問１ 貴社（事業所）の概要についてお伺いします。  

１－１ 貴社（事業所）の 

主たる業種（○は１つ） 

１.建設業 ３.卸売業 ５.飲食店 ７.サービス業 

 ２.製造業 ４.小売業 ６.不動産業  

 ２業種以上に該当する場合は、売上が最も大きい業種１つに○を付けてください。 

  

１－２ 
従業員数（○は１つ） 

役員、ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ  
 を含めてください。 

１.５人未満 ３.10～25人未満 ５.50人以上 

 ２.５～10人未満 ４.25～50人未満  

    
 

問２～問５については、次の要領でご回答ください。 

＊貴社（事業所）が本店・本社の場合は全事業所を通じての回答を、支店・支社等の場合は、貴事業所

関係分のみの回答を、①実績と②見通しのそれぞれについてご記入ください。 

＊季節的に変動する場合は、その季節変動分を除いてご回答ください。 

【記入例】 

２－１ 売上高 

  令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績 
 

増加 
やや 

増加 
不変 

やや 

減少 減少 増加 
やや 

増加 
不変 

やや 

減少 
減少 

  
  令和５年７～９月期 令和５年 10～12 月期 

②見通し 
 

増加 
やや 

増加 
不変 やや 

減少 
減少 増加 

やや 

増加 
不変 

やや 

減少 
減少 

 
 

問２～３は、「（３ヶ月前と比べた）実績」及び「先行きの変化」についてご記入ください。  

問２ 貴社（事業所）の「売上高」、「経常利益」、「設備投資」について 

①実績及び②見通しのそれぞれについて、該当する欄に○を付けてください。該当しない場合は、未記入で
結構です。  

２－１ 売上高  

    令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績   増加  
やや 

増加  
不変  

やや 

減少  
減少  増加  

やや 

増加  
不変  

やや

減少  
減少  

   
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    増加  
やや 

増加  
不変  

やや 

減少  
減少  増加  

やや 

増加  
不変  

やや

減少  
減少  

それぞれ該当する欄１つに○を付けてください。 
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２－２ 経常利益  

    令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績  
  
増加  やや 

増加  不変  やや 
減少  減少  増加  やや 

増加  不変  やや
減少  減少  

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    増加  やや 
増加  不変  やや 

減少  減少  増加  やや 
増加  不変  やや

減少  減少  

 

２－３ 設備投資  

    令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績  
  増加  やや 

増加  不変  やや 
減少  減少  増加  やや 

増加  不変  やや
減少  減少  

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    増加  やや 
増加  不変  やや 

減少  減少  増加  やや 
増加  不変  やや

減少  減少  

 

問３ 貴社（事業所）における「販売数量」、「販売単価」、「仕入価格（単価）」について 

①実績及び②見通しのそれぞれについて、該当する欄に○を付けてください。該当しない場合は、未記入で
結構です。  

３－１ 販売数量  

    令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績    増加  やや 
増加  不変  やや 

減少  減少  増加  やや 
増加  不変  やや

減少  減少  

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し     増加  やや 
増加  不変  やや 

減少  減少  増加  やや 
増加  不変  やや

減少  減少  

 

３－２ 販売単価  

    令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績   上昇  やや 
上昇  不変  やや 

下降  下降  上昇  やや 
上昇  不変  やや

下降 下降  

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    上昇  やや 
上昇 不変  やや 

下降 下降  上昇  やや 
上昇  不変  やや

下降  下降  

  

３－３ 仕入価格（単価）  

    令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績   上昇  やや 
上昇  不変  やや 

下降  下降  上昇  やや 
上昇  不変  やや

下降 下降  

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し   上昇  やや 
上昇 不変  やや 

下降  下降  上昇  やや 
上昇  不変  やや

下降 下降 
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問４～５は、３ヶ月前と比べての変化ではなく、「該当期間の実績」及び「先行きの状況」につい

て、最も近いものをご記入ください。 

問４ 貴社（事業所）における「製(商)品在庫水準」、「資金繰り」、「雇用人員」について 

①実績及び②見通しのそれぞれについて、該当する欄に○を付けてください。 

該当しない場合は、未記入で結構です。 
  

４－１ 製（商）品在庫水準  

   令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績    過剰 やや 
過剰  適正  やや 

不足  不足  過剰 やや 
過剰  適正 やや 

不足 不足   

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    過剰 やや 
過剰 適正 やや 

不足   不足 過剰 やや 
過剰 適正 やや 

不足 不足 

  

４－２ 資金繰り  

   令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績    良い  やや 
良い  普通  やや 

悪い  悪い  良い  やや 
良い  普通  やや

悪い  悪い  

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    良い やや 
良い  普通 やや 

悪い 悪い 良い  やや 
良い  普通 やや

悪い  悪い 

   

４－３ 雇用人員  

   令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績    過剰 やや 
過剰 適正 やや 

不足 不足 過剰 やや 
過剰 適正 やや 

不足 不足 

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    過剰 やや 
過剰 適正 やや 

不足 不足 過剰 やや 
過剰 適正 やや 

不足 不足 

 

問５ 貴社（事業所）の「景気」について 

①実績及び②見通しのそれぞれについて、該当する欄に○を付けてください。 

該当しない場合は、未記入で結構です。  

  
５－１ 貴社（事業所）の景気   

   令和５年１～３月期 令和５年４～６月期（５月 15 日時点） 

①実  績    良い やや 
良い  普通 やや 

悪い 悪い 良い  やや 
良い  普通 やや

悪い  悪い 

    
  

令和５年７～９月期  令和５年 10～12 月期  

②見通し    良い やや 
良い  普通 やや 

悪い 悪い 良い  やや 
良い  普通 やや 

悪い 悪い 

 

５－２ 問５－１の「貴社（事業所）の景気」の判断について、その背景や要因についてご記入ください。  

（【実績】と【見通し】のそれぞれについてご記入ください。） 

【実 績】  

【見通し】  
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問６ 「経済動向」について 

６－１ 以下の経済動向で、貴社(事業所)の経営にマイナスの影響が特に大きいと考えられる事柄は何です

か。（〇は３つまで） 

１. 株価の動向  ６. 電力価格の動向  11. 地政学リスク(ウクライナ情勢等) 

２. 為替相場の動向 ７. 企業の生産拠点等の海外シフト 12. 新型コロナウイルス感染症 

３. 物価(ｲﾝﾌﾚ･ﾃﾞﾌﾚ)の動向  ８. 海外景気の下振れ  13. 人口減少・少子高齢化   

４. 個人消費の動向 ９. アジア諸国との関係  14. 気候変動  

５. 原油・原材料価格の動向 10. 米中関係の悪化  15. その他 

（具体的に           ） 
 
６－２ 問６－１で○をつけた項目について、項目ごとに選定理由をご記入ください。 

（左に問６－１の選択肢の番号を書き、右に選定理由をお書きください） 

 

   

 

   

 

   

 

問７は、新型コロナウイルス感染症の影響についてご記入ください。 

問７ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

７－１ 新型コロナウイルス感染症により、貴社（事業所）の今期（令和５年４月～６月）売上高に影響が出てい

ますか。（〇は１つ） 

１. マイナスの影響が続いている ２. 影響はない ３. プラスの影響が出ている 
 
７－２ 貴社（事業所）の今期（令和５年４月～６月）の売上高は前年同時期を「100」とすると、どの程度

でしたか。（○は１つ） 

１. 0～69  ３. 90～99 ５. 101～109 ７. 120～129 

２. 70～89  ４. 100（横ばい） ６. 110～119 ８. 130以上 
 
７－３ ウィズコロナ・アフターコロナに対応するための取組を実施するにあたり、課題となっていることは

ありますか。（〇はいくつでも） 

１. 資金が不足している ７. マーケティング能力が不足している 

２. 自社内の知識・技術力が不足している ８. 新たな事業展開のノウハウがない 

３. 経営相談先が見つからない ９. 事業の譲渡先を見つけられない 

４. 補助金・支援策等の情報が得られない 10. 社内の理解が得られない 

５. 人手が足りない 11. その他（具体的に             ） 

６. 新たな取引先･仕入先を見つけられない  
 
７－４ 今後、どのような公的支援策を期待しますか。（〇はいくつでも） 

１. 融資の拡充 ６. 売上減少への補填 

２. 設備投資への支援 ７. 固定費(人件費・地代家賃等)への補助 

３. 企業のＤＸ 

(デジタルトランスフォーメーション)への支援 

８. 企業の福利厚生事業への補助 

９. 採用・就職に関する支援 

４. 販路開拓への支援 10. 公的支援策等の情報発信・企業への周知 

５. 専門家による経営相談 11. その他（具体的に                          ） 

（選択肢の番号） 

 

（選定理由） 
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問８は、原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響についてご記入ください。 

問８ 原材料・仕入価格高騰による事業活動への影響について 

８－１ 原材料・仕入価格高騰により、貴社（事業所）の事業活動に影響が出ていますか。（〇は１つ） 

１. 現在、影響が出ている 

２. 今のところ影響は出ていないが、今後影響が出る見込み 

３. 特に影響は出ていない。今後も影響が出る見込みなし 

 

８－２ 原材料・仕入価格の上昇分に対し、「販売価格への転嫁」はできていますか。（〇は１つ） 

１. 転嫁できていない ５. ８割以上 10割未満転嫁できている 

２. ２割未満転嫁できている ６．すべて転嫁できている 

３. ２割以上５割未満転嫁できている ７．特に転嫁する必要なし 

４. ５割以上８割未満転嫁できている  

【８－２で「１」～「５」と回答した方にお伺いします。】 

８－３ 価格転嫁が難しい（できない）理由についてお伺いします。（〇はいくつでも） 

１. 販売先への要請が困難 ３. 契約上の問題 

２. 同業他社との競争が激しい  
４. その他（具体的

に                                       ） 

 

８－４ 今後予定している対策についてお伺いします。（〇はいくつでも） 

１. 販売価格への転嫁 ６. 省エネ対策 11. 業務の転換（多角化） 

２. 販売先の見直し ７. 人件費削減 12. 特に対策しない 

３. 仕入先への値下げ交渉 ８. 人件費以外の経費削減 13. その他 

４. 仕入先の見直し ９. 生産性向上 （具体的に           ） 

５. 共同仕入れ 10. 商品・サービス内容見直し（原材料の代替を含む） 

 

８－５ 原材料・仕入価格の高騰に対し、期待する公的支援策としてどのようなものを望みますか。ま

た、販売価格への価格転嫁が難しい場合、期待する公的支援策としてどのようなものを望みます

か。（〇はいくつでも） 

１. 原材料・仕入価格高騰に対する補助金 ７. 価格交渉や下請法に関する講習会の実施 

２. 燃料費に対する補助金 ８. 専門家による経営相談 

３. 省エネ対策等の設備投資への支援 ９. 事業転換、新事業への参入支援 

４. 融資の拡充 10. 原価低減や取引先見直しの支援 

５. コロナ融資の返済猶予 11. 公的支援策等の情報発信・企業への周知 

６. 販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入

れの指導 

12．その他（具体的に             ） 
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問９は、賃上げの実施状況についてご記入ください。 

問９ 賃上げの実施状況について 

９－１ 今年度賃上げを実施しましたか。（今後予定している場合を含む）（〇はいくつでも） 

１. 定期昇給を実施した ４. インフレ手当等の支給を実施した 

 （ア.前年と同等  イ.前年よりも増加） ５. 特に実施していない 

２. ベースアップを実施した ６．その他（具体的に            ） 

３. 賞与（一時金）の増額を実施した  

 

【９－１で「１」～「２」と回答した方にお伺いします。】 

９－２ 前年の平均支給額に対してどのくらい賃上げを実施しましたか。（する予定ですか）（〇は１つ） 

１. １％未満 ５. ４％以上５％未満 

２. １％以上２％未満 ６. ５％以上 10％未満 

３. ２％以上３％未満 ７. 10％以上 

４. ３％以上４％未満 ８. 未定 

 

【９－１で「１」～「４」と回答した方にお伺いします。】 

９－３ 賃上げを実施した（する）理由についてお伺いします。（〇はいくつでも） 

１. 従業員のモチベーション向上のため ５. 業界の給与水準に合わせるため 

２. 物価上昇への対応のため ６. 業績が好転（回復）したため 

３. 従業員の定着率向上のため ７. 世間的な賃上げ動向に合わせるため 

４. 人材確保（採用）のため ８. その他（具体的に           ） 

 

【９－１で「５」と回答した方にお伺いします。】 

９－４ 賃上げをしない（できない）理由についてお伺いします。（〇はいくつでも） 

１. 従業員を増やしたため ６. 先行きの不安感のため 

２. 設備投資を行ったため ７. 業績が悪いため 

３. 原材料価格が高騰したため ８. 元々賃金水準が高いため 

４. 電気、ガス代等が高騰したため ９. その他（具体的に            ） 

５. 価格転嫁が不十分なため  

 

９－５ 賃上げを実施するために、期待する公的支援策としてどのようなものを望みますか。（〇はいくつ

でも） 

１. 生産性向上等の経営相談 ６. 販売先・元請け業者に対して価格転嫁受け入

れの指導 ２. 生産性向上に取り組むための補助 

３. 賃上げを行う企業への補助 ７. 公的支援策等の情報発信・企業への周知 

４. 賃上げを行う企業への税控除 ８. その他（具体的に            ） 

５. 融資の拡充  
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問１０は、人材確保策についてご記入ください。 

問１０ 人材確保策について 

１０－１ 貴社（事業所）の今年度の人材確保策（予定を含む）についてお伺いします。（〇はいくつでも） 

１. 新卒採用をした ５. 高年齢者の就業機会の確保により対応した 

２. 中途採用をした ６. 人員は足りており、採用予定はない 

３. 派遣（契約）社員を採用した ７. その他（具体的に            ）   

４. パートタイム労働者を採用した  
 

１０－２ 希望どおりの採用が行えていますか。（〇は１つ） 

１. 行えている ３. 行えていない ５．その他 

２. 概ね行えている ４. 採用予定はない  （具体的に         ） 

 

１０－３ 採用についてどのような対策を行っていますか。（〇はいくつでも） 

１. 初任給の引上げ ６. 合同企業説明会への参加 

２. ＳＮＳ等での自社ＰＲの積極化 ７. 教育機関との関係強化 

３. 人事部門の拡充 ８. ハローワークへの求人掲載 

４. 求人会社の活用 ９. 民間就職情報サイトへの登録 

５. 企業説明会の回数増加 10. その他（具体的に                             ） 

 

１０－４ 人材確保に対し、期待する公的支援策としてどのようなものを望みますか。（〇はいくつでも） 

１. 市主催の会社説明会・面接会の実施 ７. 女性・高齢者・外国人・就職氷河期世代等の

活用支援 ２. 市内企業のＰＲ 

３. 市内企業の求人情報の発信 ８. 副業人材のマッチング支援 

４. 採用活動に係るツール作成の支援 ９. 福利厚生への支援 

５. 採用活動に係る費用の支援 10. 公的支援策等の情報発信・企業への周知 

６. 人材確保に関するコンサルティング 11．その他（具体的に             ） 

 

【本アンケートに回答いただいた事業所様の中から、業種ごとに電話でのヒアリング調査を予定しています。】 

10 分～15分程度の電話によるヒアリング調査にご協力いただけますか。(どちらかに〇をつけて下さい) 

１．協力できる ２．協力できない 

 

ご協 力 ありがと うございました 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このさいたま市地域経済動向調査業務(2023年6月調査)の委託に要する経費は、149万円です。 

 

さいたま市地域経済動向調査報告書 

― 2023年６月調査（2023年４～６月期） ― 

2023年８月 
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